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まえがき

全国児童相談所長会では、おおむね 2 年に一度、全国の児童相談所のご協力を得て取り組ん

だ調査の報告を行っています。

調査のテーマは、児童福祉行政に携わる者として、業務の遂行に必要な資料の収集・分析、

その時々の社会現象の把握・分析などですが、その目的として、今後の児童相談所の業務運営

にとって何らかの参考・指針となるものを求めてきました。

さて、今回の調査テーマは「施設入所児童の自立支援に関する調査一就労支援のプロセ

スー」としました。

全国の児童相談所で施設入所措置をする児童は毎年相当数にのぼりますが、児童相談所の仕

事は措置で終わるものではありません。入所児童が施設でいかに処遇され、どう成長していく

か常に見守っていく必要があります。そして、どう自立していくかが最大の関心事で、もありま

す。

今回の調査は施設に入所し、そこでの生活経験を持つ児童が退所後、就労過程をいかにして

クリアーし自立できるかについて把握し今後の参考にしようとしたものです。

就労の過程に関わっている施設をはじめとする関係機関や関係者の援助の実態・支援策が調

査・分析されていますが、今回の調査では自立というキーワードをめぐって多少の今後の課題

を含みます。自立をっきつめて考えたとき就労後の継続性が大きなポイントになりますが、平

成 9 年度学校等終了児童及び平成10年 9 月 30日までの聞に中途退学した児童を対象としている

点で調査期間の設定や制度的な制約条件の中での調査となっています。

しかしながら、施設入所児童の自立という複雑でかつ大きなテーマをとりあげ、全国の児童

相談所レベルで取り組んだことの意義には大変貴重なものがあります。すべての所長さん職員

の皆様にご協力頂きありがとうございました。また、調査にお力添えをいただいた関係する施

設の皆様にもお礼申し上げます。ことに調査票の作成やデータ処理、報告書のまとめに関して

は、小委員会メンバーの所長、副所長さんにお骨折り頂きました。

最後に全国の会員の皆様から寄せられた貴重なデータはコンビュータ処理が可能な状態で保

存されておりますので、今後一層の有効活用が図られることを期待して、感謝のことばとさせ

て頂きます。

平成11年 5 月

全国児童相談所長会

会長土肥 謙二
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「施設入所児童の自立支援に関する調査一就労支援のプロセスー J 実施要領

調査の目的
児童相談所（以下「児相 J という。）が関わった施設入所児童が、就労し、自立する際の

援助の実態等を把握し分析することにより、子どもが自立する際の支援施策の充実に役立て
ることを目的とする。

2 調査の実施機関
全国児童相談所長会（以下「全児相 J という。）

3 調査対象
全国 174か所の児相

4 調査期日
平成 10年 9 月 30 日（調査基準日 平成 10年 2 月～ 3 月〉

5 調査内容
(1) 就労状況・自立支援に関する調査

下記「ア対象施設 J に在籍し、 「イ対象児童 J の①文は②に該当する児童の、就労等
の状況及び自立支援の状況調査。
ア 対象施設

・児童袈護施設 （旧法 養護施設、虚弱児施設）
・児童自立支援施設 ( II 教護院）

・情緒障害児短期治療施設
イ 対象児童

① 平成 9 年度（平成 10年 2 ～ 3 月）に下記学校等を卒業した児童のうち、就労
した児童文は就労準備中の児童。

② 平成 10年 4 月に下記学校等（中学校を除く。）ヘ進学した児童で、 9 月 30 日
までの聞に中途退学した児童のうち、就労した児童又は就労準備中の児童。

－中学校
・高等学校（全日制・定時制）
．養護学校

・専修学校、各種学校
・職業訓練校

(2) 自立支援施策の状況調査
都道府県、政令指定都市が独自に実施している施策に関する調査。

6 調査方法
(1) 就労状況・自立支援に関する調査

「施設入所児童の．自立支援に関する調査一就労支援のプロセスー J 児童調査票（様
式 I ）により、児相において児童別に記入する。
(2) 自立支援施策の状況調査

「自立支援施策の状況 J 調査票（様式 2 ）により中央児相において記入する。

7 調査票の提出
・各児相は平成 10年 10月 15 日（木）までにプロック内の全児相代表幹事に提出する。
・プロック代表幹事は平成 10年 10月 30 日（金）までにプロック内児相分を全児相事務局に
提出する。

8 調査結果の報告
全児相総会において結果報告を行った後各児相へ配布する。 （平成 11年 6 月頃の予定。）

9 事務局（問合せ先）
全国児童相談所長会事務局
東京都児童相談センタ一事業課（連絡調整担当係長）

干 162-0052 東京都新宿区戸山3-17-1
TEL 03-3208-1121 内線 408 FAX 03-3205-7158 



全国児m伺談所長会調査〈平成10~（： !0月 1 5日までにプロ ック f l:炎幹耶児網へ梶山）

f総Ill:入所児童の自立支媛に関する凋査ー就労支慢のプロセスー J 様式 1

児童調査票

｜附県 0開附名｜ ｜ 服棚名 ｜

ブロックj信号
舗道府県且ロ
指定郷市山守 児網6i号

調査漂

一連番号

児室の状況 （JI]彼解除の円又lま 3 月末の状況） 回 答

－~－－－~－－~I~ － ：ー ， ~＇ 2 t< ~： ~ ｷｷorｷｷｷ J ~＇＇＇P ~1日？ オ
イ 入所 P.I! 白 01 m 児 02 m児 ・ rrl去児 03 t皮虐待児 011 家出 （父母等）

（何院へ町入所煙車｝ 05 死亡（父母等｝ 06 舵始 。7 傷病（父母;;rj;) 08 出 産
09 就労（父母等） 10 家族環境 II !'; 'iJ 12 虚弱
13 1倒産回復訓練 14 僚ff図鑑 15 生活Iii縛訓練 16 自問箆
17 ~み 1 8 粗 暴 19 不良交友 20 家出外泊
21 薬物 22 性的非行 23 金品持出 24 ぐ犯
25 長欠 ・ 不就学 26 不Rt~ 27 その他

巳コ

蹴郡11 口

制年月巳コ年巳コ月

エ 入所経路 I 家庭から 2 級族 ・ 知人宅から 3 乳児院から ｜ 「「
（判員量ヘ町A高ffll) 4 児m穫護施設から 5 1山の児童1福祉施綬から 6 塁線家庭から | | | 

7 家庭裁判所から 8 その他 ｜ 」」

オ 両 綬 の 状 況 | 
（存在） I 隅と もいる 2 父のみいる 3 母のみいる 4 酬と山い ｜ ロ

カ 児童福祉施段 | 
l 年 月 （30日未満は峨叩 正2年Eコ月

入所通算在籍年月 I 

キ 身 体 の 状 況 I 頑健 2 普通 3 r1l 弱 4 .身体的隙宮有 ｜ 「「 4 の場合手帳の有無 「「

5 身体隙富手帳有 6 身体隙寄手級総 ｜ 」」 」_J

ク 知的能 )J I 優秀匁1 2 普通知 3 境界匁1 4 発泡遅滞有 ｜ 「「 4 の湯合手帳の有線 「「

5 療行手銀rr s !Jiff手4長銀 l 」ー」 」ーJ

ロ
コ 性 t1i 0 1 陽気 02 陰気 03 ま じめ

（自UsU 3つif ) 04 元気がよい 05 おとなしい 06 外交的
07 内向的 08 凡帳而 09 だらしがはい
1 0 短気 I l 派気力 1 2 頑 固
13 協閥的 14 非協1.llWJ 1 5 粘り強い 16 飽きっぽい

サ（~i議行動 I 無 2 過去にあゥた 3 有 ｜ 口
・怠学等） | 

シ（諮問開 l 縦 2 過去にあった げ ｜ 口
もり・織黙等） I 

ス卒業し た学校 I 中学 2 1:口制高校 3 定時制高校 •I 養護 ｜ 「「
（手段に量哲郎協何物 | 
E章） 5 w修学校 ・ 各陣学校等 6職業訓練校 7 施設内数ff 8 その他 ｜ 」ーJ
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｛軒並に捻齢LUXUl I I I 
初白物問｝ 5 聡業訓練校 6 施投内教育 7 その他 l 」ー」

ソ Z事業又Ii小途.iS

ウ 施 設 flli ~II 児蹟養護施設 2 児!It自立支媛施i支 3 onirn車寄児短期治療絡設

4 t.Elttif-月 （30日未満lま切t~てる）
－ 在 籍 年月

ケ 成 m 上 2 中 3 下

Eコロコ 巳コ

｜ 解除 2 停 止 3 ll'i1fl.継続 I I 
学後の｝制状況 l 」」

タ 卒業文は中途jfi I 勤務先の寮等（｛皆上社宅 ・ 住込み専を含む） | 
2 自己借上げ（アパート ・ 友人と閉店 ・ 公営住宅等を含む） I 

3 Ulと同居
4 ill以外の級族と悶店

Cl昔置継続を除く｝ 5 自立~!VJホームヲFの公的ホーム 6 その他

学後の住居 口

内
ι

＊裏面に続く



チ就労先の決定状況 I 決定 2 就労揃倫中（未決定） 口
日 就労の状況（チのH閣が 『 i 決定J の児E置のみ。）

ツ車t労先のm磁 01 農林業関係 02 ifr産業関係 03 漁業関係
04 造問衆関係 05 也築（土木）業関係 06 運給業関係

正三コ07 食品似造・卸売業関係 08 !Ill蕊製造業 09 個人小売業店
10 ill!容 ・ ~容院 II 飲食店 12 コンビニ等
13 スーパー・デパート 14 病院 ・胞設 15 ホテル ・ 旅館
1 6 清鍋 ・ 洗溜業 17 レジャー関係 18 その他
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02 店 貝
05 作業員
08 漁師
11 美容師 ・理容師
14 公務員
17 ll客業

03 工貝
06 遺伝手
09 掬恩師
12 自動Ill笠備
15 家政婦
18 その他

ト服用形態 l 常勤 2 1言動以外

巳コ

口
m 就労先決定に至った経過 （チの棚が 『 l 決定J の児mのみ。 ）

ナ決定に当って玄

体的に関わった

l 絡股 2 学校 3 児相 4 叙

5 級以外の綬族 ・ 知人 6 ~安

機関等 1 その他

ニ決定に当ってm:
ら量3容を与えた人

（島町A柵Joi:獄H、『本
AllUJ li~ttit•. I捌
mヲtで｝

ヌ 求人情綴の入手

m~ 

1 木人の意志 2 施段駿貝

4 児相暗在員 5 級

1 1段安喰貝 8 その他

3 学校の教師

6 線以外の籾戚・知人

口

口口

IV 9 月 30日現在までの状況

口
I 締役で開lli 2 学校の求人｝＇，＇｛ 3 綴・ 1見族 4 駿安

5 ＊人情傾誌 6 児mの友人 7 その他の公約Ill関 8 その他

ネ就労の状況
(f町llb<rJ縫j的魅
について臥礼）

ノ住居の状況
（何跡r liU'Jfl股
日＼I'｛臥t6.)

ハ児網における
アフターケアの
有無 ・ 有の渇合
その方法

（~町砂『 1.W韓JIJ般的．
方法→lil™lillt-<'()

1 就労中
2 転駿後就労中→験車fi （＊テの棚の絞当職磁のtt字~記入）
3 求峨中 4 在学中 5 不枕労 6 不明

1 転居無
2 転居有→住居（＊タのtrJlの綴当する歎字を記入）
3 不明

L. 
2 銀t

3 1ll !i'i 

1 その（也

4 ~長所 s iii m1 6 手紙

ヒ締役における 有 2 ~現
アフターケアの

L3 電話有無 ・ 有の!i\合
その方法 4 ~長所 5 紡 問 6 手紙

（＇／町ltff I鰍j町樋町；，，
総→世脱出lt-<t) 1 その他

v 公的制度の活用状況 （金児T賞。）

フ 公約制度活用

（目、民のJUI有.＆無宣防司自主主R削 行 2 無 3 不明

へ l の溺合その
内容
(IJl.!lilitぺn

ホ当絞児童の自立
支援を行う上
で般も困鍵で
あゥたこと

ClUi113ゥiで）

I 自立媛1111ホーム等 2 貸付金制度 3 給付金制度・

4 その他（制度名）

01 学力向上 02 ~行改l!f 03 8活力向上 04 自立心育成

巳口

口 2の場合間己コ

口

日ち守口口
口

日ち己主口口

口

口口口口
4の場合制度名一ー

05 酬附 06 問機保 07 棚盤 08 級以外の綬族離 1 Cコ巳コ巳コ
09 健康のこと 10 資格免許の取it} 11 その他
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様式 2
全国児童相談所長会調査

「施設入所児童の自立支援に関する調査一就労支援のプロ セスー」

一名
名

一

一県
市

一

一府
都

一

一道
定

一

一都
指

一

自立支援施策の状況調査票
（中央児童相談所用）

｜ 中央｜

｜ 児相名｜

I 児童福祉施設児童の自立支援を目的として都道府県又は政令指定都市が独自に実施して

いる自立支援施策（在籍時 ・退所時 ・退所後）について。

ア 自立支援施策の有無 1 有 2 無

イ 有り の場合その内容及び実績（法外援護及び国基準に対する加算）

施策の名称
10 年 度 9 年 度

予算額 対象 . 内容 利用実績

く自立援助 ホ ーム等〉 〈利用実人員・延日数〉

〈 自立特別 講 謀 費 等 〉 〈割問実人員等〉

〈就草支度 費等〉 〈利用実人員等〉

くその他 〉 く事m1実人員等〉

II 施設児童の自立支援施策として最も必要とおもわれる施策（箇条書きで）
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「施設入所児童の自立支援に関する調査一就労支援のプロセスー」
調査票記入要領

プロック番号・都道府県（指定都市）番号・児相番号

別表「全国児童相談所コード表 J の該当する No. を記入する。

2 調査票一連番号
各児相で 1 から連番を付す。

3 回答は、該当する番号を右欄の仁コ文は｜ ! ｜内に記入する。

4 調査項目
I 児童の状況（措置解除の目。継続・停止の場合は 3 月末の状況を記入する。）

ア 性別・年齢

性別・措置解除の日又は 3 月末の満年齢を記入する。

イ 入所理由
ウの施設へ入所した理由。措置変更等で入所した場合、入所理由に変更が生じてい

ない場合は同じ理由となる。

ウ 施設種別・在籍年数

措置解除の日又は 3 月末に在籍した施設及び在籍した年月。 (30 日未満は切捨て

る。）

エ入所経路

ウの施設への入所経路。

オ 両親の状況（存在）

両親について、所在が判明している場合は「いる J 。死亡文は音信不通等で所在が
不明の場合は「いない J として区分する。

カ 児童福祉施設入所通算在籍年月

乳児院等他の児童福祉施設を含めた通算在籍年月。 (30 日未満は切捨てる。）
家庭引取等による措置解除の期間がある場合は、可能な限り、その期間を除いた施

設在籍通算期間を記入する。

キ 身体の状況
身体的障害が有る場合は、身体障害者手帳の有無について記入する。

ク．知的能力

発達遅滞が有る場合は、療育手帳の有無について記入する。

ケ成績

上、中、下のうち、最も近いと恩われるものを選択する。

コ性格
最も近いと感じられるものを選択する。複数の場合は 3 つまで記入する。

サ 反社会的行動

社会的規範に意図的に反対したり、反抗したりして他人や社会を悩ます行動をいう。
（例）盗み非行薬物乱用怠学乱暴家出俳個等

シ 非社会的行動

人との適切なコミュニケーションがとれず、対人的、社会的接触を避けようとして
現れる不適応行動をいう。

（例）不登校閉じこもり 孤立誠黙抑うつ状態極端な依存強迫行動等
ス 卒業した学校
就労した児童及び就労準備中の児童が卒業した学校等を記入する。

セ 退学した学校

平成 10年 4 月に進学した学校等を平成 10年 9 月 30 日までの聞に中途退学し、就労し

た児童文は就労準備中の児童について、退学した学校等を記入する。

ソ 卒業文は中途退学後の措置状況

学校等を卒業文は退学した後の措置状況を記入する。

タ 卒業文は中途退学後の住居（措置継続を除く。）

「 l 勤務先の寮等」 住込み等による住居の提供の他に、雇用主がアパート等を
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借り上げて提供する場合。

「 2 自己借上げ J 家賃を自己負担により賃借しているもの。家賃を友人等と
折半している場合。雇用主から住宅手当が支給されている場
合。家族が家賃を負担している場合等。

「 5 自立援助ホーム等 J 施設退所児童等の自立援助のための公的施設を利用してい
る場合。 （公的補助、委託による民間施設を含む。）

チ 就労先の決定状況

学校等を卒業文は中途退学後 9 月 30 日までの就労先決定の状況を記入する 。
II 就労の状況 （チの欄が 「 l 決定」の児童のみ。）

転職している場合は、最初の就労先の状況について記入する。
ツ 就労先の業種

就労先の業種について最も近い業種を記入する 。
テ 就労先の職種

児童の職種について最も近い職種を記入する。

ト 雇用形態

常勤 • 常傭勤務であり、フルタイムで稼働するもの。

2 常勤以外 • l に該当 しな い もの 。

町 就労先決定に至っ た経路 （チの欄が 「 l 決定 J の 児童のみ。）

転職している場合は、最初の就労先の状況について記入する。

ナ 決定に当っ て主体的に関わ っ た機関等

就労先を決定する際に、最も主体的に闘わった機関等。

ニ 決定に当っ て最も影響を与えた人

児童の意志のみで決定した場合は「 l 本人の意志j 。決定に際 してアドバイスを行

う等、 他の者が関わ っ た場合は（本人を除き ）該当する者のみを記入す る 。

ヌ 求人情報の入手経路

就労先の求人情報を入手した経路を記入す る 。

IV 9 月 30日現在までの状況

ネ 就労の状況（チの欄が r I 決定 J の児童について記入する。）

「 l 就労中 J 卒業又は中退後の最初の就労先へ引続き勤務している場合。

「 2 転職後就労中 J 他へ転職している場合。 →テの欄の該当職種を記入する。

「 3 求職中 J 最初の就労先を静め求職中の場合。

「 4 在学中 J 最初の就労先を辞め職業訓練校等へ在学している場合。

「 5 不就労 J 最初の就労先を務めた後に求職をしていない状態の場合。

ノ 住居の状況（チの欄が f l 決定 J の児宣について記入する 。 ）

最初の住居か ら他へ転居 している場合は、タの欄か ら該当する住居を記入する 。

ハ 児相におけるアウターケアの有無 ・ 方法（ソの欄が「 l 解除 J の児童につ いて記入

する 。 ）

措置解除後に児相職員との迎絡が行われている場合は有。 有の場合はその方法をす

べて記入する 。

ヒ 施設における ア フターケアの有無 ・ 方法（ソの欄が 「 l 解除 J の児童につ いて記入

する 。 ）

施設退所後に施設 l臨員との連絡が行われている場合は有。 有の場合はその方法をす
べて記入する 。 （施設 に照会し記入する 。 ）

v 公的制度活用の状況（全児童。 ・）

全児童について記入する 。

フ 公的制度活用の有無

国及び都道府県 ・指定都市が、施設の入所（退所）児童の自立支援を 目 的として設

けて い る公的制度について活用の有無を記入する 。 奨学金や一般的な給付金 ・ 貸付金

等の制度は除く 。

へ l の場合その内容

フ が 「 l 有 J の場合に記入する 。 「 その他J の場合は制度名を記入する 。

ホ 当該児童の自立支援を行う上で最も困難であったこと

児相職員の関わりの中で困難を感じた事項を記入する。
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く別表〉
全園児童相談所コード表

0 3 1 2 8 I 千葉市児童相談所
プロ， ~Na. 県Na. 所Na. 所 名

0 3 1 3 0 1 東京都児童相談センター

0 1 0 1 0 I 北海道中央児童相談所 0 3 I 3 0 2 東京都墨田児童相談所

;ft 0 1 0 I 0 2 北海道旭川児童相談所 0 3 1 3 0 3 東京都品川児童相談所

0 I 0 I 0 3 北海道函館児童相談所 0 3 l 3 0 4 東京都世田谷児童相談所

海 0 I 0 I 0 4 北海道帯広児童相談所 0 3 1 3 0 5 東京都杉並児童相談所

0 1 0 1 0 5 北海道釧路児童相談所 関 I o a 1 3 0 6 東京都北児童相談所

道 0 I 0 1 0 6 北海道北見児童相談所 0 3 I 3 '0 7 東京都足立児童相談所

0 1 0 1 0 7 北海道岩見沢児童相談所 0 3 1 3 0 8 東京都八王子児童相談所

0 I 0 1 0 8 北海道室蘭児童相談所 0 3 1 3 0 ・ 9 東京都立川児童相談所

9 0 I 0 1 8 I 札幌市児童相談所 0 3 I 3 I 0 東京都小平児童相談所
........ 

ーーーーーー ・・・・・．． ・・p ・・H ・・．．．， .. ・ ・・ー ．，．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．，司·－－－－－·・・・・・・・司．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．

0 2 0 2 0 1 青森県 中央児童相談所 0 3 1 3 I I 東京都多摩児童相談所

0 2 0 2 0 2 青森県弘前児童相談所 0 3 Iｷ 4 0 I 神奈川県 中央児童相談所

0 2 0 2 0 3 青森県八戸児童相談所
0 3 I 4 0 2 神奈川県横須賀児童相談所

東 0 2 0 3 0 I 岩手県中央児童相談所
0 3 l 4 0 3 神奈川県小田原児童相談所

0 2 0 3 0 2 岩手県一関児童相談所
0 3 1 4 0 4 神奈川県相模原児童相談所

0 2 0 3 0 3 岩手県宮古児童相談所
0 3 1 4 0 5 神奈川県厚木児童相談所

0 2 0 4 0 1 宮城県 中央児童相談所
東 I o 3 1 4 8 I 横浜市 中央児童相談所

0 2 0 4 0 2 宮城県古川児童相談所

;tt 0 2 0 4 8 1 仙台市児童相談所

0 2 0 5 0 1 秋田県 中央児童相談所

0 2 0 6 0 I 山形県 中央児童相談所

0 2 0 6 0 2 山形県圧内児童相談所

0 3 1 4 8 2 横浜市南部児童相談所

0 3 I 4 8 3 横浜市北部児童相談所

0 3 1 4 9 I 川崎市中央児童相談所

0 3 I 4 9 2 川崎市南部児童相談所

0 3 1 5 0 1 新潟県 中央児童相談所

0 3 I 5 0 2 新潟県新発田児童相談所
0 2 0 7 0 1 福島県中央児童相談所

0 3 1 5 0 3 新潟県長岡児童相談所
0 2 0 7 0 2 福島県会津児童相談所

0 3 1 5 0 4 新潟県六日町児童相談所
15 0 2 0 7 0 3 福島県浜児童相談所
ーーーー

.,.......... 
・・・・－－－－ ーーーーーー

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，司．．， .. ,.....,............ 0 3 1 5 0 5 新潟県上越児童相談所

0 3 0 8 0 I 茨城県 中央児童相談所 0 3 1 6 0 I 山梨県 中央児童相談所

0 3 0 8 0 2 茨城県土浦児童相談所 0 3 I 6 0 2 山梨県都留児童相談所

0 3 0 8 0 3 茨城県下館児童相談所 0 3 1 7 0 1 長野県 中央児童相談所

0 3 0 9 0 1 栃木県 中央児童相談所 0 3 1 7 0 2 長野県松本児童相談所

0 3 0 9 0 2 栃木県県南児童相談所 0 3 1 7 0 3 長野県飯田児童相談所

関 0 3 0 9 0 3 栃木県県北児童相談所 0 3 I 7 0 4 長野県諏訪児童相談所

0 3 1 0 0 1 群馬県 中央児童相談所 1 7 0 5 長野県佐久児童相談所
ーーーーーーーー．．，，．．，．・ーーー・・ーーーーーーーーーーーー

0 3 I 0 0 2 群馬県高崎児童相談所 0 4 I 8 0 1 富山県富山児童相談所

0 3 I 0 0 3 群馬県太田児童相談所 0 4 I 8 0 2 富山県高岡児童相談所

0 3 I I 0 I 埼玉県 中央児童相談所 1 9 0 l 石川県中央児童相談所

0 3 I I 0 2 埼玉県浦和児童相談所 0 4 1 9 0 2 石川県七尾児童相談所

東 0 3 1 1 0 3 埼玉県川越児童相談所 0 4 2 0 0 I 福井県中央児童相談所

0 3 I I 0 4 埼玉県所沢児童相談所 0 4 2 0 0 2 福井県教賀児童相談所

0 3 I 1 0 5 埼玉県熊谷児童相談所 部 I o 4 2 1 0 1 岐阜県 中央子ども相談セント

0 3 I I 0 6 埼玉県越谷児童相談所 0 4 2 1 0 2 岐阜県 西濃子ども相談セント

0 3 I ｷ2 0 1 千葉県 中央児童相談所 0 4 2 1 0 3 岐車県 東浪子ども相談セント

0 3 I 2 0 2 千葉県市川児童相談所 0 4 2 1 0 4 岐阜県 飛騨子ども相談セント

0 3 1 2 0 3 千葉県柏児童相談所 0 4 2 2 0 1 静岡県 中央児童相談所

0 3 I 2 0 4 千葉県銚子児童相談所 0 4 2 2 0 2 静岡県賀茂児童相談所

0 3 I 2 0 5 千葉県君津児童相談所 0 4 2 2 0 3 静岡県東部児童相談所
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0 4 2 2 0 4 静岡県 西部児童相談所 0 6 3 4 0 I 広島県 中央児童相談所

0 4 2 3 0 I 愛知県 中央児藍相談所

中 I o 4 2 3 0 2 愛知県一宮児童相談所
中 0 6 3 4 0 2 広島県稲山児童棺談所

0 6 3 4 0 3 広ぬ県 三次児童相談所

0 4 2 3 0 3 愛知県津島児童相談所 0 6 3 4 8 I 広島市児童相談所

0 4 2 3 0 4 愛知県半田児童相談所 国 0 6 3 5 0 I 山口県 中央児m相談所

0 4 2 3 0 5 愛知県 岡崎児童相談所

部 I o 4 2 3 0 6 愛知県刈谷児m相談所
0 6 3 5 0 2 山口県下関児童相談所

0 6 3 5 0 3 山口県徳山児童相談所

0 4 2 3 0 7 愛知県鐙悶児童相談所 I B 0 6 3 5 0 4 山口県萩児童Z栂談所
ー－－－

..,,... 
ー ー・・・ーー ーー・ 4・・ー ・・・・・ － ・・・・ ・ ，－－－-－・ ーー ーーーー，－－－－ －－ － － －

0 4 2 3 0 8 愛知県坐橋児童稲談所 0 7 3 6 0 I 徳島県徳ぬ児童相談所

0 4 2 3 8 I 名古屋市児童相談所 四 0 7 3 7 0 I 香川県児童相談所

0 4 2 4 0 I 三重県 中央児蜜相談所 0 7 3 8 0 I 変緩県 中央児童相談所

0 4 2 4 0 2 三重県北勢児童相談所 国 0 7 3 B 0 2 愛媛県東予児童相談所

0 4 2 4 0 3 三重県 南勢志席児童相談所 0 7 3 B 0 3 愛媛県南予児童相談所

0 4 2 4 0 4 三重県伊賀児貧相談所 0 7 3 9 0 I 高知県中央児童相談所

2 4 0 5 三重県紀州児m相談所 7 0 7 3 9 0 2 高知県幡多児資格談所
ーー・4・ ーーーーーーー－--－ ·・ーーーーーーー・ ー ・・・ ・ ・・ー

”ー ・ ー・．．．． － ·・．． ． ， ・ 4・ ー・ ・ ー ーー．，．．・ ーー ー・・・ーーーー ーーーーーーーーー ー ・ーー ー ー

0 5 2 5 0 I 滋賀県 中央児童相談所 0 8 4 0 0 I 福岡県 中央児童相談所

0 5 2 5 0 2 滋賀県彦緩児童相談所 0 B 4 0 0 2 福岡県久留米児童相談所

0 5 2 6 0 I 京都府宇治児童相談所 0 8 4 0 0 3 初問県図川児童相談所

0 5 2 6 0 2 京都府京都児童相談所 九 0 8 4 0 0 4 稲岡県大牟図児童相談所

近 I o ~ 2 6 0 3 京都府 福知山児童相談所 O B 4 0 8 I 北九州市児盗相談所

0 5 2 6 8 I 京都市児貧相談所 0 B 4 0 9 I 組岡市児訟相談所
0 5 2 7 0 l 大阪府 中央子ども家庭tント 0 8 4 I 0 l 佐賀県 中央児童E相談所

0 5 2 7 0 2 大阪府 池田子ども家庭セント 0 8 4 2 0 I 長崎県 中央児童相談所

0 5 2 7 0 3 大阪府 吹田子ども家庭tント 0 8 4 2 0 2 長崎県 佐世保児蛍相談所

0 5 2 7 0 4 大阪府 東大阪子ども家庭tit- j刊 0 8 4 3 0 I 熊本県 中央児m相談所

0 5 2 7 0 5 大阪府堺子ども家庭Uト 0 8 4 3 0 2 熊本県八代児童相談所

後 I o s 2 7 0 6 大阪府 富田林子ども家庭flt- 0 8 4 4 0 I 大分県 中央児蜜相談所

0 5 2 7 0 7 大阪府 岸和田子ども家庭flt- 0 8 4 4 0 2 大分県中t.:11児m相談所

0 5 2 7 8 I 大阪市中央児童相談所 0 8 4 5 0 I 宮崎県 中央児童相談所

0 5 2 8 0 I 兵庫県 中央こどもセンター 0 B 4 5 0 2 宮崎県都城児童相談所

0 5 2 8 0 2 兵Jili県西宮こどもセンター 0 8 4 5 0 3 宮崎県 延岡児援相談所

0 5 2 8 0 3 兵隊県 鮫路こどもセンター 0 8 4 6 0 I l座児島県 中央児童相談所

0 5 2 8 0 4 兵隊県鐙悶こどもセンター 0 8 4 6 0 2 l鹿児島県大島児童相談所

0 5 2 8 8 l 神戸市児澄相後所 0 8 4 7 0 1 沖縄県 中火児童相談所

0 5 2 9 0 I 奈良県 中央児童相談所 20 0 B 4 7 0 2 戸j1純県 コザ児盗相談所

0 5 2 9 0 2 奈良県高田児童相談所
計 I 7 4 

0 5 3 0 0 I 和歌山県 中央児童相談所

3 0 0 2 和歌山県紀南児童相談所
ー ・・・・・・・・・・・・ーー ・ー ー ・ ・ ー・・・・ ーー ・ ーー・・

0 6 3 I 0 I 鳥取県 中央児童相談所

0 6 3 I 0 2 鳥取県米子児蛍格談所

3 L 0 3 鳥取県念吉児童相談所

0 6 3 2 0 I 島根県中央児童相談所

0 6 3 2 0 2 島根県 出雲児童相談所

国 I o s 3 2 0 3 島根県浜田児童相談所

0 6 3 2 0 4 島根県 益回児蜜相談所

0 6 3 3 0 I 岡山県 中央児髭相談所

0 6 3 3 0 2 岡山県倉敷児蛍相談所

0 6 3 3 0 3 岡山県津山児m相談所
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調査結果
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I 全体を通して（概要）

1 今回、実施した調査は、児童福祉施設入所児童が自立していくために、どのような支援を

必要とするか、あるいはどのような支援がより高い効果をもたらすことができるかについて、

何らかの手がかりを得ることを期待して実施したものである。

施設入所児童の多くが施設入所を余儀なくされた事情や原因を克服して、ひとりの人間と

して、そのひとらしさを十分に発揮し、社会参加を果たしながらいきがいのある生活を送っ

ていくことの困難性は経験的にも広く知られているところである。

今回は「自立」という大きな課題に「就労」というー側面から、平成10年 3 月に学校等を

卒業した児童、及び上級学校へ進学したものの 9 月 30日までの聞に中途退学するに至った

「児童の就労のプロセス」の実態を可能なかぎり把握しようと試みた。もとより「就労」に

ついて「自立」という視点から考えるならば、 「就労」の内容や「就労の継続性」について

もう少し密度の濃い、さらに長期間を視野にいれたとらえかたが必要であるし、調査から除

外された14. 6%にのぼる就労しなかった児童へのアプローチも必要であるo これらの点につ

いては、調査の方法も含め今後の課題として残さざるをえなかった。また、今回の調査結果

を児童一般の状況と比較検討することの重要性を認識しつつも果たすことができなかった。

しかしながら、就労先の業種と職種の傾向や、就労先決定への関わりや就労後のアフター

ケアへの取り組み状況などについては、おおまかながらも把握はできた。また、 「公的制度

の活用状況」の意外な調査結果や就労支援に対する児童相談所の関わりの状況などは、今後

の業務への取り組みに何らかの示唆を与えるものとなるだろう。

とりあえず．調査小委員会で‘のまとめを報告するが、これはほんのさわりであり、会員の皆

さんから寄せられた膨大で貴重なデータは、今後、さらに一層の活用が図られることを期待

しfこい。

報告書中の比率の表示は、小数点 2 位を四捨五入で端数処理した。
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2 就労の状況

ア就労先の決定状況

調査対象児童1. 787人中、就労先が決まっていたのは1. 526人（85. 4%）である。

（平成10年 3 月に卒業して就労先が決定した者1. 448人及び周年 9 月 末固までに退学

して就労先が決定した者78人である。）

・決定率を施設別で見る と、 「児童養護施設」 90. 0% 、 「児童自立支援施設J 69. 2%、

「情緒障害児短期治療施設」 66. 7%となっている。

・就労直前の就学状況（以下学歴と略記する）との関連で見ると、 「職業訓練校」 97. 7%、

「全日制高校」 (97. 7%）、 「定時制高校」 (95. 6%）と決定率は高く、平均を下回る

のは、 「専修学校 ・各種学校等」 (80. 4% ）、 「養護学校」 (80. 0% ） 、 「中学」

・ （76. 7%）、 「施設内教育」 (73. 5%）である。

・一方、進学後に中途退学した児童（以下中退者と略記する）の場合は55. 7%の決定率で

ある。

・身体の状況では「身体的障害有」の決定率がやや低く、知的能力別及び学業成績別では

障害をもたない者や成績上位者が高い決定率を示している。

イ 就労先の業種

平成10年 3 月に就労先が決定した 1, 526人であるが、そのうち、内容について無回

答の 2 人を除く l, 524人を業種別の内訳で見ると、第 l 位「建築（土木）業」 34 1人

(22. 4% ） 、第 2 位「機械製造業」 24 0人 (15. 7% ）、第 3 位「飲食店」 160人

(10. 5%）、第 4 位「食品製造卸売業J 109人（7. 2%）までが100人を超えている。

「その他」が19. 7% と高い比率を示していることと、サービス業関係の分布が分散化

しているのは、業種分類上の影響があったものと推定される。

・男女別で見ると、男子の場合は「建築（土木）業」が断然多く 、 「機械製造業」、 「飲

食店」 と続き、 3 業種合わせて64. 7%と集中型の分布を示しているが、女子の場合、

「食品製造卸売業」 (11. 3%）、 「機械製造業」 (10. 4%） 、 「飲食店」と「病院 ・ 施

設」が同率（9. 6%）というように特定業種への顕著な偏りは見られず、多業種にわ

たって分布している。

。
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・入所していた施設種別に見ると、最も人数の多い児童養護施設では、 「機械製造業J

「建築（土木）業」 「飲食店」 「食品製造卸売業」の順で上位を占めているのに対し、

児童自立支援施設では、 「建築（土木）業」 (50. 5%）が抜き 出ており、以下「飲食

店」 「機械製造業」と続いている。

・学歴別については、人数の多い全日制高校卒773人（50. 7%）、中学卒481人（31. 5%）、

それに定時制高校卒43人（2. 8%）、職業訓練校卒42人（2. 7%）の 4 項目について見る

と、

(1) 全日制高校卒の場合、 「機械製造業」 (20. 4%）が最も多く、 「食品製造卸売業」

「建築（土木）業」 「病院・施設J が 7 ～ 9%台、 「飲食店」 「ホテル ・ 旅館」

「スーパー ・ テ’パート」 「運輸業J までが 4%以上となっており、僅差で続いている。

男女別で見ると、男子は「機械製造業」 (28. 5%）、 「建築（土木）業」 (13. 7 

%）、 「運輸業」 ( 7 %） 、 「食品製造卸売業」、 「飲食店」 (6. 5%）となって

いるのに対し、女子は「病院・施設」 (13. 1%）を筆頭に「機械製造業J 、 「食品製

造卸売業」までが10%以上であるが、多業種に分散分布している。

(2) 中学卒の場合、 「建築（土木）業」 (45. 0%）が最も多く、 「飲食店」 (15. 4%） 、

「機械製造業」 (8. 7%） の順になっている。

男女別で見ると、男子の59.1%が「建築（土木）業」で、 「飲食店」 (14. 1%）、

「機械製造業」 (9. 2%）の 3 業種に集中しているのに対し、女子は「飲食店J

(19. 0%）、 「食品製造卸売業」 (11. 6%）、 「機械製造業」、 「理容 ・美容院」

（各7. 4%）が示しているとおり、特定業種への顕著な集中は見られない。

(3) 定時制高校卒の場合、 「機械製造業」 (38. 5%）、 「建築（土木） 業」 (26. 9%) 

の 2 業種に、職業訓練校卒の場合、 「建築（土木）業」 (52. 6%）、 「機械製造業J

(26. 3%）の 2 業種に極端に集中している。

・身体の状況は 「普通J と「頑健」が95. 8%を占めており、いずれの場合も「建築（土

木）業」 「機械製造業」 「飲食店」の 3 業種に集中分布している。

・知的能力との関連では圧倒的に多い「普通知」 (73. 8%）の就労業種は「建築（土木）

業」 (20. 4%）、 「機械製造業j (16. 4%）、 「飲食店」 (10. 2%）のII聞になっている。

「境界知」及び「発達遅滞有」の場合も上位は同順位であるが、 「建築（土木）業」

の比率がそれぞれ33. 3%、 21. 3% と高率であるのが目立っている。 「優秀知」の「その

他J の業積は41. 7%であり、 「普通知」 (19. 1%） 、 「境界知」 (18. 9%）、 「発達遅

内
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滞有」 (14. 7%） と比べ際立って高い。なお、 「発達遅滞有」 は実数で75人、 うち38人

が療育手帳を所持しており 、 全員何らかの業種に就労 している。

・学業成績「上位者」 (9. 3%）のうち男子は「機械製造業」がほぼ 3 割を占め、 「建築

（土木）業」が10. 4%で続いている。女子の場合は、 「機械製造業」 「病院 ・ 施設」

「スーパー・テeパート」、 同数で「ホテル ・ 旅館」の順になっている。

「中位者」は全体の36. 8%に当たり、男子は「機械製造業」 (25. 8%）、 「建築（土

木）業」 ( 10 . 3% ） 、 「飲食店」 (4. 0% ） 、 女子の場合は「食品製造卸売業」

(13. 5%）が最も多く、トップに「病院・施設」 「機械製造業」 「ホテル・旅館業」

「理容 ・ 美容院」 「飲食店」 「レジャ ー関係」 と僅差で続いている。

就労者総数の53. 7%と半数を超えている成績「下位者」の就業内訳を男女別で見ると

男子の場合、 「建築（土木）業」 (45. 6%）が突出 しており 、 「機械製造業」 (13. 9 

%）、 「飲食店」 (13. 4%）の 3 業種で73%を占めている。 女子の場合、 「飲食店」

・（ 13% ）、 「食品製造卸売業」 (10. 5%）、 「機械製造業」 (9. 2%）が目立つとこ

ろである。

・ 中退者で就労した78人のうち、 男子の就労先は「建築（土木）業」 が最も多く、 「飲食

店」が続き、 この 2 業種で62%を占めているのに対し女子の場合の就労先は分散してい

る。

ウ 就労先の職種

業種と職種をクロス して見た場合、 「機械製造業」の「工員J 1 84人（12. 1% ） 、

「建築（土木）業」の 「大工 ・ トピ等」 174人（11. 4%） 、 及び同業の「作業員」 128人

(8. 4%）、その他の「工員」 116人（7. 6%）が1 00人を超えている。また 、 「飲

食店」の場合、 「調理師」 に比べ「店員」の方が多いことや「運輸業関係」では「運転

手」に比べ「作業員」の方が多いなどの傾向が見られる。

「病院 ・ 施設」の「その他」の職種の53人の内容及び「その他」の業種に属する

300人の職種別内訳の内容は明らかにされていないが、 注目してみる必要はある。

・男女別で就労職種を見る と、 男子の場合、 「工員」 (24. 4%） 、 「作業員」 (23. 3%） 、

「大工 ・ト ビ等」 (18. 6% ） 、 「店員」 (11. 3%）の 4 職種で77. 6%を占めている。こ

れに対し、 「調理師」 「美容師 ・ 理容師」 「自動車整備」 「運転手」の各資格職種には
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97人 (10. 2%）となっているのが対照的である。

女子の場合は、 「工員」 (23. 7%）、 「店員」 (22. 0%）、 「作業員」 (13. 2%）、

「接客業」 (10. 5%）と続いており、資格職種である「美容師・理容師」 「調理師J

「運転手」 「自動車整備」には52人（9. 1%）が就労しており、傾向は類似している。

・入所していた施設との関連では、児童養護施設の場合、 「工員」 (27. 2%）、 「作業

員」 (17. 3%）、 「店員」 (15. 5%）、 「大工・トビ等」、 「接客業」と続き、この 5

職種で74.1%に達している。 「事務」には38人、 「調理師J 「美容師・理容師J 「運転

手」 「自動車整備」は合わせて120人 (10. 1%）である。児童自立支援施設の場合、

「作業員」と「大工・トビ等J の 2 職種で60%を占めており、 「事務」 「運転手」はと

もに O である。

・学歴別で見ると、全日制高校卒の場合、 「工員」 (28. 3%）、 「店員」 (16. 2%）、

「作業員」 (14. 1%）がおもなもので、中学卒の場合、 「作業員」 (27. 0%）、「大工・

トビ等」 (25. 4%）、 「工員」 (18. 3%）、 「店員」 (13. 7%）のJI頂になっている。

また、中退者の就労先を職種別でみると、 「作業員」 「店員」 「大工・トビ等」に集

中している。

エ就労先の雇用形態

常勤が92.1%、常勤以外が7. 9%となっている。常勤の比率が高い業種は、 「機械製

造業」 (98. 3%）、 「ホテル・旅館」 (98. 1%）であり、これらに比べ低いのは「コン

ビ、ニ等」 (66. 7%）、 「清掃・洗濯業」 (76. 5%）、 「個人小売業店」 (80. 8%）であ

る。また、職種別で見ると、常勤比率の高いのは「工員」 (97. 8%）、 「大工・トビ

等」 (94. 4%）であり、これに比べ「農業」 「警備員」は実数が少なく問題にならない

が、 「店員」 (86. 8%）、 「美容師・理容師」 (87. 8%）、 「作業員」 (90. 6%）、

「調理師」 (91. 9%）の各職種の常勤の比率は平均を下回っている。

・学歴別で見ると、職業訓練校卒と専修学校・各種学校等卒の常勤の比率は97%を上回っ

ており、全日制高校卒と定時制高校卒がこれに次いで95%を超えている。中学卒は、

90. 0%とやや平均値を下回り、養護学校卒（85. 0%）、施設内教育卒（79. 8%）、中退

者（71. 8%）となっている。男子と女子を比べると男子の常勤比率（93. 5%）の方が、

女子（89. 9%）より 3. 6ポイント上回っている。
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・身体の状況との関係で常勤の比率を見ると、 「虚弱」の76. 5% 、 「身体的障害有」のう

ち「身体障害者手帳有」 (71. 4%）が低率である。

・学業成総及び知的能力との関連では、常勤の比率は、成績「下位者」 (90. 0%）、 「境

界知」 (91. 3%）、 「発達遅滞有」 (89. 3%）が平均値を下回っている。

3 就労先決定に至った経過

ア 決定に当たって主体的に関わった機関等

全体的には、 「施設」が関わった（43. 8%）が一番多く、次いで「学校」 (34. 3%) 

「親」、 「親以外の親族・知人」合わせて15. 3% と続いており、 「 l職安」 (3. 9%) 

と「児相」 (0. 7%）の関わりは少ない。

・両親ともいる場合に主体的に関わったとされているのは、 「施設」 (37. 5%）、 「学

校」 (34. 3%）であり、 「親」 (15. 7%）、と「親以外の親族・知人」 (4. 2%）合

わせて19. 9% となっている。両親ともいない場合は、 「施設」 (50. 7%）、 「学校」

(38. 0%）に対し、 「親以外の親族・知人J (6. 8%）となっている。父のみいる場

合は、 「施設」 (44. 7%）、 「学校」 (35. 0%）であり、 「親」 (11. 2%）、 「親以外

の親族・知人」は、わずかに2. 6%である。母のみいる場合も、 「施設」 (46. 8%）、

「学校」 (32. 3%）、 「親」 (9. 0%）と同じl順位で続く 。 「親以外の親族・知人」

は、 6. 2%と父のみの場合よりやや多い。

・入所期間についてはその長短にかかわらず「施設」の関わりは高い（34. 2~ 56. 8%）が、

入所 2 年未満では「親」や「親以外の親族・知人」の関わる比率も高い。 4 年以上にな

ると 8 割以上が「施設」と「学校」の関わりとなっている。

・「反社会的行動有」の場合は、 「親」 (22. 5%）と「親以外の親族・知人」 (9. 1 

%）の関わりが「無」の場合（それぞれ4. 0% 、 3 . 5%）に比べ、高い。 「非社会的

行動」 の場合についても同様の傾向が見られる。

・学歴別で見ると中学卒の湯合は、 「施設」の関わり（53. 8%）が高く、 「親」 (24. 9 

%）、 「親以外の親族 ・ 知人」 (7. 1%）となっている。 「施設内教育卒」は「親」

(24. 0%）、 「親以外の親族・知人」 (12. 0%）である。 「全日制高校卒」 「養護学校

卒」 「専修学校 ・各種学校等卒」 「職業訓練校卒」のいずれの場合も、 「学校」の関わ

りが 「施設」のそれより高い。

・中退者を卒業の場合と比べると、中退者の局合、 「全日制高校」 「定時制高校」 ともに
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「学校」の関わりは低く、 「親」 「親以外の親族・知人J の関わりは高くなっている。

イ 決定に当たって最も影響を与えた人

最も影響を与えた人は「施設職員」 (49. 5%）、次いで「本人の意志」 (24. 1%）、

「学校の教師」 (22. 7%）、 「親」 「親以外の親戚・知人」合わせて21. 4%のII頂となっ

ており、 「児相職員」としているのは1. 6%にすぎない。

・「施設職員」の影響は「両親ともいる」場合（44.6% ）、 「両親ともいないJ 場合

(55. 6%）、 「父のみ、母のみいる」場合、 （それぞれ52.1%、 50. 2%）といずれの場

合も大きい。 「本人の意志」は親の状況の如何にかかわらず、 22. 9~ 24. 6%を示してい

る。 「学校の教師」の影響は、 「両親がいなしリ場合（27. 3%）にがやや高く、他の場

合は21. 0~ 23. 8% となっている。

「親」の影響は、 「両親ともいる」場合（21. 0%）が高く、 「父のみいる」場合は

13. 2%、 「母のみいる」場合は12. 8%である。

・入所期間 4 年未満までは、 「親」、 「親以外の親戚・知人」の影響は見られるものの、

長期化するに従って、影響は薄まっていく傾向にある。 「施設職員」の影響は全般にわ

たって高く、長期間入所に高い数値が目立つ。 「学校の教師」の影響は17～18年未満

(38. 3%）及び18年以上（34. 8%）に高い比率が見られる。

・「反社会的行動有」の場合、 「施設職員」の影響は42. 3%で、 「無」の場合（51. 9%）、

「過去にあった」場合（49. 7%）に比べ低い。 「親」、 「親以外の親戚・知人」の影響

で見ると、 「有」の場合（36. 0%）は、 「無」の場合（11. 9%）、 「過去にあった場

合」 (28. 0%）よりも高くなっている。

「非社会的行動有」は「反社会的行動有」と比べ「本人の意志J (16. 5%）は低いが、

「親」、‘「親以外の親戚・知人」の影響は合わせて37. 6% と高い。

・学歴別で見ると中学卒の場合、 「施設職員」 (52. 4%）、 「親」 (27. 0%）、 「親以外

の親戚・知人」 (10. 8%）であり、 「学校の教師」はこれらに次いで10. 2%となってい

る。

全日制高校卒の場合、 「施設職員」の影響（47. 0%）は卒業グループの中で最も低い。

これに対し、 「本人の意志」 (30. 0%）、 「学校の教師」 (30. 5%）の影響は高い。

「親」、 「親以外の親戚・知人」の影響は合わせて10. 7%で、中学卒に比べるとかなり

低い。
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定時制高校卒の場合、 「施設職員」及び「学校の教師」の影響は全日制高校卒と類似

した傾向を示しているが、 「本人の意志」は14. 0% と低い。また、 「親」、 「親以外の

親戚・知人」を合わせると27. 9% となっている。

専修学校・各種学校等卒は「施設職員」の影響（54. 1%）と「本人の意志」 (32. 4 

%）の比率が高い。

職業訓練校卒は「施設職員」の影響（61. 9%）が高いが、 「本人の意志」は23. 8%で

専修学校・各種学校等卒の場合に比べると低い。

施設内教育卒は「施設職員J の影響（56. 0%）と「親」、 「親以外の親戚・知人」の

影響（52. 0%）が高い。

養護学校卒の場合、 「施設職員」 「学校の教師」の影響が共に62. 5% と高い比率を示

している。

中退者の場合、全日制高校では、 「施設職員」の影響は29. 3%、更に「学校の教師」

の影響 0% となっているのに対し、 「本人の意志」は34.1% と高い。また、 「親」、

「親以外の親戚・知人」を合わせると31. 7%になる。定時制高校では、 「本人の意志」

(11. 8%）は低いが、 「施設職員」の影響（47. 1%）は大きく、 「学校の教師」の影響

(11. 8%）も認められる。 「親」、 「親以外の親戚・知人」の影響は合わせて47. 7%で

ある全日制高校の場合を16ポイント上回っている。

ウ 求人情報の入手経路

求人情報を「学校の求人票」から得たのは、 43. 4% と最も高く、 「施設で開拓」

(19. 9%）、 「職安」 (14. 5%）、 「親・親族J (13. 9%）、 「その他の公的機関」

(0. 9%）と続いている。

・両親の状況別で見ると「両親ともいる」場合は、 「学校の求人票」 (41. 3%）が高く、

以下「親・親族」 (18. 8%）、 「施設で開拓」 (17. 7%）、 「職安」 (13. 7%）のII頂に

なっている。 「両親ともいない」場合は、 「学校の求人票」 (49. 8%）と「施設で開

拓」 (25. 9%）は高く、 「親・親族」 (6. 3%）は低い。

・入所期間で見ると、入所後 3 年を境に「学校の求人票」の占める比率が高くなっている。

「施設で開拓」と「職安」は、入所期間の長短と顕著な関連を認めることはできない

が、 「親・親族」は、 4 年未満の比較的、短期間入所の場合に高い比率を示している。
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・学歴別で見ると中学卒の場合、 「親・親族」からが29. 3% と高く、 「施設で開拓」

(27. 2%）、 「職安J (26. 0%）、 「学校の求人票」 (10. 8%）と続いている。

全日制高校卒の場合、 「学校の求人票」 (67. 2%）、 「施設で開拓」 (15. 5%）と

なっている。この傾向は、定時制高校卒、専修学校・各種学校等卒、養護学校卒の各場

合においても類似している。

職業訓練校卒の場合は、 「学校の求人票」 (45. 2%）、 「職安」 (21. 4%）、 「施設

で開拓」 (19. 0%）の順になっている。

・中退者の場合は、 「全日制高校」、 「定時制高校」ともに「学校の求人票」は、それぞ

れ（7. 3%、 5. 9%）と低率である。 「親・親族」からが比較的高く、それぞれ26. 8%、

29. 4% となっており、 「職安J 利用も29. 3%、 29. 4% となっている。

4 9 月 30日までの状況

ア就労の状況

3 月末日現在、就労が決定していたのは 1, 526人、そのうち 9 月 30日現在、同一職

場で「就労継続中」は、 l, 095人（71. 8%）である。

また、 「転職後就労中」は168人（11. 0%）で合わせて、 l, 263人（82. 8%）が就労中

である。

・両親の状況別で見た継続率（就労継続中の者÷全就労者 x 100）では「両親ともにい

ない」場合（77. 6%）が高く、 「両親ともいる」場合は、 69. 4%である。また、不就労

の比率が最も高いのは「両親ともいる」 (10. 5%）である。

・入所期間を 5 年区切りで見ると、継続率は15年以上が81. 0% となっており、入所期間が

短くなるに従って、順次低くなっている。

・就労の継続と「性格」との関連を見ると、継続率の高いII頃では、 「粘り強い」 (89. 1 

%〉、 「まじめ」 (87. 6%）、 「協調的」 (83. 6%）、 「凡帳面」. (80. 3%）となって

おり、不就労の状態にあるものは「無気力」 (18. 0%）、 「飽きっぽい」 (15. 9%）、

「短気」 (12. 7%）、 「非協調的」 (12. 2%）が比較的高い。

・成績との関連で見ると、就労の継続率は上位、中位、下位の順になっている0

・身体の状況との関連では、今回の調査からは有意性を認められない。

・知的能力との関連では、 「境界知」の継続率の低さと、不就労率の高さが目立っている。
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・学歴との関連では、全日制高校卒の継続率は80. 9%であるのに対し、中学卒は56. 8% 、

施設内教育卒は60. 0%である。また、職業訓練校卒（85. 7%）、養護学校卒（87.5%) 

の継続率は全日制高校卒を上回っている。

・就労先決定に至った経過との関連では、決定に当たって主体的に関わった機関別で見る

と、継続率の高いものは、 「学校」 (78. 5%）、 「親以外の親族・知人」 (78. 1 %）、

「施設」 (69. 9%）のII闘であるが、主体的に「親」が関わったにもかかわらず不就労と

なったのは23人（14. 4%）である。

また、決定に当たって最も影響を与えた人について、上位 3 位までで見ると「学校の

教師」 (77. 2%）、 「本人の意志」 (75. 0%）、 「施設職員」 (73. 4%）となっており、

「本人の意志」が第 2 位を占めている。

・転職したものは168人で、転職者を多く出しているのは「店員」 37人、 「作業員」 30

人、 「大工・トビ等」 20人である。 転職先は「作業員」 34人、 「店員」 33人、 「工員」

:n人、 「大工・トビ等」 25人が多い。 転職前後の就労先（職種）の関係を見ても全体的

にはパラついており、 「作業員」から「作業員」へが16人、 「店員」から「店員」、

「大工 ・トビ等」から「大工 ・ トビ等」、 「工員」から「店員」へが 9 人と同一職種閣

の転職が目立つ。

イ 住居の状況

3 月末日現在、就労が決定し、施設入所の措置を解除もしくは停止した 1, 443人の

うち 9 月 30 日現在、 「転居無」は73. 0%、 「転居有」は19. 4%である。また、 6 カ月の

聞に転居の有無不明が93人となっている。

・「転居無」で高い比率を示しているのは、 「自己借上げ」 (84. 6%）、 「親と同居」

(81. 5%） 、 「自立援助ホーム等の公的ホーム」 (77. 4%）の場合である。

「転居有」では、 「勤務先の寮等」からが71.1%を占めており、これらの者の転居先

を見る と、 「勤務先の寮等」 (34. 7%）、 「親と同居」 (33. 2%）、 「自己借上げ」

(10. 1%） の順になっている。

-20ー



ウ 児相におけるアフターケアの実施状況

「アフターケア有」は15. 7% 、 「無」は83. 7%である。 「有」 231人に対するアフ

ターケアの方法は複数回答での調査であるが、 「電話」 162人、 「訪問」 81人、 「来

所」 49人、 「手紙」 36人となっている。

・入所期間別に見たアフターケアの実施状況は、 「 5 年未満」 (27. 7%）、 「 5 ～10年未

満」 (9. 8% ）、 「 10～ 15年未満」 (7. 6%）、 「 15年以上」 (4. 1%）と期聞が長

くなるに従って、実施状況は低率になっている。

・反社会的行動との関連でアフターケアの実施状況を見ると「有」の場合（26. 0%) 「過

去にあった」場合（20. 3%）、 「無」の場合（9. 5%）となっている。

「非社会的行動」の場合も傾向は類似しており、 「有」 (26. 8%）、 「過去に有っ

た」 (20. 9%）、 「無」 (13. 8%）の順である。

・卒業後就労の者に対するアフターケアの実施状況は全体の14.1%であるが、中退者に対

しては39. 8% と比率において対照的である。また、施設内教育卒の50. 0% と中学卒の

28. 4%及び、 「全日制高校」中途退学の39. ~%、 「職業訓練校」中途退学の57.1%.、

「定時制高校」中途退学の37. 5%は、状況に応じたアフターケアの必要性を反映してい

る。

エ施設におけるアフターケアの実施状況

「アフターケア有」は82. 9%で「無」 (16. 9%）に対し、圧倒的に多く、児相におけ

るアフターケアの実施状況と対照的である。複数回答での調査ではあるが、アフターケ

アの方法は「電話」 987人、 「来所」 610人、 「訪問」 538人となっている。

・入所期間別に見たアフターケアの実施状況は「 5 年未満」 (79. 2%）ミ 「 5 ～10年未満」

(84. 0%）、 「10～15年未満」 (85. 9%）、 「15年以上」 (87. 0%）の順であり、入所

期間が長くなるに従って、 「有江の比率が高くなっている。

・反社会的行動との関連でアフターケアの実施状況を見ると、 「有」の場合（78. 3%）、

「過去にあった」場合（79. 1%）、 「無」の場合（86. 9%）となっている。

「非社会的行動」との関連でも「有」 (76. 8%）、 「過去にあった」 (81. 4%）、
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「無」 (83. 9%）の順となっており、傾向は類似している。

・卒業後就労の者と中退者のいずれの場合もアフターケアの実施率は高率であるが、やや

低いのは、 「定時制高校中途退学」 66. 7%、 「施設内教育卒」、 「専修学校 ・ 各種学校

等卒」それぞれ77. 4%、及び「定時制高校卒」 79.1%である。

5 公的制度（自立支援制度）の活用状況

活用した461人（全体の25. 8%）の公的制度の数は503制度であるが、 二つ以上の制度

を活用した例は少ない。全体的には 「給付金制度」 (66. 4%）が一番多く、 「貸付金制

度」を利用した例は3. 3% と少ない。

「自立援助ホーム等」は設置自体が全国で21施設と少なく、活用率も 9. 3%である。

活用状況を見ると、養護学校卒は14人、 中学卒は12人となっているのが目だっている。

中退者の場合、実数としては少ないが、 「自立援助ホーム等」の利用は、定時制高校で

4 入、 全日制高校で 4 人となっている。

・施設種別に活用状況を見た場合、児童養護施設は29.1%、 児童自立支援施設は14. 2%、

情緒障害児短期治療施設は11. 1% と活用率は高くない。

・中学卒と高校卒で比べた場合、 「中学卒」の活用率は19. 2%、 「高校卒」は31. 4% と相

当な開きがみられる。また、 「養護学校卒」では54%が公的制度を活用している。

・自由記載で調査したその他の制度や施策105件の内訳の上位 3 位は、養護施設等退所

児童自立定着指導事業（56件）、就職支度自及び特別基準（30件）、措置の継続文は延

長（ 6 件）である。

6 自立支媛を行う上で最も困難だったこと

全体的な傾向としては男女とも本人の「自立心育成」や「自活力向上」に大きな課題

があり、男子については「紫行の改善」 「職場開拓」が、女子については「親調整」

「職場開拓」がかなりの困難要因となっている。

・施設種別で見ると 、 児童養護施設では「自立心育成」、 「自活力向上」、 「職場開拓」 、

「親調盤」、 「素行改－苦J の順になっているのに対し、 児童自立支援施設では、 「素行

改善」 、 「自立心育成」、 「親調整」 、 「職場開拓」、 「自活力向上」の順になってい
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・身体の状況及び知的能力との関連で見ると、いずれも「自立心育成J 「臼活力向上」に

高い困難要因がある。身体の状況「頑健」 「普通」、知的能力「境界知」については

「素行改善」が、 「虚弱」 「身体障害有」 「発達遅滞有」については「職場開拓」に高

い困難性があり、次いで「親調整」が課題として指摘されている。

・学業成績との関連で見ると、 「上位」、 「中位」、 「下位」ともに共通して「自立心育

成」と「自活力向上」の二つが高い比率を示している。

また、全体の約60%を占めている「下位」について見られる特徴は「素行改善」が際

だって高い比率を示していることである。ほかに「職場開拓」 「親調整」の困難性も比

較的高い比率を示している。

・学歴別で見ると中学卒では、 「自立心育成」、 「素行改善」、 「自活力向上」と続き、

「親調整」までがかなりの高率を占めている。全日制高校卒の場合もほぼ同じ傾向を示

しているが、 「素行改善」の順位は低い。養護学校卒では「職場開拓」 「自活力向上」

「住宅確保」と続き、他とは異なっている。中退者140人のうち「素行改善」を困難

要因としてあげているのは57. 2%であり、なかでも「全日制高校」中途退学では58.8% 

という高い比率を示している。

・性格との関連では、際だ、った有意差はみられなかった。どの性格特性をみても「自立心

育成」 「自活力向上」 「素行改善」 「親調整」が上位を占めるという結果であった。
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II 児童の状況

1 調査対象児童

今回の調査の対象になった児童数は1, 787人であり、男子は1, 105人、女子は682人である。

E の表 1 7ロ ック別対象児童数
（単位 ： 人）

児童養護施設 児童自立 情緒障害児 えロ』

支援施設 短期治療施設

男 女 言十 男 女 男 女 計 男 女 言十

ぷロb、 言十 814 582 1,396 278 95 373 13 5 18 1,105 682 1,787 

北 海 道 37 28 65 5 3 8 . . 42 31 73 

東 北 63 56 119 19 9 28 2 83 66 149 

関 東 215 171 386 77 27 104 2 2 294 198 492 

中 ・ 告R 120 64 184 25 6 31 4 ・． 4 149 70 219 

i[ 畿 125 IOI 226 90 31 121 3 2 5 218 134 352 

中 国 53 30 83 27 6 33 3 2 5 83 38 121 

四 国 34 19 53 11 3 14 45 22 67 

九 ~H 167 113 280 24 10 34 191 123 314 

Eの表 1 -2 施設種別、性別、年齢別児童数

（単位 ： 人）

児童養護 Ji信設 児童自立 情緒障害児 -@-

支援施設 短期治療施設

男 女 男 女 官十 男 立－ 男 女 計

ぷ口b、 814 582 1,396 278 95 373 13 5 18 1,105 682 1,787 

15 歳 219 96 315 241 69 310 12 4 16 472 169 641 

16 歳 71 16 87 31 18 49 . 103 34 137 

!? 歳 37 10 47 2 3 5 -. 39 13 52 

18 歳 439 425 864 2 5 7 441 431 872 

I 9 歳以上 48 35 83 2 2 . . 50 35 85 
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内訳を見ると施設種別では、児童養護施設の児童が1. 396人で78, 1%を占めている。

男女比では児童養護施設は約 3 : 2 、児童自立支援施設では約 3 : 1 で男子の割合が高い。

年齢は、 全体で18歳が872人（48. 8%）で約半数であり 、 15歳は641人 （35. 9%）であるが、

施設種別に見ると、児童養護施設は18歳が864人（61. 9%） 、 15歳は315人（22. 6%）であり、

児童自立支援施設は、 18歳が 7 人（1. 9%）、 15歳が310人（83. 1%）と、比率は対照的であ

る。

また、いずれの施設においても17歳の人数が最も少ない。

2 入所理由

Eの表 2 入所理由

（単位：人）

順位 Zロ』 計 児童養護施設 児童自立支援施設 情緒障害児
短期治療施設

1 267 家族環境 262 家族環境 106 盗み 13 不登校

2 241 家出（父母等） 237 家出（父母等） 72 家出外泊 2 被虐待

3 212 傷病（父母等） 211 傷病（父母等） 46 粗暴 不良交友

4 150 盗み 102 離婚 43 不良交友 l 長欠 ・ 不就学

。 105 離婚 88 被虐待 26 ぐ犯 その他

6 被虐待 84 就労（父母等） 19 性的非行 ’ 

98 
7 家出外泊 57 死亡（父母等） 16 薬物 . 

8 85 就労（父母等） 56 不登校 8 被虐待

9 71 不登校 51 療育困難 7 その他 . 

1 0 57 死亡（父母等） 45 拘留（父母等） 生活指導訓練
5 
金品持出

児童福祉施設を利用することになった理由について、多い順に第10位までを表に整理した。

全体では、 「家族環境」、 「家出（父母等）」、 「傷病（父母等）」、 「離婚」、 「就労

（父母等）」 、 「死亡（父母等）」など養育者の事情によるものが上位を占めているが、児

童自身の「盗み」や、 「家出外泊」、 「不登校」などを理由とするものもかなり見られる。

また、 「被虐待」によるものも、第 6 位に入っている。

児童養護施設の場合は、 「被虐待」が第 5 位に、児童自身の「不登校」が第 8 位に入って

いるほかは、 「家族環境」 「家出（父母等）」をはじめとする養育困難を理由とするもので

占められている。

児童自立支援施設の場合は、施設の持つ性格上、 「盗み」 「家出外泊」など児童自身の行

動を理由にしての入所がほとんどであるが、 「被虐待」を理由とするものもある。

情緒障害児短期治療施設の入所理由はほとんどが「不登校」であるが、 「被虐待」 が 2 件、

さらに 「不良交友」 「長欠 ・ 不就学J にも各 1 人が見られる。
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3 在籍年月（入所期間）

E の表 3 在籍年月

（単位：人）

児童 情緒

合計 児童 自立 障害児 無回答

養護 支援 短期

施設 施設 怜療施設
Jロ~ 計 1. 787 l. 396 373 18 

6 カ月未満 48 17 30 

6 カ月～ l 年未満 130 25 102 3 

l ～ 2 年未満 248 74 167 7 . 

2 ～ 3 年未満 122 66 53 3 . 

3 ～ 4 年未満 129 120 7 2 . 

4 ～ 5 年未満 112 103 9 ー
. 

5 ～ 6 年未満 99 95 2 2 . 

6 ～ 7 年未満 96 95 . 

7 ～ 8 年未満 76 76 

8 ～ 9 年未満 84 84 . . 

9 ～ 10 年未満 80 80 ” . . 

10 ～日年未満 64 63 ’ 

日～ 12 年未満 77 77 . . . 

12 ～ 13 年未満 93 93 ー
. . 

13 ～ 14 年未満 94 94 . ー ー

14 ～ 15 年未満 70 70 . . ．陣

15 年以上 163 163 . . . 

無 囲 答 2 ー
. 

児童養護施設の場合、 「 3 ～ 4 年未満」、 「 4 ～ 5 年未満」の在籍が若干多いが、他はお

およそ 5 ～ 7%の聞で分散している。また、比較的長期間在籍となる例も少なくないが、 15

年以上の163人（11. 7%）は目立つ数字である。一方、児童自立支援施設は「 1 ～ 2 年未

満」が44. 8%、 「 6 ヵ月～ 1 年未満」が27. 3% と多く、ほとんどの児童が「 4 ～ 5 年未満」

までの期間の在籍である。情緒障害児短期治療施設の場合は、 「 1 ～ 2 年未満」が38. 9%で

約 4 割を占め、長い児童でも「 5 ～ 6 年未満」である。
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4 入所経路

Eの表 4 入所経路

（単位：人〉

他の

合計 家庭 親族・ 乳児院 児童 児童 里親 家庭 その他 無回答

知人宅 強護 禍祉 家庭 裁判所

施設 施設

~匹事』 計 1. 787 l. 224 126 108 75 46 28 78 100 2 

児童聾護施設 l. 396 971 122 108 45 38 27 4 81 . 

児童自立支援施設 373 236 4 . 30 7 74 19 2 

情緒障害児短期治療施設 18 17 司 . . -. 

無 回 答 . . . . . 

全体では「家庭」からが最も多い。児童養護施設の場合は次いで‘「親族・知人宅」、 「乳

児院」からの入所が多くなっているo 児童自立支援施設の場合は「家庭」に次いで、 「家庭

裁判所」、 「児童養護施設」からの入所が多い。情緒障害児短期治療施設はほとんどの児童

が「家庭」から入所している。

5 両親の状況

E の表 5 両親の状況

（単位：人）

児童 情緒

合計 児童 自立 障害児 無回答

養護 支援 短期

施設 施設 怜療施設
lロ).. 計 1. 787 I. 396 373 18 . 

両親ともいる 603 404 187 12 

父のみいる 400 345 52 3 

母のみいる 551 432 116 3 

両親ともいない 232 214 18 

無 回 答 . 

全体では「両親ともいる」児童が33. 7% 、 「母のみいる」児童が30. 8%、 「父のみいる」

児童が22.4%、 「両親ともいない」児童が13. 0%である。
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児童養護施設の場合は、全体の傾向に比べ 「両親ともいる」児童の比率が低く、 「両親と

もいなしリ 児童、 「父のみいる」児童の比率がや h 高い。児童自立支援施設の場合、 「両親

と もいる」 児童は 1 / 2 を超え、 「父のみいる」児童、 「両親ともいなしリ児童の比率はそ

れぞれ低くなっている。 情緒障害児短期治療施設は、 「両親ともいる」児童が 2 / 3 、 「父

のみJ 、 「母のみ」という児童が残りを 2 分している。

Eの表 5 -2 入所理由と両親の状況
（ 単位 ： 人）

Zロ~ 

Fもい懇 がの 2 供のき 明考Lとふ 不 明

合計 l,787 603 400 551 232 

孤児 5 。 。 。 5 。

棄児 ・ 置去児 42 12 2 14 14 。

被虐待児 98 40 16 36 G 。

家出 （父母等） 241 56 82 48 55 。

死亡 （父母等） 57 17 2 37 。

向性婚 105 23 47 20 15 。

傷病 （父母等） 212 54 43 84 31 。

出産 2 。 。 2 。 。

就労 （父母等） 85 !? 34 23 I l 。

家族環境 267 99 48 99 21 。

拘留 45 8 15 18 4 。

虚弱 8 3 2 

機能回復訓練 。 。 。 。 。 。

療育困難 51 17 14 16 4 。

生活指導訓練 10 6 。 4 。 。

自 閉症 。 。 。 。

盗み 150 65 20 56 9 。

粗暴 56 25 6 20 5 。

不良交友 52 26 6 20 。 。

家出外泊 98 44 24 25 5 。

薬物 17 9 7 。 。

性的非行 24 9 5 8 2 。

金品持出 14 G 3 4 。

ぐ犯 30 19 2 9 。 。

長欠 ・ 不就学 10 5 2 3 。 。

不登校 71 38 6 24 3 。

その他 33 18 6 7 2 。

不明 3 3 。 。 。 。
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入所理由と両親の状況との関連で児童自身の行動を理由にしての入所の場合を見ると「両

親ともいる」児童の比率は、 「ぐ犯」 30人中19人（63. 3%）、 「薬物」 (52. 9%）、 「不登

校」 (53. 5%）、 「不良交友」 (50. 0%）などにおいては50%を超えている。次いで「母の

みいる」児童の比率が高い。

養育上の問題が入所理由になっているものを両親の状況との関連で見ると「両親ともい

る」児童の占める比率が高いのは、 「被虐児」 (40. 8%）、 「家族環境」 (37. 1%）、 「傷

病（父母等）」 (25. 5%）である。 「父のみいる」児童の比率が高いのは「離婚J (44. 8 

%）、 「就労（父母等）」 (40. 0% ） 、 「家出（父母等）」 (34. 0%）、 「拘留」 (33. 3 

%）となっている。 「母のみいる」児童の場合で占める比率が高いのは、 「薬物J (41. 2 

%）、 「拘留」 (40. 0%）、 「傷病（父母等）」 (39. 6%）、 「家族環境」 (37. 1%）など

である。

全体的に見た場合「父のみいる」児童より「母のみいる」児童の方が入所児数が多い。ま

た「粗暴」、 「不良交友J 、 「薬物」、 「性非行」、 「ぐ犯」、 「不登校」については「父

のみいる」は非常に少ない。 「両親ともいない」児童がそれぞれの入所理由中に占める比率

が高いのは、当然、のことながら「死亡（父母等）」 (64. 9%）、 「家出（父母等）」 (22. 8 

%）である。
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6 入所通算在籍年月（通算入所期間）

Eの表 6 入所通算在籍年月

（単位：人）

児 ii 情緒

合計 児窓 自立 陣容児 官官回答

愛護 支援 短期

h3i l生 総攻 恰W:li面倒

合 2十 l. 787 l. 396 373 18 . 

6 カ月未満 34 12 21 

6カ月～ l 年来泌 109 23 83 3 

i ～ 2 年未満 218 58 153 7 

2 ～ 3 年未泌 105 54 48 3 . 

3 ～ 4 年未泌 122 110 10 2 

4 ～ 5 年未満 117 101 16 . 

5 ～ 6 年来泌 100 89 9 2 

6 ~ 7 {f. 未満 90 85 5 

7 ～ 8 年未満 81 77 " 
8 ～ 9 年来泌 86 83 3 

9 ~ 10 if;. 未満 78 75 3 

1 0 ～ II 年未満 68 65 3 

I l ~ 12 i手米満 80 78 2 

1 2 ～ 1 3 年未満 73 72 

1 3 ～ 1 4 年未満 96 92 4 

14 ～ 15 年未満 83 80 3 

1 5 ～ 16 年来泌 84 80 4 

16 ~ 17 fjO 米揃 62 61 . 

17 ～ 18 年来絢 50 50 

18 !(o 以上 49 49 ・．

i既 !ill 答 2 2 

今までに入所していたことのある児童福祉施設の在籍年月の全てを通算した在籍年月数に

ついて調査したものである。

全体で最も多いのは「 1 ～ 2 年未満」 (12. 2%）、次いで「 3 ～ 4 年未満」 (6. 8%) 

である占 児童養護施設の場合は、 「 3 ～ 4 年未満」 (7. 9%）、 「 4 ～ 5 年未満j (7. 2%) 

が多いが、各在籍年月ごとに見ても、おおよそ 4 ～ 6%程度の範囲内の比率を示している。
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一方、児童自立支援施設の場合は「 1 ～ 2 年未満J が41. 0%で最も多く、次いで「 6 カ月～

1 年」 (22. 3%）、 「 2 ～ 3 年未満」 (12. 9%）が多い。 3 年未満までに81. 8%の児童が含

まれているが、 6 年以上は各期間毎に数名となり、最長は17年未満である。情緒障害児短期

治療施設の場合は、 1 ～ 2 年未満が約 4 割で、長くても 6 年未満である。

通算で15年以上在籍という児童は245人 (13. 7%）である。特に児童養護施設の場合、

15年以上の在籍児童は240人 (17. 2%）となっており、これらの児童は、乳児院も含めて

幼児期からほとんどの期間を児童福祉施設で生活していることになり、 2 割弱はいるものと

推定される。

Eの表 6-2 入所通算期間と両親の状況

（単位：人）

Zロ~ 計 ~~い号 ぷの き R の 2 ~＇~とふ 不 明

~ 計 1,787 603 400 551 232 

0 ～ 5 年未満 705 319 114 220 52 。

5 年～ 10年未満 435 140 92 143 60 。

10年～ 15年未満 400 90 136 105 68 

1 5 年 以 上 245 53 58 83 51 。

不 明 2 。 。 。

両親の状況別に施設への入所期間を、 5 年毎に区切って比較してみた。

両親ともいる場合、通算在籍期間「 O ～ 5 年未満」は603人中319人（52. 9%）と半数以上

を占め、以下「 5 ～10年未満」 (23. 2%）、 「10～15年未満」 (14. 9%）、 「 15年以上」

(8. 8%）と少なくなる。

父のみいる場合は「0 ～ 5 年未満」は28. 5%であるが、 「10～15年未満」が34. 0% と多く

なっている。

母のみいる場合は「 O ～ 5 年未満」は39. 9%であり、機関が長くなるに従い徐々に少なく

なっているが、両親ともいる場合ほどは比率が減少してはいない。また父のみいる場合の

「 O ～10年未満」が51. 5%であるのに対し、母のみいるの場合は65. 9%であり、母のみいる

場合の方が入所期間が短い。

両親ともいない場合はどの期間を見ても比率は大きくは変わらない。
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7 身体の状況

E の表 7 身体の状況

（単位：人）

児童 情緒

合計 児童 自立 障害児 無回答

養護 支援 短期

施設 施設 防療施設

.g. 8十 l. 787 1. 396 373 18 . 

頑 健 258 193 64 ’ 

身 止自な 通 l. 452 I. 130 307 15 

体
虚 ~~ 59 56 2 

の

状 身体的陣容有 !? 16 

況
無 回 答

手 身体的陣寄有計 !? 16 

帳
有 8 8 . 

の

有 無 8 7 . 

無
無 回 答 . . . 

「頑健及び普通の体力」のある児童は全体で95%以上である。児童自立支援施設ではほぼ

100%に近い。また、数の上では56人と少ないが、児童養護施設の「虚弱」とされている

児童については就労支援という面から注目される。

身体的障害のある児童は全体で17人であり、そのうち身体障害者手帳を持っている児童は

8 人である。
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8 知的能力

Eの表 8 知的能力

〈単位：人〉

児童 情緒

合計 児童 自立 障害児 無回答

盤護 支援 短期

施設 施設 怜療施設

1t E十 I. 787 1.396 373 18 

優 秀 知 50 48 2 . 

知 普 通 知 I. 277 I. 038 228 11 . 

的 境 界 知 341 217 118 6 . 

自E 発達遅滞有 105 79 25 . 

カ 無 回 答 14 14 . . 

手 発達遅滞有計 105 79 25 . 

帳
有 56 53 3 . -. 

の

有 無 37 19 18 . . 

無
無 回 答 12 7 4 ー

全体で「優秀知及び普通知」の児童は74. 3%、 「境界知及び発達遅滞有」が25. 0%である。

児童養護施設では「優秀知及び普通知」と「境界知及び発達遅滞有」の比率がそれぞれ77.8 

%、 21. 2%、児童自立支援施設では61. 6%、 38. 3%、情緒障害児短期治療施設では61.1%、

39. 0%である。

発達遅滞のある児童は全体で105人であり、そのうち療育手帳を持っているのは約半数

の56人である。なを、児童自立支援施設では「発達遅滞有」の 7 割が手帳「無」となってい

る0 • 
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9 成 績

Eの表 9 成 績

（厳位 ： 人）

児童 情緒

合計 児 Jg 自立 際害児 官官回答

~ m 支援 短期

施設 』血 おt 怜絞施刻
~ SI・ I. 787 I. 396 373 18 

上 145 145 

中 599 562 35 2 

下 I. 039 685 338 16 

1m 回 答 4 4 

児童養護施設は「上位」が約 1 割、 「中位」が約 4 割、 「下位」が 5 割弱であるのに対し、

児童自立支援施設と情緒障害児短期治療施設ではと もに 「中位」 が 1 割前後で、 他は 「下位」

である。

H の表 9 -2 知能と成績

（単位：人）

£ロ』 上 中 下 無回答

'IS' 量ロ,. 1,787 145 599 1,039 4 

優秀知 50 27 17 6 。

普通知 1,277 108 559 609 

境界知 341 8 17 315 

発達遅滞有 105 2 4 98 

無回答 14 。 2 11 

成績と知能の関係では、 「優秀知」 50人のうち成績「上位」は27人でしかなく 、 また「普

通知」 1. 277人のうち609人（47 . 7%）と、 半数近くが成績「下位」であった。 一方「境

界知」 、 「発達遅滞有」の中には成績「上位」の児童がわずかではあるが見られる。知的能

力の高い者が必ずしも成績が「上位」であるとはいえない。 成績「上位」 145人のうち、 108

人は「普通知J である。
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10 性格

Eの表10 性 格

( 3 つまで選択） （単位：件）

順位 ぷロ当、 言十 児童養護施設 児童自立支援施設 情短 緒障害児
期治療施設

1 503 陽気 400 陽気 107 短気 6 おとなしい

2 まじめ 373 まじめ 103 あきっぽい 元気がよい
390 
3 おとなしい 328 おとなしい 99 陽気 5 内向的

4 351 だらしがない 304 協調的 77 だらしがない だらしがない

5 元気がよい 273 元気がよい 72 非協調的 陽気
346 4 
6 内向的 272 内向的 69 内向的 頑固

7 335 協調的 269 だらしがない 68 元気がよい まじめ

8 304 あきっぽい 198 あきっぽい 58 外向的 外交的

9 275 短気 179 外交的 56 おとなしい 3 無気力

1 0 240 外向的 168 短気 55 無気力 協調的

1 1 238 非協調的 163 非協調的 44 陰気 非協調的

各児童の性格について16の項目の中から三つ以内で選んだものを、施設種別に上位11位ま

でを表に整理した。

全体では「陽気」 (28. 1%）、 「まじめ」 「おとなしい」 （各21. 8%）、 「だらしがな

い」 (19. 6%）、 「元気がよい」 「内向的」 （各19. 4%）、 「協調的J (18. 7%）といった

性格が多く見られている。

施設種別に見ると、児童養護施設では「陽気」 (28. 7%）、 Fまじめ」 (26. 8%）、 「お

となしい」 (23. 5%）、 「協調的」 (21. 8%）、 「元気がよい」 (19. 6%）、 「内向的」

(19. 5%）、 「だらしがない」 (19. 3%）などが多く見られているのに対し、児童自立支援

施設の場合は「短気」 (28. 7%）、 「あきっぽい」 (27. 6%）、 「陽気」 (26. 5%）、 「だ

らしがない」 (20. 6%）、 「非協調的」 (19. 3%－），、 「元気がよい」 08. 2%）が多い。児

童養護施設の児童に多く見られる「まじめ」 「協調的J は児童自立支援施設の児童には少な

い。一方、児童養護施設の児童で、は少ない「短気」 「あきっぽしリが児童自立支援施設の児

童には多く見られている。情緒障害児短期治療施設で多く見られているのは「おとなしい」

(33. 3%）、 「元気がよい」 「内向的」 「だらしがないJ （各27. 8%）である。
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11 反社会的行動

E の表11 反社会的行動

（単位：人）

児童 情緒

合計 児童 自立 障害児 無回答

養護 支援 短期

施設 施設 恰療施設

ぷロ‘ 計 1. 787 l, 396 373 18 . 

無 820 799 8 13 . 

過去にあった 625 424 198 3 . 

有 342 173 167 2 

無 回 答 . . . 

「過去にあった」及び「有」の児童は全体では967人（54. 1%）である。

児童養護施設の場合は「無」の児童が1, 396人中799人（57. 2%）で過半数となる。しかし、

児童自立支援施設の場合は施設の性格上当然ともいえるが、 「無」は373人中わずか 8 人

(2. 1%）で、一方「有」と「過去にあった」を合わせると365人（97. 9%）と高い数値を示

している。情緒障害児短期治療施設の場合は 2/3 強が「無」である。

12 非社会的行動

E の表12 非社会的行動

（単位：人〉

児童 情緒

合計 児童 自立 障害児 無回答

養護 支援 短期

施設 施設 怜療施剖

メ~ 2十 1. 787 I. 396 373 18 . 

無 }, 338 I, 093 242 3 . 

過去にあった 331 229 93 9 . 

有 116 72 38 6 . 

無 回 答 2 2 . 
ー

. 

「過去にあった」及び「有」の児童は全体では447人（25. 0%）である。

児童養護施設では比率がやや低くなり 21. 6%である。児童自立支援施設ではその比率は高

く 35.1%である。情緒障害児短期治療施設の場合は「無」は 3 人（16. 7%）で、 83. 3%の児

童に、過去或いは現在、非社会的行動が見られる。
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13 卒業した学校

Eの表13 卒業した学校

〈単位：人）

児童 情緒

合計 児童 自立 障害児 無回答

養護 支援 短期

施設 施設 除療施設
卒業した Z十 1.647 1.299 333 15 ・．

中 学 627 318 299 10 . 

全日制高校 796 794 2 . . 

定時制高校 45 43 . 

盤 護 50 49 ー . 

専修学校・各種学校等 46 44 

職業訓練校 43 42 ’ 

施設内教育 34 3 28 3 . 

そ の 他 6 6 . . 

卒業した学校（学歴）は児童養護施設では、全日制高校が794人（61. 1%）、中学が318人

(24. 5%）であり、養護学校、専修学校・各種学校等、定時制高校、職業訓練校がほぼ 3%

台で続いている。

児童自立支援施設で、は中学299人（89. 8%）、施設内教育28人（8. 4%）それ以外の学校は

それぞれ 1 ～ 2 名であった。情緒障害児短期治療施設では、中学10人.（66. 7%）、施設内教

育 3 人（20. 0%）である。
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14 中途退学した学校

Eの表14 中途退学した学校

（単位 ： 人）

児 1置 f青銘

合計 見 m 自立 F車省J厄 無回答

発援 文革E 短 JVJ

施役 b血設 加泉施設

ill学した JIｷ 140 97 40 3 

全日制l i硲佼 82 62 20 . 

;i：時 11.~J 高校 29 !? 9 3 

後援学校 2 2 . 

専修学~ ・ 各積学校等 7 6 

磁波訓練校 12 7 :i 

』由設内教育 2 2 

そ の 他 6 3 3 

進学後に中途退学 し、 就労又は就労準備中の児童は140人で、全日制高校中途退学82人

(5ｷ8. 6%） 、 次いで定時制高校中途退学29人（20. 7%）が多く、職業訓練校についても12人

が中途退学 している。

15 卒業文は中途退学後の措置状況

Eの表15 卒業又は中途退学後の措置状況（施設種別）

（単位 ：人）

合計 解除 停止 措置継続 無回答

tロ~ 1,787 1,467 127 191 2 

児童養護施設 1,396 1,214 71 109 2 

児童自立支援他殺 373 238 55 80 . 

!Hf 障害児短期能障施設 18 15 2 . 

世延 回 答 ・． . 

施設種別に見ると児童裳護施設では1, 396人中1. 214人（87. 0%）及び情緒障害児短期治療

施設では18人中15人（83. 3%）が措置解除であるのに対し、児童自立支援施設では措置解除

が63. 8%で、措置継続（21. 4%）と措置停止（14. 7%）を合わせた36.1%は措置を解除せず、

何らかの形で施設との関わりが続いている。
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E の表15- 2ｷ 卒業又は中途退学後の措置状況（学校別）

（単位：人〉

合計 解除 停止 措置 無回答

継続

合 計 }, 787 I. 467 127 191 2 

卒業した 計 1.647 l. 374 112 159 2 

卒 中 学 627 454 62 110 

業 全日制高校 796 744 35 17 . 

し 定時制高校 45 43 . 

た 養 護 50 32 14 . 

学 専修学校・各種学校等 46 36 2 8 . 

校 職業訓練校 43 36 2 5 . 

施設内教育 34 24 6 4 . 

そ の 他 6 5 . . 

退学した 計 140 93 15 32 

退 全日制高校 82 53 9 20 ー

学 定時制高校 29 24 2 3 . 

し 盤護学校 2 . . 

た 専修学校・各種学校等 7 4 . 3 . 

学 職業訓練校 12 7 3 2 ー

校 施設内教育 2 . . 

そ の 他 6 3 ‘ 3 . 

卒業した児童l, 647人中1, 374入（83. 4%）は措置解除している。

学校別に見ると、定時制高校、全日制高校卒の措置解除率は高く、養護学校、施設内教育、

中学卒の場合はやや低い。また、措置の停止及び継続の状況で見ると、中学卒の62人、

110人は他に比べ目立つ数字である。

中退者の場合は66. 4%が措置解除であり、措置継続は22. 9%、停止は10. 7% となっている。

学校別では定時制高校中途退学の82. 8%、全日制高校中途退学の64. 6%の他は50%台である。
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16 卒業又は中途退学後の住居

E の表16 卒業又は中途退学後の住居

（単位；人）

動E指先 自己 自立援助

解除 の~－事 伶上げ .t:Jl と .m以外 ホーム等 その他 無回答

停止 （伶上社 P＂・－トt\i 同居 の叙族 の公的

5十 宅七平含】 を含む〕 と同居 ホーム

.g. E十 I. 594 885 95 444 95 41 31 3 

車業した 3十 I. 486 859 93 387 82 36 26 3 

4事 中 学 516 225 3 233 37 7 8 3 

2農 全 日制l 高校 779 553 68 104 35 8 II 

し 定時制高校 43 15 II 12 5 

た 事量 護 36 10 4 2 16 4 . 

学 L年修学校 ・ 各活学校t予 38 23 4 G 2 2 

校 駒栄訓練校 38 23 3 II 

錨 設 内教 ff 30 7 2 !? 2 

そ の 他 6 3 2 

退学した 108 26 2 57 13 -5 5 . 

.il! 全 日制高校 62 13 31 II 3 3 

学 定 時 :t;1J 高校 26 4 17 2 2 

し ~護学校 . 

た 専修学佼 ・ 各積学校';ff> 4 2 

空事 験終訓練校 10 4 5 

を史 施設内教育 2 2 

そ の 他 3 2 

卒業した児童で措置解除あるいは措置停止となった児童1, 486人のうち、 最も多いのは

「勤務先の寮等」 (57. 8%）、次いで「親と同居」 (26. 0%）である。中学卒の場合は「勤

務先の寮等」 (43. 6%） と 「親との同居」 (45. 2%）がほぼ同 じであるのに対し、 全日制高

校卒の場合は「勤務先の寮等」 (71. 0% ） 、 「親との同居」 (13. 4%） とかなり差が開いて

いる。

中退者の場合は「親との同居」が52. 8%と最も多く「勤務先の寮等」 は24 . 1%で卒業した

児童の場合と逆転している。
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17 就労先の決定状況

E の表17 就労先の決定状況（施設種別）

（単位：人）

児童 情緒

合計 児童 自立 障害児 無回答

養護 支鍾 短期

施設 施設 怜療施簡

ぷ回‘ 計 l. 787 1. 396 373 18 . 

決 定 l. 526 I. 256 お8 12 . 

就労準備中（未決定） 259 138 115 6 . 

無 回 答 2 2 . 

平成10年 3 月末で卒業した児童及び 9 月末までの中退者で就労先が決定した者を合わせ、

就労先が決定していた児童は全体では 1, 526人（85.4%）であった。児童養護施設では

90. 0%が決定していたのに対し、児童自立支援施設は69. 2%、情緒障害児短期治療施設は

66. 7%で、ともに 3 割強が未決定（就労準備中）である。
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E の表17- 2 就労先の決定状況（卒業及び退学した学校別）

（単位 ： 人）

fl 決定 就労準備中 無回答
（未決定）

i口』 言十 1,787 1,526 259 2 

1,647 1,448 197 2 

中学 627 481 144 
卒

全日制高校 796 774 22 ・．

業
定時制高校 45 43 2 . 

し
養護学校 50 40 10 . 

た
専修学校 ・ 各種学校等 46 37 9 . 

s寸uー. 
職業訓練校 43 42 

校
施設内教育 34 25 9 . 

その他 6 6 ・．

百十 140 78 62 . 

退 全 日制高校 82 41 41 

ρ－ヱf:- 定時制高校 29 17 12 . 

し 養護学校 2 . 

た 専修学位 ・ 各種学校等 7 2 5 . 

メ十ヱ4 職業訓練校 12 10 2 

校 施設内教育 2 2 

その他 6 . 

卒業した児童1, 647人中1, 448人（87. 9%）が就労先が決定しているが、中退者については

140人中78人（55. 7%） の決定状況である。

卒業した児童のうち決定率の高いのは職業訓練校卒43人中42人（97. 7%）、全日制高校卒

796人中774人 （97. 2%）、定時制高校卒45人中43人（95. 6%）である。

中退者の場合は、 職業訓練校中途退学が12人中10人（83. 3%）、定時制高校中途退学29人

中17人 （58. 6%）と低調で全日制高校中途退学に至っては82人中4 1人（50. 0%） である。

n〆
－

a
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E の表17- 3 就労先の決定状況（身体の状況、知的能力、成績別）

（単位：人）

合計 決定 就労

単備中

ド未決定〉

点Cl‘ Z十 l. 787 l. 526 259 

頑 健 258 231 27 

身 普 通 l. 452 l. 230 220 

体
虚 弱 59 51 8 

の

状 身体的障害有 17 13 4 

況
無 回 答 . 

優 秀 知 50 48 2 

知 普 通 知 l. 277 I. 125 150 

的 境 界 知 341 265 76 

能 発達遅滞有 105 76 29 

カ 無 回 答 14 .12 2 

上 145 141 4 

成 中 599 561 37 

績 下 l. 039 821 217 

無 回 答 4 3 

身体の状況では「身体的障害有」の未決定率がやや高い。

知的能力別では、知的能力の高い方が決定率が高い

学業成績別では上位者の方が決定率が高くなっている。

無回答

2 

. 

2 

. 

. 

. 

. 

2 

. 

. 

. 

. 

・．

未決定率をとり出して、全体の 14. 5%を上回る項目を拾ってみると、 「発達遅滞有」

(27. 6%）、 「身体的障害有J (23. 5%）、 「境界知」 (22. 3%）、成績「下位」 (20. 9 

%）、身体の状況「普通」 (15. 2%）となっている。
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E の表17 - 4 就労先の決定状況（卒業、 中退後の措置状況別）

（単位：人）

合計 決定 就労 無回答

準備中

ド未決定〕

.g. 3十 I. 787 I. 526 259 2 

卒業 解 除 1. 467 I. 337 128 2 

中 4苧 止 127 106 21 
.ii! 
後
の J昔抵継続 191 81 110 

J状日昔~ 
無 回 答 2 2 

況

就労先の決定した児童 1, 526人の うち 1, 337人（87. 6 %）が解除、 81人（ 5. 3%）が措

置継続であるのに対し、 未決定（就労準備中）の場合は259人中、解除128人（49. 4%） 、措

置継続110人（42. 5%） と、 措置継続が大変多くなる。停止の割合も決定の場合6. 9%に対し

未決定（就労準備中）の場合は8. 1%である。
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III 就労の状況

平成 10 年 3 月に中学校、高等学校、養護学校、専修学校等を卒業した児童で、就労

が決定した者の 1,448 人及び9月末までに退学して就労が決定した者 78 人で就労者総

数は 1,526 人であるが、以下、内容無回答の 2 人を除く 1,524 人について述べる。

男女別では、男子 951 人（62.4%）、女子 573 人（37.6%）である。

施設種別では、児童養護施設 1,256 人（82.3%）、 児童自立支援施設 258 人（16.8%）、 情

緒障害児短期治療施設 12 人（0.8%）である。

学歴別では，中学卒 481 人（31.6%）、全日制高校卒 773 人（50.7%）、定時制高校卒 43 人

(2.8%）、養護学校卒 40 人（2.6%）、専修学校・各種学校等卒 37 人（2.4%）、職業訓練校卒

42 人（2.7%）、施設内教育卒24 人（1.6%）、その他6 人（0.4%）である。

就労者数には、平成 10 年 4 月に進学したが、その後退学し、 9 月 30 日までに就労し

た者 78 人（5. 1%）を含む。 中退者の内訳は、全日制高校 41 人（52.6%）、定時制高校 17 人

(21.8%），養護学校 1 人（1.3%）、各種学校等 2 人（2.6%）、職業訓練校 10 人（12.8%）、施設

内教育 2 人（2.6%）、その他 5 人（6.4%）である。

1 就労先の業種

(1) 就労先の業種（男女別）

男女別の就労業種及び就労人数は、 Eの表 1 及び皿の図 1 のとおりである。

Eの表 1 就労先の業種（男女別） （単位：人）

• 畜 漁 造 建築 運

型m’R食I 品. 
相匝 個 理 飲 コ

ヤ手トスパ! 
病 ホ ；宵

思

そ
林 産 園

”、 ft 機 人 容 食 :./ ‘ 院 ナ ＋倦 の 合
象 象 ’長 ，民 土 象 製 重量 店 ピ Jレ 洗 他

* 進 ’E 
容 施 旅 湿 針、ー’

君臨 ，民 • 院 ‘F 
設 館 • 

男 3 4 9 3 331 41 44 180 15 19 105 2 19 6 14 5 6 145 951 

女 4 。 10 10 65 60 11 30 55 7 34 55 40 12 23 155 573 

合計 7 5 10 3 341 51 109 240 26 49 160 9 53 61 54 17 29 300 1524 
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最も就労人数の多い業種は、「建築（土木）業J の 341 人で、全体の 22.4%を占め

る。

以下、「機械製造業」 240 人（15.7%）、「飲食店J 160 人（10.5%）、「食品製造 ・卸

売業J 109 人（7.2%）と続き、人数は減少して、「病院・施設」 61 人（4%）、「ホテ

ノレ・旅館J 54人（3.5%）、「スーパー・デパートJ 53 人（3.5%）、「運輸業J 51 人（3.3%）、

「理容 ・ 美容院J 49 人（3.2%）、「レジャー関係J 29 人（l.9%）と続く。

男子の就労者数は 951 人で、就労者総数 1,524 人の 62.4%である。

男子の最も就労人数の多い業種は、「建築（土木）業」の 331 人で、男子就労者の 34.8%

を占める。 次は機械製造業の 180 人（ 18.9%）、 3 位は飲食店の 105 人（11%）である。

この 3業種で 62.4%と全体の 3分の 2 弱を占める。

女子の就労者数は 573 人で、就労者総数 1,524 人の 37.6%である。

女子の最も就労人数の多い業種は、 「食品製造 ・ 卸売業」の 65 人 （11.3%）で、以

下 「機械製造業J 60 人（10.4%）、「飲食店J 及び「病院・施設」各 55 人（9.6%.）、「ホ

テノレ ・旅館J 40 人（7.0%）、「スーパー・デパートJ 34 人（5.9%）、「理容 ・ 美容院J

30 人 （5.2%） 、 「レジャー関係J 23 人（4.0%）と続く 。

女子の就労業種は第 1位の「食品製造業J で 11.3%、前記の 8 業種合わせて 63.0% 、

さらに、本調査では業種分類上「その他J 扱いとせざるを得なかったその他の業種が

155 人（27.0%）と、特定業種への顕著な偏りは見られず、多業種にわたっている。

男女別の就労業種の割合を円グラフで示すと 田の図 2 、 皿の図 3 のとおりである。
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皿の図 2

男子就労業種の割合

a同院·'51i
1覧

田の図 3
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女子就労業種の割合
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(2) 施設種別就労業種

施設の種類別就労業種はEの表 2及びEの図 4 のとおりである。

Eの表 2 施設の種類別就労業種 （単位：人）

鹿 畜 漁 造

霊木寒
運 様 個 理 飲 コ

デパトスパI 
病 ホ 清掃 寝レヤ

そ

林 産 園 輸 械 人 容 食 ン 院 ナ の ti 
業 象 業 業 集 製 集 店 ピ Jレ

洗
他

造 売 容 施 旅 濯 計
業 業 院 等 霞 館 業

児童養 5 5 6 3 207 46 101 221 19 42 116 8 52 61 50 11 27 275 1255 
盤施聾
児童自 2 4 130 5 7 17 5 6 44 4 6 2 23 257 
立支援
施霞
情緒障ー 4 2 2 2 12 
害児施
盤
合計 7 5 10 3 341 51 109 240 26 49 160 9 53 61 54 17 29 300 1524 

皿の図 4

｜施段種別就労業種i ｜ロ児童養護施霞 園児童自立支援施段 ロ情緒障害児施段

.__ 
鹿林集

畜産業

4 
〉令塔街i

5 

2 I 

個人小売集
17 

理容損害院

飲食店

コンピ三等

スー，（－・デ，tート

病院・施盤

ホテル館館

清掃・洗温叢

レジャー関係

その他
圃

。 50 100 150 200 250 --3ｮ 350 
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ア児童養護施設の就労業種

児童養護施設からの就労児童数は 1,255 人で、 3種類の施設の全就労児童数 1,524

人の 82.3%を占める。最も就労人数の多い業種は、「機械製造業J と「建築（土木）

業J の 2 業種で、各 221 人（17.6%）、と 207 人（16.5%）であり、両業種で児童養護

施設からの就労児童数の 34.1%を占める。続いて「飲食店J と「食品製造・卸売業J

が、各 116 人（9.2%) ,101 人（8.0%）と人数が半減して続き、さらに人数が半減し

て、「病院・施設J 61 人（4.9%）、「スーパー・デパート J 52 人（4.1%）、「ホテル・

旅館J 50 人（4.0%）、「運輸業J 46 人（3.7%）、「理容・美容院J 42 人（3.3%）、「レ

ジャー関係J 27 人（2.0%）の順に続く。また、「その他J の業種への就労者が 275 人

(21.9%）ある0 ・

イ 児童自立支援施設の就労業種

児童自立支援施設からの就労者は 257 人で、就労者総数 1,524 人の 16.9%を占める。

就労先の第 1 位は「建築（土木）業j の 130 人（50.5%）で、半数に達している。

続いて「飲食店J 44 人 (17.1%）、「機械製造業J 17 人（6.6%）、「食品製造・卸売業

店J 7 人、 f理容・美容院J 及び「洗濯・清掃業J の各 6 人、「運輸業j 及び「個人小

売業j の各 5 人、「漁業」及び「ホテル・旅館J の各 4 人と続き、「その他J の業種に

23 人（8.9%）が就労している。

ウ 情緒障害児短期治療施設の就労業種

情緒障害児施設からの就労者数は 12 人である。就労業種は、「建築（土木）業j に

4 人，「機械製造業J 及び「個人小売店業J に各 2 人、「食品製造・卸売業J 及び「理

容・美容院J に各 1 人、「その他J の業種に 2 人が就労している。
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(3) 学歴別の就労業種

学歴別の就労人数は、 回の表 3 のとおりである。

田の表 3 学歴別就労業種 （単位 ： 人）. 畜 漁 造 建築 運 食 自民 個 理 飲 コ

干Aトパス! 
翁 ホ ；情 レ そ

林 産 園 • 詩集
織 人 容 食 ン 院 ナ 繍

思

の Aロ... 
，曲、

• 3医 • 象 土 ヨt 製 美 店 ピ JI,, 
洗

他
木 進 守E 容 施 鰍 計、ー’ 濯
1民 象 象 院 望事 段 館 ヨt

中学 2 4 1 217 6 19 42 11 15 74 3 6 6 8 3 62 481 

全日制高絞 2 3 3 60 37 69 158 8 28 52 5 42 54 43 2 21 185 773 

定時制高綾 7 2 11 2 2 2 4 7 43 

養ll学校 2 10 4 3 4 10 40 

耳車修学校 ・
3 5 6 2 14 37 

各種学校

..釧練校 20 11 2 5 42 

~！！：内教育 11 2 5 3 24 

その他 2 2 6 

（中途退学） 22 3 6 6 2 17 2 2 14 78 

総計 7 5 10 3 341 51 109 240 26 49 160 9 53 61 54 17 29 300 1524 

学歴別就労人数は、 多い順に見ると、全日制高校卒が 773 人（50.7%）で、全体の

半数を占め、 次に、 中学卒が 481 人で 31.5% と 3 分の l 弱を占めており両者で 82 .3%

となる。 次に、 人数が大きく減少して定時制高校卒 43 人（2.8%）、養護学校卒 40 人

(2.6%）、専修学校 ・各種学校等卒 37 人（2.4%）、職業訓練校卒 42 人 （2.7%）、施設

内教育卒 24 人 （ 1.6%）、その他 6人 （0.4%） と続く 。

全 日 制高校卒の就労先で、 最も就労人数の多い業種は「機械製造業」 の 158 人

(20.4%）で、 以下 「食品製造業J 69 人（8.9%） 、 「建築 （土木） 業J 60 人（7.8%） 、

「病院・施設J 54 人 （7.0%） 、「飲食店J 52 人（6.7% ） 、 「ホテル・ 旅館J 43 人 （5.6%）、

fスーパー ・ デパー ト J 42 人（5.4%） 、 「運輸業J 37 人 （4.8%） 、「理容 ・ 美容院J 28 

人 （3.6%）、「レジャー関係」 21 人（2.7%）と続く。

中学卒の就労先で最も就労人数の多い業種は、「建築 （土木） 業」の 217 人（45.1%)

で、 中卒就労者の半数近くを占める。 217 人中 213 人が男子である。なお、「建築 （土

木）業J への全就労者 341 人中、 中学卒は 63.6%を占め、 4 月以後の高校中退者等で

開業種へ就労した者 22 人を含める と （70.0%）に達する。 次に「飲食店J 74 人 （15.4%） 、

「機械製造業J 42 人（8.7%） 、 「理容 ・ 美容院J 15 人（3.1%）、個人小売業店 11 人
(2.3%） と続く。

定時制高校卒は、全日制高校卒と類似の就労傾向を示 し、 職業訓練校卒、施設内教

育卒及び中退者は、中学卒と類似の就労傾向を示している。
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ア 学歴別就労業種（男子）

男子の学歴別の就労業種は、 Eの表 4及び皿の図 5のとおり である。

Eの表 4 学歴別就労業種（男子） （単位 ： 人）

• 畜 ll 進 建築 運 食 担量 個 理 飲
4本 産 国 ,. 被 人 容 食

”、
調E 象 ヨE 象 土 • ’E 

美 店
木 途 発 容• • • 院

中学 4 1 213 6 5 33 7 6 51 

全日制高校 3 2 55 28 26 113 2 9 26 

定時制高後 7 10 

.霞学校 5 3 

車事修学綾・
3 5 5 

各種学校

臓業割自車校 20 10 2 

施Ii肉教膏 11 2 5 

その他 2 

（退学） 21 3 5 4 15 

総計 3 4 9 3 331 41 44 180 15 19 105 

Eの図 5

｜学歴jJIJ就労象橿（男子・中学・全日制高校卒のみ＞ I

250 

200 

150 

100 

50 』 ー ー ー

0 

213 

113 

コ

ヂパトパスI 
翁 ホ 清

= レ手
そ

ン 院 ア 帰 の

ピ JI-
習E

他
施 旅 ヨE• 2金 館 ’E 3 3 3 2 25 

18 5 10 3 98 

3 
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6 

2 19 6 14 5 6 145 

ロ中学 ・全日制高校
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全日制高校卒のうち男子の就労人数は 400 人である。

合

計

360 

400 

26 

23 

20 

38 

21 

5 

58 

951 

最も就労人数の多い業種は「機械製造業J の 113 人（28.3%）で、以下「建築（土

木）業J 55 人 (13. 8%）、「運輸業J 28 人 （7. 0%） 、 「食品製造 ・ 卸売業J 及び 「飲食店J

の各 26 人（6. 5%） と続く 。

なお、その他の業種へ 98 人（24. 5%） が就労している。

中学卒のうち男子の就労人数は 360 人である。

最も就労人数の多い業種は「建築（土木） 業J の 213 人で、中卒男子の（59.2%) 

を占めている。 続いて飲食店 51 人（14. 2%） 、 機械製造業 33 人（9. 2%）と、特定の

業種に集中している。その他の業種に 25 人（6.9%）就労している。
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イ 学歴別就労業種（女子）

女子の学歴別の就労業種は、 Eの表 5及び皿の図 6 のとおりである

全日制高校卒のうち女子の就労人数は 373 人である。

就労業種は、「病院・施設J 49 人（13. 1%）、「機械製造業J 45 人（12. 1%）、「食品製

造・卸売業J 43 人（11. 5%）、「ホテル・旅館J 33 人（8.8%）、「飲食店J 26 人（7. 0%）、

「スーパー・デノ号ート J 24 人（6.4%）と横並びに多業種にわたっている。なお、「そ

の他j の業種へ 87 人（23. 3%）が就労している。

中学卒のうち女子の就労人数は 121 人である。

最も就労人数の多い業種は飲食店の 23 人（19. 0%）で、食品製造・卸売業 14 人

(11. 6%）、機械製造業、理容・美容院の各 9 人（7.4%）が続く。「その他J の業種に

37 人（30. 6%）就労している。

Eの表 5 学歴別就労業種（女子） （単位：人）

農林 苗 潟 造

霊土木象
運

密咽集食室. 
機 個 理 飲 コ

デパトパス! 
病 ホ 清

寝苓レ
そ

業 産 集 園 輸 椋 人 容 食 ン 院 ナ 掃 の

業 集 象 製 襲 店 ピ )&, 洗 他

造 売 容 ー 施 旅 濯一
業 業 院 等 股 館 業

中学 2 4 14 9 4 9 23 3 5 3 5 37 

全日制高校 2 5 9 43 45 6 19 26 4 24 49 33 2 18 87 

定時制高校 2 3 4 

養趨学校 5 2 3 3 

専修学校・
2 11 

各種学校等
職業訓練校 3 

施陸肉教育 2 

その他

（退学） 2 2 2 2 8 

総計 4 10 10 65 60 11 30 55 7 34 55 40 12 23 155 

Eの図 6
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(4) 身体の状況別就労業種

身体の状況別就労状況は、 Eの表 6及びEの図 7 のとおりである。

就労総人数 1,524 人中，「頑健J が 231 人で（15.2%）、「普通J が 1,228 人で（80.6%)

を占め、「虚弱j が 51 人（3.3%）、「身体的障害有J が 13 人（0.9%）である。「身体
障害者手帳有」が 7 人含まれ、手帳所持者の就労先は、「飲食店J に 2 人、『建築（土

木）業j f機械製造業j 「スーパー・デパート J rホテル・旅館業J rその他J に各 1 人

づつである。

Eの表 6 身体の状況別就労業種 （単位：人）

農 畜 漁 造

霊木裏
運 犠 個 理 飲 コ 病 ホ 清掃 思ジレヤ

そ I 林 産 園 輸 械 人 容 食 :,., 院 T の 合
業 業 寒 業 業 製 英 店 ピ J&, 

. 
他

洗
造 売 容 施 旅 溜 針
業 集 院 等 盤 館 業

頑健 3 70 5 9 38 5 2 23 4 8 5 3 8 45 231 15.2 

普通 7 4 7 2 264 41 95 192 19 46 127 7 44 51 44 11 20 247 1228 80.6 

虚弱 ー 6 4 5 7 2 7 3 2 3 2 7 51 3.3 

身体的障害ー 3 2 2 2 13 0.9 

有
身体障害者ー 2 7 0.5 

手帳有
身体障害者ー 2 6 0.4 

手帳無

空白 ー 0.1 

合計 7 5 10 3 341 51 109 240 26 49 1伺 9 53 61 54 17 29 300 1524 100 

Eの図 7
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(5) 知的能力別就労業種

知的能力別の就労状況は、 皿の表 7 及び田の図 8のとお りである。

皿の表 7 知的能力と就労業種 （単位 ；人）

• 畜 漁 盗 建築 選 食 機 個 理 飲 コ ー，ス¥ 
翁 ホ 清

闘γ レ、ヤ. そ 情

林 産 箇 WI 男品撃 械 人 容 食 ン 院 ア 婦 の 合 成
，－、

1民 3院 • 象 土 • 製 美 店 ピ 一rト Jレ
洗

他 比
木 造 事E 容 官昼 旅 針 （也）、』，

象 濯 係• • ’長 院 司事 段 館 • 優秀知 8 3 7 2 3 2 20 48 3.1 

普通知 4 3 9 2 229 45 80 184 19 44 115 7 41 50 45 8 25 215 1125 73.8 

土質界知 2 88 2 14 35 5 4 32 9 8 5 4 4 50 2倒 17.3 

発達遅滞 2 16 3 9 13 10 2 2 5 11 75 4.9 

療省手帳 7 8 4 4 9 38 2.5 

有

相医育手帳 ・ 10 5 5 27 1.8 

’E 空白 5 10 0.7 

空白 3 2 4 12 0.8 

合計 7 5 10 3 341 51 109 240 26 49 160 9 53 61 54 17 29 300 1524 100 

Eの図 8
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「優秀知J に区分された者は 48 人 （3.1%）で、 このうち、 20 人（41.7%） がその

他の業種へ就労しているため、優秀知の半数近くの就労先の詳細については、この調

査では不明である。

調査業種内で最も就労人数の多い業種は、「建築（土木）業j の 8 人と、「機械製造

業J が 7 人と続いている。

「普通知j に区分された者は、 1,125 人で、 総就労人数 1,524 人の 73.8%を占める。

従って、「普通知」の区分に属する者の就労業種がほぼ全体像を形成している。最

も就労者の多い業種は、「建築 （土木） 業」の 229 人 （20.4%）で、 続いて、「機械製

a
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τ
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造業j 184 人（16.4%）、「飲食店J 115 人（10.2%）、「食品製造・卸売業J 80 人（7.1%）、

f病院・施設J 50 人（4.4%）、「運輸業J 及び「ホテル・旅館J 各 45 人（4.0%）、「理

容・美容院J 44 人（3.9%）、「スーパー・デパート J 41 人（3.6%）、「レジャー関係J

25 人（2.2%）、「個人小売業店J 19 人（1.7%）の、順である。「その他J の業種に 215
人（19.1%）就労している。

「境界知J に区分された者は 264 人（17.3%）おり、就労先の第 1 位は「建築（土

木）業j の 88 人（33.3%）で、「普通知J の（20.4%）と比べると、約 13 ポイント高

「発達遅滞有J は 75 人（4.9%）が就労している。就労先は「建築（土木）業J 16 

人（21.3%）、 f機械製造業J 13 人（17.3%）、「飲食店J 10 人（13.3%）、「食品製造業・

卸売業J 9 人（12.0%）と、他の区分の者と類似の就労業種分布傾向を示している。
続いて、「清掃・洗濯業J 5 人、「運輸業J 3 人、「畜産業J rスーパー・デパートJ rホ

テル・旅館j の各 2 人、「農林業J 「造園業J に各 1 人と続く。なお、「発達遅滞有J 75 

人中 38 人（50.6%) （就労者総数の 2.5%）が療育手帳を有している。

(6) 学業成績別就労業種

学業成績別の就労状況は、 Eの表 8及びEの図 9 、 10、 11 のとおりである。

Eの表8 学業成績別就労業種 （単位：人）

鹿 畜 識 造

霊土木遥
運

;I 食
極 個 理 飲 コ

，手ト'< パ足I 
病 ホ 婦清 聞係ジヤレ

そ 構
林 産 園 輸 揖 人 容 食 ~ ‘ 院 T の ~ 成

性別 成績 業 業 業 業 業 製 英 店 ピ JI,, 
. 

他 比
洗

造 売 容 施 館 溜 計 （気）

業 集 院 等 陵 館 業
合計 土 9 3 7 35 2 5 9 9 10 8 2 39 141 9.3 

中 3 2 2 60 24 55 102 5 27 40 5 24 37 27 21 125 561 36.8 

下 4 2 8 1 272 24 47 103 19 17 109 3 20 14 19 14 7 136 819 53.7 

空白 2 3 0.2 

計 7 5 10 3 ~41 51 109 240 26 49 160 9 53 61 54 17 29 300 1524 100 

男子 上 8 3 4 25 4 5 2 2 2 24 83 8.7 

中 2 2 58 17 18 74 2 8 22 10 2 7 3 59 287 30.2 

下 2 7 1 265 21 22 81 12 7 78 7 2 6 3 3 62 581 61.1 

空白

計 3 4 9 3 331 41 44 180 15 19 105 2 19 6 14 5 6 145 951 62.4 

女子 上 3 10 4 7 8 7 15 58 10.1 

中 2 2 7 37 28 3 19 18 4 14 35 20 18 66 274 47.8 

下 2 7 3 25 22 7 10 31 2 13 12 13 11 4 74 238 41.5 

空白 2 3 0.5 

計 4 10 10 65 60 11 30 55 7 34 55 40 12 23 155 573 37.6 
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I mの図9 学業成績別就労象種（男女＞I
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学業成績が「上位J である者は 141 人で、就労者総数 1,524 人の 9.3%を占めてい

る。

そのうち男子は 83 人で男子の 8.7%にあたる。就労先は「機械製造業jの 25 人（30.1%)

が最も多く、以下は「建築（土木）業J の 8 人と少なくなる。「その他J の業種へは、 24

人（28.9%）が就労している。

女子で学業成績が「上位j である者は 58 人で、女子の 10.1%にあたり、男子より 1.4

ポイント多い。

就労先は「機械製造業J の 10 人が最も多く、「病院・施設J の 8 人、「スーパー・

デパートJ 及び「ホテル・旅館J の 7 人と続く。

学業成績が「中位J である者は 561 人で、就労者総数 1,524 人の 36.8%を占めてい

る。

そのうち「中位J の男子は 287 人で男子総数 951 人の 30.2%にあたる。就労先は「機

械製造業j の 74 人（25.8%）が最も多く、続いて「建築（土木）業J の 58 人（20.2%）が目

立ち、人数は減って f飲食店j の 22 人σ.7%）へと続くが、成績が「上位J である者

と類似の就労傾向を示している。その他の業種へは 59 人（20.6%）が就労している。

女子で学業成績が「中位J である者は 274 人で女子総数 573 人の 47~8%にあたり、

男子より 17.6 ポイント多い。就労先は「食品製造・卸売業j が 37 人（13.5%）で最

も多く、病院・施設の 35 人(12.8%）、 f機械製造業j の 28人（10.2%）、「ホテル・旅館

業J の 20 人（7.3%）、「理容・美容院J の 19 人（6.9%）、「飲食店J 「レジャー関係j の

18 人（6.6%）、「スーパー・デパートJ の 14 人~5.1%）と緩やかに減少していく。

学業成績が「下位J である者は 819 人と多く、就労者総数の 53.7%と半数を超えて

いる。

そのうち男子は 581 人で、男子の 61.1%、 3 分の 2 弱を占める。

最も人数の多い就労先は「建築（土木）業」の 265 人であるが、これは男子の学業が

「下位J である者の 45.6%、男子の就労者総数の 27.9%にあたり、突出している。次

に「機械製造業J の 81 人（13.9%）と「飲食店J の 78 人（13.4%）が 10%台で並び、この
3 業種で 73%を占める。

女子で学業成績が「下位j である者は 238 人で女子の 41.5%にあたり、男子に比べ

て 19.6 ポイント、 2割方少ない。就労先は「飲食店J が 31 人（13%）で最も多いが、 f食
品製造・卸売業j の 25 人（10.5%）、「機械製造業j の 22 人（9.2%）が目立つところであ

る。
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(7) 中途退学学校別就労業種

中途退学学校別の就労業種は、次のEの表 9 のとおりである。

皿の表 9 退学学校別就労業種 （単位：人）

性別

合計

男子

女子

• 畜 iA 週量 建祭 i'I 食 祖量 個 理 飲 コ ース1¥ 
費情 ホ 清 レ そ

林 産 鴎 ,. 織 人 容 食 ,‘ ノ 院 T 婦 ン の
( ヤ

退学学校 • • 象 • 土 • • ’‘ 
店 ピ ス｜ JI,, 

洗
他

木 進 ~ 容 ー 施 ~ 関
) 一 湿 係• • 調E • 司事 ト 2金 館 司事

全日制高校 12 2 3 11 7 

定時制高校 5 2 3 2 4 

養憧学校
専修学校・
各種学校

..訓練敏 4 4 

~館内教育

その他 2 

針 22 3 6 6 2 17 2 2 14 

全日制高校 12 2 2 10 3 

定時制高校 4 2 2 2 

養腹学校

専修学校・
各種学校

職象E訓練校 4 4 

施＆内教育
その他

計 21 3 5 4 15 6 

全日制高校 4 

定時制高彼 2 

養t質学後
専修学校・

各礎学綬
町議象訓練後

施＆内教育

その他 2 

計 2 2 2 2 8 

本調査では、 中学卒の進学の実態を調査してないので、中途退学率は不明であるが、

全日制高校中退者が一番多く 、中退者の 52.6%を占める。定時制高校中退者を含める

と めると中退者の 4分の 3 (74.3%）に達する。 男子は高校中退者が 44 人おり、就労

先の ト ップは「建築（土木）業J、次が「飲食店J で、 この 2 業種で 62%を占め、 中

学卒と類似の就労傾向を示している。女子の高校退学者は 14 人で、就労先は分散し

ている。
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2 就労先の職種

(1）就労先の業種別就労職種

就労先の職種及び就労人数を、業種別に示したのがEの表 10 である。
Eの表 10 業種別職種 （単位：人）

事 店 エ 大 作 運 鹿 漁 間 警 l審師語 自

霊セス
公 京 自 接 そ 空

エ 象 転 理 備 勘 務 政 衛 客 の
総務 員 員 . 員 手 業 師 師 員 車 員 婦 官 業 他 自

ト
理 盤

計ピ 容 備
等 師

農林業 2 2 7 

畜産業 2 2 5 

漁業 2 6 10 

造園業 2 3 

建築（土木）集 3 29 174 128 4 341 

運舗集 4 13 10 3 3 6 9 51 

食品製造・卸売業 8 24 30 36 3 2 3 109 

僧械製造業 6 1 184 2 38 3 2 3 240 

個人小売業 21 2 26 

理容美容院 2 46 49 

飲食店 85 56 2 14 2 160 

コンビニ 9 9 

スーパー・デ，tート 46 2 1 53 

病院・施霞 2 4 53 61 

ホテル飯館 7 41 4 54 

清掃・法遭集 2 3 10 17 

レジャー聞係 5 ｷ10 9 29 

その他 14 35 116 59 2 7 8 2 9 5 42 300 

合計 38 234 369 180 297 11 2 7 74 5 49 15 17 2 9 79 134 1 1524 

業種別による就労職種の状況は、 Eの表 10 のとおりであり、最も就労人数の多い

職種は、「工員J の 369 人で、全体の 24.2%を占めている。次に「作業員J の 297

人（19.5%）、「店員J の 234 人（15.3%）、「大工・トピ職J の 180 人（11.8%）と続く。以

上の 4職種をあわせると 1,080 人で、全体の 70.9%を占め、主要な職種を形成して
いる。

また極端に少ない 1 桁台の職種は、「自衛官J 9 人、「漁師J 7 人、「警備員J 5 人、

f農業J 及び f公務員j 各 2 人、 f家政婦J 1 人となっている。また「事務J の 38

人も決してないとは言いがたい。
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次に就労職種を分野別に見たのがEの表 11 である。

皿の表 11 分野別就労職種 （単位：人）

事 店 エ 大 作 運 鹿 漁 調 普 美容師 自

-セス
公 家 自 接 そ

工 集 転 理 備 動 務 政 衛 客 の

務 員 員 員 手 業 師 師 員 車 員 婦 官 集 他
計

ト 理 盤

ピ 容師 備
等

作業系 369 297 2 7 675 

肉作業系 369 369 

外作業系 297 2 7 306 

綾客系 234 17 79 330 

店員系 234 79 313 

営業系 17 17 

続能系 180 11 74 49 15 329 

事務系 38 38 

その他 5 2 9 135 152 

計 38 234 369. 180 297 11 2 7 74 5 49 15 17 2 9 79 135 1524 

参考までに、職種を大きく、作業系、接客系、技能系（資格系）、事務系、その他に

まとめたのがEの表 11 である。作業系は「工員j 「作業員J 「農業J r漁師」の 4 職
種で·675 人（44.3%）と半数に近い。接客系は「店員J 「接客業j 「営業・セールスJ

の 3 業種で 330 人（21.7%）である。資格等の必要な技能系には「大工・トピ等J 「運

転手J f調理師J 「理容師・美容師j 「自動車整備j で 329 人（21.6%）就労している。
事務系は 38 人で（2.5%）、その他の職種に 152 人（10%) （空白 1 を含む）が就労し

ている。

(2) 男女別就労職種

男女別の就労先の職種及び就労人数は、 Eの表 12 及び田の図 12 のとおりである。

男子の最も就労者数の多い職種は「工員J の 233 人で、 24.4%を占め、続いて「作

業員J の 221 人（23.2%）、「大工・トビ等」の 177 人（18.6%）と続き、「店員j の 108

人（11.3%）までが主要な就労職種となっている。この 4 職種で 739 人（77.7%）と 8

割方を占めている。

技能系（資格系）には、「大工・トピ等J 177 人「調理師J に 54 人、「美容師・理容

師J に 19 人、「自動車整備j に 14 人、「運転手J に 10 人、計 274 人（28.8%）が就労
している。

女子の最も就労者数の多い職種は男子と同様に「工員J で、 136 人（23.7%）が就労

している。次に「店員J が 126 人（22%）と続いているが、この職種では就労者数が

男子を 18人上回っている。さらに「作業員Jの 76 人（13.2%）、「接客業J の 60 人（10.5%)
と続く。

技能系（資格系）には、「美容師・理容師」に 30 人、「調理師J に 20 人、「大工・ト

ピ等J 3 人、「運転手J として食品製造業に 1 人、自動車整備に 1 人、計 52 人（9.1%)
が就労している。
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皿の表 12 男女別就労職種 （単位：人）
事 店 エ 大 作 運 農 漁 踊 警 要容 自

セ建
公 家 自 綾 そ 空

エ 業 転 理 備 動 務 政 衛 客 の
務 員 員 員 手 業 師 師 員 師 車 員 婦 宮 業 他 自

dロ』

ト
理 盤

ピ 容 備 計

等 師
男 農林業 3 
畜産業 2 4 
識寒 2 6 9 
造園業 2 3 
建築（土木）寒 1 28 173 122 4 331 
運鎗業 4 12 10 3 2 2 7 41 
食品製造・卸売業 11 12 17 2 44 
健繊製造業 2 1 147 2 21 3 2 2 180 
個人小売象 11 2 15 
理容美容院 18 19 
飲食店 45 49 2 105 

コンビニ等 2 6 2 2 
スーパー・デパート 16 19 
病院・施聾 6 6 
ホテル旅館 3 9 14 
清禍・洗遣業 3 5 

レジャー 2 6 

その他 5 18 39 35 2 6 8 2 9 20 145 

計 10 108 233 177 221 10 6 54 4 19 14 16 2 9 19 48 951 

女 麗林業 4 

畜産業

漁業

造園業

建築（土木）集 2 6 10 

運輸業 4 2 10 

食品製造・卸売寒 7 13 18 19 3 2 65 

極構製造業 4 37 17 60 

個人小売業 10 11 

理容美容院 28 30 

飲食店 40 7 8 55 

コンビニ等 7 7 

スーパー・デパート 30 34 

病院・施盤 2 4 47 55 

ホテル瞭館 4 32 3 40 

清掃・洗濯業 2 2 7 12 

レジャー 4 8 8 23 

その他 9 17 77 24 5 22 155 

計 28 126 136 3 76 1 20 30 60 86 1 573 

合計 38 234 369 180 297 11 2 7 74 5 49 15 17 2 9 79 134 1 1524 
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(3) 施設種別就労職種

施設の種別就労職種は、 田の表 13 及びEの図 13 のとおりである。

皿の表 13 施設の種類別就労職種 （単位；人）
司E 店 エ 大 作 運 • 漁 問 警 • 自 t象! 公 家 自 4豪 そ

ヱ 調E 車五 理 備 容 動 務 政 術 客 の

務 員 員 員 手 • 筋 師 員 飾 E匹 セ 員 婦 官 • 他 e-ト 理 • '" 針
ピ 容 0・ ス

雪辱 飾
児童書量種 38 195 341 101 217 11 5 57 5 42 10 17 2 9 76 127 1254 

施段
児盆自立 37 26 76 78 2 17 6 4 3 6 257 

支ti施l9:
情緒障害 2 2 3 2 12 

児~段
合計 38 234 369 180 297 11 2 7 74 5 49 15 17 2 9 79 134 1523 

Eの図 13

｜施設種類別就労聴種l c:コ児童養憧施股
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児童養護施設からの就労児童のうち、最も就労人数の多い職種は「工員j の 341

人で 27.2% と 4分の 1 強を占める。次に「作業員J 217 人（17.3%）、「店員J 195 人

(15.5%）、『大工・トピ等J 101 人（8.0%）、「接客業J 76 人（6%）と続き、この 5職種で

74.1%に達する。「事務J には 38 人が就労し、技能系（資格系）の職種には、「調理師J

に 57 人、 f美容師・理容師J に 42 人、「運転手J に 11 人、 f自動車整備J に 10 人

が就労している。区分外の、「その他J の職種に 127 人（10.1%）の就労がある。

児童自立支援施設からの児童の主たる就労職種は、「作業員J の 78 人及び「大工・

トピ等J の 76 人で、この 2職種で 60%を占める。次に「店員J の 37 人、「工員J 26 

人、「調理師J 17 人と続く。

情緒障害児短期治療施設からの児童の就労職種は、「大工・トピ等J に 3 人、「店

員j 「工員J r作業員J に各 2 人、「美容師・理容師j 「自動車整備j に各 1 人である。

（の学歴別の就労職種

学歴別の就労職種は、 Eの表 14 のとおりである。

中学卒の就労職種は、「作業員J 「大工・トピ等J の 2 職種が抜きん出て多く、「工

員j 「店員J がこれに続いて多い。この 4職種で 406 入となり 84.4%に達する。

全日制高校卒は、「工員J が抜きん出て多く 219 人と 28.3%に達している。これに

人数は半減して「店員J と「作業員J が並んで続き、この 3職種で 453 人（58.6%）と

半数を占める。さらに半減して「接客業J と「事務J が続く。

大多数を占める中学卒及び全日制高校卒の就労職種の分布（男女別）は、 Eの図 14

及びEの図 15 のとおりである。
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Eの表 14 学歴別就労職種（4 月 1 日以後の退学者を除く）

• 店 工 大 作 運 • ;I 間 警 ’ー 自 営. 公 * 自エ • 転 理 自信 容 動 務 政 衡
飾 セ 員 婦 官. 務 員 員 目‘ 手 • 師 師 員 車

卒3医学歴
ト • Jレ理

合計

男子

女子

ピ 容 備 ス

司事 師

中学 66 88 122 130 2 35 15 4 

全日制高級 35 125 219 18 109 11 2 23 28 5 17 2 9 

定時制高後 8 14 2 7 2 4 

菱信 5 12 17 

’F修学敏・ 2 6 10 3 2 7 
各種学校等

..訓練校 17 12 6 2 

総盤内数宵 5 2 6 8 2 

その他 2 

針 38 217 362 165 280 11 2 6 70 5 46 13 17 2 9 

中学 30 52 121 106 2 29 6 3 

全日制直後 8 52 138 16 74 10 13 3 10 5 16 2 9 

定時制高校 4 11 2 5 

豊島趨 3 9 8 

専修学敏・
7 3 5 

各種学校等

..訓練校 13 12 6 2 

~歯肉敏宵 5 6 7 2 

その他 2 

計 10 96 230 162 208 10 5 50 4 18 12 16 2 9 

中学 36 36 24 6 9 

全日制高綬 27 73 81 2 35 10 18 

定時制高校 4 3 2 2 

委麗 2 3 9 

専修学校・各
5 3 2 

種学役割事

駿象訓練校 4 

施畿内教育 2 

その他

針 28 121 132 3 72 20 28 

Eの図 14

｜学歴別就労機種〔男子：中学・全日制禽校卒のみ＞ I
ロ中学校 ・全日帝IJ高校
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Eの図 15

惇雇扇証労機種（女子：中学・全日制高校卒のみ＞ I ロ中学校 ・全日制高校

90 81 

70 

60 

50 

40 

30 

20 

10 
。

ーーーーーーーーーーーーーーーーーー一ーー一一一一一一一一一一一一一一ーーーー・ーーーーーーーーーーーーー骨骨

ーーーー ， E ・・ーーー ーー・ ーーーー・・ーーーーーーー一一一一一 一一一一一一一ー－ーーーーーー．・・・ーー ーーー

50 
－ーーーーーーーーーーーー・・ー ーーーー ーーーーーーーーーーーーー・ーーーー ー ーーーーー ー ー

・－，－，－－－，－垣『γ；（，一” ，－ －－－ ， ・ー－--4 .. 2 

.~~ ..ググ♂(F~ ..... ~· .~ ~· ~· 今~..＿~... ~..， ~~ 〆リ 。ャγ.~~ s予令。 φ 允
’r- + 

(5) 4 月 1 日以後の退学者の就労職種
Eの表 15 （単位：人）

司区 店 エ 大 作 運 • 漁 Ill 書 自’容事隆 自 2察監 公 司E 自 緩 そ
エ • 伝 理 備 動 積 政 術 客 の • 退学した学校 務 員 員
. 

長 手 2民 筋 師 員 車 セ 員

ー・
官 • 他ト 理 • 針ピ 容飾有事 備 ス

合計 中学 10 2 7 12 2 2 3 41 

全日制高校 2 4 4 3 3 17 

定時制高校

養II学校 2 

耳車修学校・
2 3 10 各視学校司事

・..憲章後 2 

B値段肉教育 2 2 5 

その他

針 17 7 15 17 4 3 2 4 8 78 

男子 中学 8 7 9 2 2 33 

全日制高校 2 4 2 2 11 

定時制a彼

•11学校 2 

専修学校・
2 3 10 

各種学校等

’E象訓練校
自包2食肉教育

その他

針 12 3 15 13 4 2 6 58 

女子 中学 2 3 8 

全日制高校 3 1 6 

定時制高校

養穫学校
専修学校・
各種学校等

織.釧練校 2 

施般肉教育 2 2 4 

その他

針 5 4 4 2 3 2 20 

F
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β
h
u
 



進学した学校を平成 10 年 4 月 1 日以後 9 月 30 日までの聞に退学して、就労した

者の就労職種は、上の皿の表 15 のとおりである。

3 就労先の雇用形態

(1) 業種別の雇用形態

業種別の雇用形態は、皿の表 16 及びEの図 16 のとおり である。

Eの表 16 就労先の雇用形態 （単位 ：人）
農 畜 漁 造 建築 運 食 線 個 理 欽 コ

デ，ト' スパ! 
病 ホ ；宵 レ そ

林 産 国 .. 
罪業車

織 人 容 食 ン 院 ア 相事 ジ の
，筒、

関係ヤ，民 業 • ヨE 土 • 製
’E 

店 ピ Jレ
洗

他
木 進 ’モ 容 . 自巨 旅 ；温• • • 院 毒事 訟 館 • 常勤 6 5 9 3 314 43 100 236 21 45 137 6 47 55 53 13 27 284 

常勤以外 27 8 9 4 5 4 23 3 6 6 4 2 16 

合計 7 5 10 3 341 51 109 240 26 49 160 9 53 61 54 17 29 300 

常勤率 85.7首 90.0首 92.1 首 84.3覧 91.7首 98.3覧 80.8百 91.8見 85.6拡 66.7% 88.7首 90.2首 98. 1 見 76.5首 93.1 首 94.7弘

田の図 16
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就労先の雇用形態は、「常勤」が 1,404 人で就労総数の 92.1%、 「常勤以外j の雇

用が 120 人で 7.9%の比率である。常勤雇用率を就労人数が 50 人以上の業種で比較

して見ると 、 最も就労人数の多い「建築（土木）業J は 92. 1%で、平均値と同率である。

平均値に近い業種には、この他に「食品製造・卸売業J の 91.7%、「理容・美容院J

の 91.8%、「病院 ・施設J 90.2%の 3 業種がある。 常勤雇用率の高い業種は、「機械

製造業J が 98.3%と最も高く、 「ホテル・旅館」が 98.1%で続いている。 就労者数が

多いところで常勤雇用率が平均値を下回っているのは、「飲食店J (85.6%）、 「食品

製造・卸売業」（91.7%）、「病院・施設」（90.2%）、 「スーパー・デパー ト J (88.7%）、
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「理容・美容院J (91.8%）、「運輸業J (84.3%）となっている。「その他J の業種の

常勤雇用率は、 94.7%と平均値を 2.6 ポイント上回っている。

(2） . 職種別の雇用形態

職種別の雇用形態は皿の表 17及びEの図 17 のとおりである。

Eの表 17 . 職種別の雇用形態 （単位 ：人）
司匹 店 エ 大 作 運 • 漁 綱 奮 • 自 ）セ堂l 公 司R 自 後 そ

エ ’民 車五 理 備 魯 動 務 政 術 客 の

務 員 • • 手 ’E 
飾 飾 員 師 E匹

JI,.. • 婦 官 • 他 会

ト
廻 登

針ピ 容 自信 ス

• 師
常勤 35 203 361 170 269 11 7 68 4 43 15 17 2 9 73 114 1403 

常勤以外 3 31 B 10 28 6 6 6 20 120 

合計 38 234 369 180 297 11 2 7 74 5 49 15 17 2 9 79 134 1523 

常勤. 92.1 耳 86.B覧 97.8首 94.4首 90.6弛 印刷 91.9覧 80.側 87.8% 92.4覧 85.1覧 92.1 首

Eの図 17
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就労職種別に見た常勤率の平均は、業種別の常勤率と同じく 92.1%である。常勤

率を就労数の多い職種で比較して見ると、平均値に近い職種は「事務J の 92.1%、 「調

理師J の 91.9%、及び「接客業J の 92.4%の 3職種であるが、「作業員J がやや低く

90.6%で、この 3職種に続いている。 常勤率の高い職種は、 「工員J が 97.8%で最も

高く、「大工・ト ピ等J が 94.4%で続いている。 常勤率の低い職種は、「店員J の 86.8%、

美容師 ・ 理容師の 87.8%であり、「その他J の職種も 85. 1%と平均値を下回っている。
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(3) 学歴別の雇用形態

学歴別男女別の雇用形態は、 Eの表 18 及びEの図 23 のとおりである。

Eの表 18 学歴別男女別雇用形態 （単位：人）
中学後 全日制高 定時制 養 II 学 専修学 臓象訓練 自伝 2室内 その他 （退学者） 合計

校 高校 校 後・各種 校 教育

学校等

男女計 常勤 433 739 41 34 36 41 19 5 56 1404 

男子

女子

常勤以外 48 34 2 6 5 22 120 

針 481 773 43 40 37 42 24 6 78 1524 

常勤率 90.怖 95.6覧 95.3覧 85.0% 97.3首 97.6也 79.2% 83.3首 71.8% 92 .. 1首

常勤 333 390 25 21 20 37 16 4 43 889 

常勤以外 27 10 2 5 15 62 

世十 360 400 26 23 20 38 21 5 58 951 

常勤. 92 .. 5% 97.5% 96.2% 91.3% 100.0% 97.4% 76.2% 80.0弛 74. 1 覧 93.5% 

常動 100 349 16 13 16 4 3 13 515 

常勤以外 21 24 4 7 58 

針 121 373 17 17 17 4 3 20 573 

常勤率 82.6誌 93.6覧 94.1首 76.5首 94.1 覧 100.0% 100.0覧 100.側 65.0也 89.9覧

Eの図 18

人 学歴別雇用形態（男女計）
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雇用形態を学歴別に見ると、最も常勤率の高い学歴は、職業訓練校卒と専修学校 ・

各種学校等卒の 2 学歴で、それぞれ 97.6% と 97.3%と並ぶ。次に高いのは全日制高

校卒と定時制高校卒で、それぞれ 95.6%、 95.3%と並び、以上の 4 学歴が平均値を

上回っている。 中学卒は、平均値をやや下回り、 90.0%となっている。養護学校卒

は 85.0%で、施設内ー教育率の場合には 79.2%に下がる。 中退者はさらに下がり、 71.8%

の常勤率となっている。

男女別に見る と、合計では、 男子の常勤率は 93.5%、女子は 89.9%で、 男子が 3.6

ポイン ト女子を上回っている。男女差の大きい学歴は中学卒、 －養護学校卒及び中途

退学で、いずれも男子が 9. 1 ポイントから 14.8 ポイント女子を上回っている。

高等学校卒については、 全日制高校卒、定時制高校卒の両者とも男子の常勤率が
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女子をやや上回っている。専修学校・各種学校等卒についても同様である。

(4) 身体の状況別雇用形態

Eの表 19 身体の状況別雇用形態 （単位：人）

頑健 普通 虚弱 障害有 手帳有 手帳無 空白 合計
常勤 213 1140 39 11 5 6 1404 
常勤以外 18 88 12 2 2 120 
合計 231 1228 51 13 7 6 1524 
常勤率 92.2首 92.8% 76.5% 84.6% 71.4% 100.0覧 100.0% 92.1% 

身体の状況別雇用形態は、皿の表 19 のとおりであるが、「頑健j 及び「普通J

に区分された者の常勤率は、両者に大差はなく平均値に近い。最も常勤率の少ない

区分は「虚弱J であり、就労者の4分の l 近くは常勤以外の雇用形態となっている。

身体に障害のある者の常勤率は「虚弱J を上回っているが、そのうちの「身体障害

者手帳有J については常勤率が 71.4%と最も低い。

(5) 学業成績別雇用形態

Eの表 20 学業成績別雇用形態 （単位：人）

上 中 下 合計

常勤 136 530 737 1404 

常勤以外 5 31 82 120 

合計 141 561 819 1524 

常勤率 96.5% 94.5% 90.0覧 92.1% 

雇用形態を学業成績から見たのがEの表 20 であるが、常勤率は成績「上位J が高く、

「中位J から「下位Jへ向かって下がり、成績との相関関係を示している。

(5) 知的能力別雇用形態

Eの表 21 知的能力別雇用形態 （単位：人）

優秀知 普通知 境界知 発達遅滞 手帳有り 手帳なし 手帳空白 空白 合計

常勤 46 1041 241 67 34 24 9 9 1404 

常勤以外 2 84 23 8 4 3 3 120 

合計 48 1125 264 75 38 27 10 12 1524 

常勤率 95.8覧 92.5% 91.3覧 89.3覧 89.5% 88.9覧 90.0覧 75.0% 92.1% 

雇用形態と知的能力との相関関係を見たのがEの表 21 であるが、学業成績別によ

る常勤雇用の割合の大小と同様の傾向を示じている。
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4 就労の状況（プロック別集計）

Eの表 22 から皿の表 24 は就労業種と就労職種並びに雇用形態について、都道府県

別、プロック別に集計したものであるが、各プロックや都道府県の就労者の動向は、

性別や学歴等の母集団の違いにより、異なるものと考えられるので、集計表を掲載す

るにとどめる。
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Eの表 22 就労業種のプロック別集計 （単位：人）
プロヲタ都道良林 畜産 議 造園 建 運輸 食 也 小売 理集 飲食 コン スー 病院 ホテ 清 レジ その 空 総計
番号府県象 業 師 業 築 業 品 繊 店 容 店 ピニ パー 施霞 Jj, 掃 ヤー 他 自
北海道 17 4 3 8 6 3 7 10 62 
北海道計 17 4 3 8 6 3 7 10 62 
東北 膏. 9 5 5 3 6 32 

岩手 2 2 2 4 7 22 
宮械 5 3 2 3 2 2 3 24 
秩回 2 2 3 9 
山形 2 2 10 
福島 6 4 2 2 5 22 

東北計 25 7 11 2 6 15 6 3 13 2 2 24 119 
関東 議域 9 2 6 3 23 

栃木 5 7 2 3 20 
群馬 7 9 2 20 
埼玉 8 2 10 7 3 3 42 
千葉 4 2 4 3 4 3 2 2 5 32 
東京 2 1 18 5 11 15 3 3 32 3 8 4 5 6 35 152 
神奈川 1 25 2 7 15 9 2 4 2 11 81 
新渇 2 7 
山梨 2 8 
長野 7 5 4 2 3 26 

関東計 4 2 84 13 29 67 7 12 63 5 17 13 10 7 10 68 411 
中旬 富山 4 2 2 9 

石川 3 2 2 2 2 7 20 
福井 2 4 9 
岐阜 5 4 3 2 8 25 
静岡 9 5 10 4 2 36 
愛知 18 2 5 23 4 7 5 2 2 11 82 
三重 2 4 3 2 5 19 

中部計 2 43 5 14 48 8 2 16 6 10 5 2 3 34 200 

近儀 滋賀 2 3 7 
京都 5 3 4 5 2 3 2 5 32 

大阪 48 7 12 16 3 6 13 8 4 2 24 145 
兵庫 2 13 3 3 15 3 15 3 4 9 73 

奈良 2 2 2 6 15 

和敬山 4 2 2 3 15 

近畿計 2 74 13 20 42 5 10 34 10 10 10 3 5 48 287 

中国 鳥取 2 8 

島穂 4 2 2 2 12 

岡山 10 3 5 3 2 10 36 

広島 2 2 2 3 2 1 4 17 

山口 9 2 3 7 27 

中国計 2 26 5 6 14 6 3 3 2 4 3 24 100 

四国 徳島 3 3 3 11 

香川 2 4 

愛媛 10 2 2 4 2 5 30 

高知 5 2 3 4 19 

四国計 2 20 2 7 6 2 5 2 4 12 64 

九州 福岡 10 3 8 14 3 3 4 8 22 78 

佐賀 2 3 2 3 13 

長崎 8 5 6 14 38 

般本 5 6 4 4 2 14 38 

大分 8 3 6 2 3 2 9 36 

宮崎 4 2 5 2 2 3 20 

鹿児島 2 11 5 2 4 2 9 36 

沖縄 4 5 6 22 

九州針 2 3 1 52 8 23 44 4 10 18 2 6 18 4 2 4 80 281 

総計 7 5 10 3 341 51 109 240 26 49 160 9 53 61 54 17 29 300 1524 
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Eの表 23 就労職種のプロック別集計 （単位：人）

プロヲ9 都道府 事 店 工 大 作集 運転 腫 漁 嗣理 警備 理襲 盤 営 公務 家政 自衛 擁客 その 空 総計

番号 県 務 員 員 工 員 手 業 師 師 員 容師 備 S民 員 婦 官 業 他 白

北海道 11 10 7 15 3 9 3 62 

北海道計 11 10 7 15 3 9 3 62 

東北 青窓 7 6 3 8 3 3 32 

岩手 8 3 2 6 22 

宮城 6 2 4 4 5 24 

秋田 2 3 9 

山形 2 5 2 10 

福島 2 3 3 5 3 2 22 

東北計 2 25 16 13 23 8 7 16 6 119 

関東 袈城 2 2 8 5 2 23 

樹木 7 4 4 2 20 

群周 6 2 11 20 

埼玉 1 12 8 4 9 4 42 

干葉 2 6 6 3 2 2 5 4 32 

東京 11 43 26 12 20 12 4 3 8 12 152 

神奈川 3 6 15 19 13 6 4 5 7 81 

新潟 2 3 7 

山梨 2 2 2 2 8 

長野 4 7 3 4 2 2 26 

関東計 17 75 80 47 74 4 2 29 13 6 4 2 19 37 411 

中部 富山 4 3 9 

石川 5 6 2 3 20 

福井 3 3 9 

－厳阜 6 7 3 2 2 24 

静岡 6 10 5 10 4 36 

愛知 2 12 30 11 15 3 7 82 

.:.It 2 2 7 2 3 2 19 

中部計 5 32 67 24 38 8 2 2 4 14 199 

近畿 滋賀 2 2 2 7 

京都 3 9 9 4 2 32 

大阪 3 25 32 34 25 4 6 2 2 10 145 

兵庫 9 16 6 14 8 3 2 9 4 73 

奈良 4 2 3 15 

和歌山 4 3 4 15 

近信計 5 41 67 47 52 2 18 2 10 2 4 17 19 287 

中国 鳥取 2 8 

島銀 3 3 2 2 12 

岡山 11 5 7 2 3 3 36 

広島 8 3 2 2 17 

山口 2 9 2 8 2 2 27 

中国計 8 32 10 20 2 6 3 4 5 7 100 

四国 徳島 2 3 3 n 
香川 4 

愛媛 2 2 5 8 2 3 6 30 

高知 3 6 3 4 19 

四国計 8 11 12 14 2 2 3 8 64 

九州 福岡 9 24 2 17 2 2 17 78 

佐賀 3 6 2 13 

長崎 4 13 5 5 8 38 

館本 2 5 16 10 3 38 

大分 3 8 3 8 2 2 5 36 

宮崎 3 4 2 6 2 20 
鹿児島 2 15 6 6 5 36 
沖縄 7 3 2 3 2 22 

九州計 7 34 86 20 61 2 2 5 2 8 2 5 6 40 281 

総計 38 234 369 180 297 11 2 7 74 5 49 15 17 2 9 79 134 1523 
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Eの表 24 雇用形態のプロ ック別集計（単位：人）
ブロック 4都道府県 常勤 常勤以外 合計 常勤率
北海道 56 6 62 90.3首

東北 青森 32 32 100.0也

岩手 17 5 22 77.3% 

宮減 23 24 95.8覧

秋田 9 9 100.0% 

山形 10 10 100.0覧

福島 22 22 100.0覧

東北針 113 6 119 95.0覧

!Ill東 茨媛 20 3 23 87.0耳

栃木 19 20 95.0覧

群馬 19 20 95.0覧

金奇玉 34 8 42 81.0首

千葉 31 32 96.9首

東f琵 134 18 152 88.2首

神奈川 74 7 81 91.4% 

新潟 5 2 7 7 1.4覧

山梨 8 日 100.0% 

長野 24 2 26 92.3覧

関東針 368 43 411 89.5% 

中官官 富山 8 9 88.9覧

石川 20 20 1 00.0首

箔弁 9 9 100.0首

岐阜 24 25 96.0弛

静岡 35 36 97.2% 

愛知 80 2 82 97.6% 

三軍 19 19 100.0% 

中飾計 195 5 200 97.5耳

近後 滋賀 7 7 100.0見

京都 27 5 32 84.4首

大阪 135 10 145 93.1 覧

兵庫 63 10 73 86.3覧

奈良 15 15 1 00.0首

和歌山 14 15 93.3覧

近自俊針 261 26 287 90.9首

中国 鳥取 6 2 8 75.0首

島被 12 12 100.0% 

岡山 32 4 36 88.9首

広島 17 17 100.0胃

山口 26 27 96.3覧

中国針 93 7 100 93.0官

四国 徳島 9 2 11 8 1 .8首

香川 2 2 4 50.0% 

愛緩 29 30 96.7% 

高知 18 19 94.7覧

四国針 58 6 64 90.6覧

九州 福岡 73 5 78 93.6覧

佐賀 13 13 100.0覧

長餓 35 3 38 92.1% 

熊本 35 3 38 92.1覧

大分 32 4 36 88.9% 

宮筒 19 20 95.0国

鹿児島 35 36 97.2覧

沖縄 18 4 22 81.8% 

九州針 260 21 281 92.5覧

合計 1404 120 1524 92.1% 
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IV 就労先決定に至った経過

1 決定に当たって主体的に｜剥わった機関等

全体的には「施設」が主体的に闘わったとするもの668人（43. 8%）と一番多く、次い

で「学校」 524人 （34. 3% ）、 「親」は160人 (10. 5%）、 「親以外の親族 ・ 知入J は73

人（4. 8%）、 「職安」 59人（3. 9%）となている。 「児相」は11人 co. 7%）と大変少ない。

これを、 (1)両親の状況、（2）入所期間の状況、（3）児輩の反社会的行動、非社会的行動の有

無、（4）卒業、また中途退学した学校との関連について見ると次のとおりである。

(1) 両親の状況からすると「両親ともいる」場合であっても「施設」 (37. 5%）と「学校」

(34. 3%）は合わせて計71. 8% と高く「親」及び「親以外の親族・知人」は15. 7% と

4. 2%計19. 9%の関わりにとどまっている。

「両親ともいない」場合は、 「施設」 (50. 7%）と「学校」 (38. 0%）で計88. 7%が関

与しているのに対し、 「親以外の親族 ・ 知人J の関わりは6. 8% と低い。

－「父のみいる」場合、 「施設」 (44. 7%）、 「学校」 (35. 0%）の関与を合わせると計

79. 7% と高く、 「親」は11. 2% 、 「親以外の親脹 ・ 知人」は2. 6%である。

「母のみいるJ 場合、 「施設」、 「学校」の関わりはそれぞれ46. 8%と 32. 3%であり計

79.1%は「父のみいる」の財合とさほど変わらず、ただ 「親以外の親族 ・ 知人」の関わり

が6. 2% と「父のみいる」場合よりやや高い。

町の表 1 両親 の状況

（単位：人）

鉱労.fu 』也設 学校 児 ~11 鋭 線以外の 増it 1i. その他 官官回答

が決定 .m A長・

知人

オ * 2十 I. 526 668 524 II 160 73 59 27 4 

前 間 籾 と もいる 504 189 173 3 79 21 21 14 4 

.Ul 父の みいる 349 156 122 2 39 9 18 3 

の flJ の みいる 468 219 151 6 42 29 14 7 

状 同級ともいない 205 104 78 14 6 3 

況 宮正 阿 15 . . . . 

aq 
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(2) 入所期間の状況を入所通算在籍年月との関連で見ると、 「施設」は全体的に高い関わり

を もっており、 34. 2~ 56. 8%の範囲にある。入所後 1 ～ 2 年未満では、 「親」や「親以

外の親族・知人」が関わる率が高い（32. 3% と 11. 2%計43. 5%）が、 4 年を超えると80%

以上が「施設J と「学校」の関わりとなる。

16年以上の長期入所の場合では「学校」の関わりが若干「施設」を上回っている。

町の表 2 入所期間との関係

（単位：人）

就労先 施設 学校 児相 続 悌以外の 職安 その他 無回答

が決定 親族・

百十 知人

カ 合 計 1.526 668 524 11 160 73 59 27 4 . 
入 6 カ月未満 幻 11 4 . 5 

所 6 カ月～ 1 年未満 73 25 3 26 7 9 3 . 

通 1 ～ 2 年未満 161 59 18 4 52 18 6 4 

算 2 ～ 3 年未満 74 39 10 14 6 3 2 

在 3 ～ 4 年未満 110 46 32 12 7 6 4 2 

籍 4 ～ 5 年未満 99 41 42 7 5 3 . 
’ 

年 5 ～ 6 年未満 86 37 37 5 3 2 . 

月 6 ～ 7 年未満 76 35 31 . 2 4 3 . 

7 ～ 8 年未満 73 34 25 6 4 

8 ～ 9 年未満 76 36 31 . 3 3 2 . 

9 ～ 10 年未満 72 29 30 . 5 4 3 ’ 

10 ~ l l 年未満 61 32 20 2 2 3 2 . 

11 ～ 12 年未満 77 36 31 . 4 5 . 

12 ～ 13 年未満 66 24 29 . 6 2 4 

13 ～ 14 年未満 89 42 41 . 3 . 2 . 

14 ～ 15 年未満 77 34 37 2 2 2 . 

15 ～ 16 年未満 81 46 28 2 3 ．回

16 ～ 17 年未満 57 23 28 2 

17 ～ 18 年未満 47 17 27 2 

18 年以上 46 21 19 . 2 3 . 

無 回 答 2 . 
ー

. 
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(3）反社会的、非社会的行動の有無との関連で見ると、全体的には、 「施設」の関わりが

43. 8%と高いが、反社会的行動がある場合、 「親」 (22. 5%）、 「親以外の親族・知人」

(9. 1%）計32.4% となっており、 「無」の場合の「親」 (4. 0%）、 「親以外の親族・知

人」 (3. 5%）計7. 5%に比較しかなり高い。

この傾向は、非社会的行動についても同様に見られ、 「有」の場合の「親」及び「親以

外の親族・知人」の関わりも計32. 8% と高い。たお、 「非社会的行動有」 85人中「児相」

が主体的に関わったのは 0 人である。

町の表 3 反社会的行動、非社会的行動の有無

（単位：人〉

就労先 施設 学校 児相 親 陣以外の 職安 その他 無回答

が決定 親族・

計 知人

ぷ日.. 3十 1. 526 668 524 11 160 73 59 27 4 

サ 無 748 344 316 3 30 26 21 2 

~ 会行動的
過去にあった 525 228 159 4 73 24 22 13 2 

有 253 96 49 4 57 23 16 8 ー

無 回 答 . . . 
- . ー

シ 無 I, 186 519 434 7 114 47 41 21 3 

非社会行動的
過去にあった 254 114 73 4 31 13 13 5 

有 85 34 17 . 15 13 5 

無 回 答 . . . 

(4）卒業、又は中途退学した学校との関連で見ると卒業の場合、 「中学」卒は「施設」

(53. 8%）の関わりが高く、また「親」 (22. 9% ）、 「親以外の親族・知人」 (7. 1 

%）の関わりは合計で32. 0%を示す。 「施設内教育」卒も、 「親」 (24. 0%）及び「親以

外の親族・知人」 (12. 0%）を合わせると 36. 0% と高い。 「全日制高校」卒、 「養護学

校」卒、 「専修学校・各種学校等」卒、 「職業訓練校」卒のいずれの場合も45.2～51.7% 

で「学校」は「施設」に比べ高い関わりをしている。

中途退学の場合、 「全日制高校」退学は、 「親」 (24. 4%）と「親以外の親族・知人」

(12. 2%）が計36.. 8%と高い関わりをし、 「職安」も 14. 6% と高い。 「定時制高校」退学
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も「親」 (35. 3%）と「親以外の親族・知人」 (11. 8%）の合計は51. 1% となり一番高い

関わりを示す。 「学校」の関わりは、卒業の場合に比べ中途退学の場合は総じて低くなっ

ている。

Wの表 4 卒業また退学した学校による機関の関わりの違い

（単位：人）

就労先 施設 学校 児相 親 陶以外の 職安 その他 無回答

が決定 親族・

Z十 知人

~日I. 計 l, 526 668 524 11 160 73 59 27 4 

ス 卒業した Z十 I. 448 643 518 142 63 50 22 4 

卒 中 学 481 259 43 4 110 34 24 7 . 

業 全日制高校 774 301 400 2 20 19 21 8 3 

し 定時制高校 43 21 15 2 4 . . 

た 控 護 40 16 22 ー ー . 

学 専修学校・各種学校等 37 14 18 2 . 

校 職業訓練校 42 !? 19 . 3 . 2 

施設内教育 25 12 . 6 3 2 

そ の 他 6 3 . . . 

セ 退学した 2十 78 25 6 5 18 10 9 5 . 

退 全日制高校 41 12 2 3 10 5 6 3 . 

学 定時制高校 17 4 3. 6 2 . 

し 養護学校 ’ 
. . . . . . 

た 専修学校・各種学校等 2 2 . . . . 

学 職業訓練校 10 4 3 . . 

校 施設内教育 2 . . . . 

そ の 他 5 3 . . . 
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2 決定に当たって最も影轡を与えた人

全体的には最も影響を与えた人は「施設職員」で49. 5%、次いで「本人の意志」 (24. 1 

%）、 「学校の教師」 (22. 7% ） 、 「親」 と 「親以外の親戚 ・ 知人」計21. 4% とな ってお

り 、 「児相職員」 はわずかに1. 6%である。

( 1）両親の状況との関連を見ると 、 「施設職員」の影響は「両親ともいなしリ場合（55. 6 

%）が一番高く、 「父のみ、母のみ」の場合、それぞれ52.1%、 50. 2% と なっている。ま

た 「両親ともいる」場合でも44. 6%と高い。

「本人の意志」はいずれの場合でも22. 9~ 24. 6%で大きな差異は見られない。 「学校の

教師J の彩轡は、 「両親がいない」場合に27. 3% とやや高く、 他は21. 0~ 23. 8%となって

いる。

「親」の影響は、 「両親ともいる」場合は、 21. 0% と高いが、 「父のみ、 母のみ」の場

合は13. 2% 、 12. 8%であり低い。 「親以外の親戚 ・ 知人J の影響は、 「母のみ」の場合が、

9. ヰ%と他よりやや高い点に注目したい。

却の表 5 決定に当たって最・も影響を与えた人（複数回答 2 つま で）

（単位：人）

就労先 本人の 』怠設 学校の 児 ~ll Z見 陶以外ω 験安 その他 無回答

が決定 意志 思ii n 教師 獄 .u E見戚・ 町民貝

3十 知人

オ 合 計 I. 526 368 756 347 24 214 113 32 24 6 

両 河殺ともいる 504 123 225 106 8 106 32 9 8 5 

I見 父のみいる 349 86 182 83 4 46 19 II 3 

の 母のみいる 468 112 235 102 9 60 44 10 

状 両mともいない 205 47 114 56 3 2 18 2 4 

自己 まま 図 答

(2) 入所期間との関連では入所後 4 年未満までに「籾J 、 「組以外の親戚 ・ 知人」の影響が

見られ、 6 カ月～ 1 年未満60. 3%、 1 ～ 2 年未満50. 3% 、 3 ～ 4 年未満で21. 9%である。

以後影響は薄れて行く。

「施設職員」の影響は全般的に高く、長期間在:m していたものに高い数値が見られる0

・「学校の教師」の彩糾は、 17～18年未満で38. 3% 、 18年以上で34 . 8% と高し、。 入所 6 カ
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月未満では、 「本人の意志」 (39. 1%）が「施設職員」 (34. 8%）や「親」 (21. 7%）の

影響より高いのが注目される。

Wの表 6 決定に当たって最も影響を与えた人（複数回答 2 つまで）

（単位：人）

就労先 本人の 施設 学校の 児相 親 嗣以外の 職安 その他 無回答

が決定 意志 職員 教師 職員 親戚・ 職員

Z十 知人

カ 合 計 1. 526 368 756 347 24 214 113 32 24 6 

入 6 カ月未満 23 9 8 2 . 5 . . 

所 6 カ月～ 1 年未満 73 17 28 7 34 10 5 . 

通 l ～ 2 年未満 161 21 72 14 6 59 22 2 3 . 

算 2 ～ 3 年未満 74 13 34 7 22 12 3 . 

在 3 ～ 4 年未満 110 21 52 20 2 18 4 3 2 

籍 4 ～ 5 年未満 99 29 51 30 2 8 6 2 2 . 

年 5 ～ 6 年未満 86 19 41 30 8 5 2 3 . 

月 6 ～ 7 年未満 76 18 41 21 . 7 6 3 2 . 

7 ～ 8 年未満 73 !? 35 16 3 10 4 ・．

8 ～ 9 年未満 76 15 42 17 4 5 6 2 . 

9 ～ 10 年未満 72 24 33 20 5 6 . 

10 ~ l l 年未満 61 15 31 17 4 3 . 

日～ 12 年未満 77 20 42 21 ・． 4 7 

12 ～ 13 年未満 66 20 33 16 . 6 4 

13 ～ 14 年未満 89 22 51 24 6 3 2 2 

14 ～ 15 年未満 77 21 37 21 . 3 4 2 3 

15 ～ 16 年未満 81 24 46 19 5 3 . 

16 ～ 17 年未満 57 21 31 10 . 2 3 . 

17 ～ 18 年未満 47 10 25 18 . 2 . 

18 年以上 46 12 22 16 . ー

無 回 答 2 ・． ’ 
. 

ー
. . 

(3) 反社会的、非社会的行動の有無との関連では反社会的行動がある場合、 「施設職員」の

影響は42. 3%で、 「無」 (51.9%）あるいは「過去にあった」 (49. 7%）と比べ低い。し

かし「親」、 「親以外の親戚・知人」の影響は計36. 0%で、 「無」 (11. 9%）、 「過去に

あった」 (28. 0%）よりもかなり高くなっている。
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「非社会的行動がある場合は、 「反社会的行動有」に比し、 「本人の意志」 (16. 5%）は

低いが、 「親」、 「親以外の親戚・知人」の影響では計37. 6% と高く類似の傾向が見られ

る。

町の表 7 決定に当たって最も影響を与えた人（複数回答 2 つまで）

（単位：人）

就労先 本人の 施設 学校の 児相 親 同以外の 職安 その他 無回答

が決定 意志 職員 教師 職員 親戚・ 職員

E十 知人

ぷ日... 2十 I. 526 368 756 347 24 214 113 32 24 6 

サ 無 748 205 388 214 5 52 37 16 11 3 

行反量動的
過去にあった 525 103 261 101 9 102 45 8 10 3 

有 253 60 107 32 IO 60 31 8 3 . 

無 回 答 . . . . . . 

シ 無 l. 186 304 592 276 15 150 77 18 14 5 

過去にあった 254 50 124 54 44 24 9 9 

有 85 14 39 17 3 20 12 5 

動
無 回 答 ・． ー

. 
ー

. . 

(4) 卒業または中途退学した学校との関連を見ると中学卒の場合、 「施設職員」の影響

(52. 4%）は高いが、 「親」 (27. 0%）と「親以外の親戚・知人」 (10. 8%）の計37. 8% 

も目立つ。 「学校の教師J は 10. 2% と低い。

全日制高校卒の場合、 「施設職員」の影響（47. 0%）は他の学校卒業の場合に比べると

一番低い。これに対し「本人の意志J (30. 0%）、 「学校の教師」 (30. 5%）の影響は高

い。 「親」、 「親以外の親戚・知人」の影響は、計10. 7%であり中学卒（37. 8%）に比べ

低い。

定時制高校卒は、 「施設職員」、 「学校の教師」の影響は全日制高校卒と類似の傾向を

示しているが、 「本人の意志」は14. 0% と低い。また「親」 (9. 3%）、 「親以外の親

戚・知人」 (18. 6%）の影響は計27. 9% と高い。専修学校・各種学校等卒は、 「施設職

員」の影響（54. 1%）と、 「本人の意志」 (32. 4%）が高い。

養護学校卒の場合は、 「施設職員」、 「学校の教師」の影響がともに62. 5%で大きい。

職業訓練校卒は、「施設職員」の影響を61. 9% と多く受けているが、 「本人の意志」は

23. 8%で専修学校各種学校等卒の場合（32. 4%）に比べ低い。
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施設内教育卒は、 「施設職員」の影響は56. 0%だが、 「親J (32. 0%）、 「親以外の親

戚・知人J (20. 0%）計52. 0% となっており、これらの影響の大きさが目立つ。

全日制高校退学の場合、 「施設職員」の影響は29. 3% と低く、 「学校の教師」は0. 0 

%である。 「本人の意志」は34.1% と高い。 「親」 (24. 4%）と「親以外の親戚・知人」

(7. 3%）の影響は、計31. 7% と高い。

定時制高校退学の場合は、 「本人の意志」 (11. 8%）は低い。全日制高校退学の場合と

異なり施設職員や、学校の教師の影響も受け、特に「親」 (35. 3%）と「親以外の親戚・

知人」 (11. 8%）の影響の大きさ（計47. 1%）が目立つ。

IVの表 8 卒業又は退学した学校による違い（複数回答 2 つまで）

（単位：人）

就労先 本人の 施設 学校の 児相 親 陶以外の 職安 その他 無回答

が決定 意志 職員 教師 職員 親戚・ 職員

Z十 知人

必日.. 2十 1.526 368 756 347 24 214 113 32 24 6 

ス 卒業した E十 1. 448 346 726 344 19 197 106 30 24 5 

卒 中 学 481 83 252 49 16 130 52 15 8 ・－

業 全日制高校 774 232 3倒 236 46 37 9 5 3 

し 定時制高校 43 6 21 12 . 4 8 2 

た 聾 護 40 25 25 2 2 2 3 . 

学 専修学校・各積学校等 37 12 20 8 . 2 . 3 . 

校 職業訓練校 42 10 26 9 4 . 3 

施設内教育 25 14 4 . 8 5 ’ 2 

そ の 他 6 4 2 . 

セ 退学した 計 78 22 30 3 5 17 7 2 ー．

退 全日制高校 41 14 12 . 2 10 3 2 

守－・. 定時制高校 17 2 8 2 6 2 . 

し 養護学校 . . . . 

た 専修学校・各種学校等 2 . . 

学 職業訓練校 10 2 4 2 

校 施設内教育 2 . . 
・－

. . 

そ の 他 5 2 3 . . . 
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3 求人情報の入手経路

求人情報を、どこから得るかについて、 全体的に見ると「学校の求人票」とするものが、

43. 4% ともっとも高く、次いで「施設で開拓」 (19. 9%）、 「i般安」 (14. 5%）、 「親 ・ 親

族」 (13. 9%）と続き、 「その他の公的機関」は0. 9% と低い。

(1) 両親の状況との関連で見ると、 「両親ともいる」場合、 「学校の求人票」 (41. 3%）が

最も高く、 「親 ・親族」 (18. 8%）、 「施設で開拓」 (17. 7%）、 「職安」 (13. 7%）が

続いている。

「両親ともいなしリ場合は、 「学校の求人票」 (49. 8% ） . と 「施設で開拓」 (25. 9%) 

の占める比率が平均より高く 、 「親 ・ 親族」は6 . 3% と少ない。また、 「父のみいる 」

場合、 「母のみいる」場合の「職安」の占める順位は第 3 位となっており、他の場合に比

べ、やや高い。

却の表 9 両親の状況との関係

（単位：人）

就労先 絡役で 学校の .m ・ 駿安 求人 児1置の その｛也の その他 無回答

が決定 l);J 妬 求人票 鋭族 ttm誌 友人 ｜公的後｜約

E十

オ '* 針 1. 526 304 663 212 222 21 27 13 57 7 

両 両毅ともいる 504 89 208 95 66 4 10 2 24 6 

.m 父のみいる 349 65 164 41 62 4 5 7 

の f号のみいる 468 97 189 63 73 8 11 9 !? 

状 両線ともいない 205 53 102 13 21 5 9 

況 無 回 答

(2) 入所期間との関連で見ると、全体的に最も比率の高い「学校の求人票」 は、入所期間 3

年以上のいずれの区分においても最も高い比率（39. 1~ 67. 4 % ） を示している。また、

「施設で開妬」と「職安」は一部に比率の高いものと低いものが見られるものの、入所JUJ

聞の長短との聞に特に顕著な関係を認めにくい。 「親 ・ 親肢」の関わりは 4 年未満の比較

的短期間の場合に高い比率 (17. 4~ 42. 2%）が認められる。
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町の表10 入所期間との関係

（単位：人）

就労% 施役で 学伎の tll ・ 司t 長・ 求人 児童tの その他の その他s 宮署回答

がi.k)l! 開 l1i 求人哀 相t 族 11HllU 友人 i公的償問

u 
カ 令 n I. 52G 30~ 663 212 222 21 27 13 57 7 

人 6 カ月未満 2:3 7 3 4 7 

;rr『 6 カ月～ Iiド未満 73 10 3 28 23 3 3 3 

jffi l ～ 2 年未満 161 27 21 68 29 。 9 

rr. 2 ~ :J 1ド米露埼 74 20 14 22 12 2 3 

rr. 3 ~,, iド未満 110 16 43 18 18 2 2 7 3 

7書 4 ～ 5 年来布施 99 20 55 13 8 

if. 5 ~ (j if. 未 満 86 18 4G 7 II . 3 

月 自～ 7 苦手未満 76 18 36 6 II 2 3 

7 ~ 8 .fド米諸暗 73 13 37 6 9 2 4 

8 ~ 9 ~未満 7G 21 32 6 。 2 3 

9 ~ 10 if. 未満 72 14 38 6 II 

10 ~ 11 4ド未満 61 18 25 5 II . 

I l ~ 12 i）＇.未満 77 15 39 5 10 2 4 

12 ~ 13 if. ＊ 泌 66 9 :15 7 8 2 2 3 

13 ~ 14 iド未満 89 18 49 5 15 

14 ~ 15 f仁未満 77 15 •15 9 2 2 3 

15 ~ JG .fl：米満 81 20 43 2 13 

16 ~ 17 if. 未満 57 10 36 2 3 

17 ~ 18 iド未満 47 9 31 2 2 

18 if. 以上 4fi 5 31 3 2 2 2 

lilt 回 7i 2 

(3) 卒業又は中途退学した学校との関連を見ると、中学卒の場合、 「親 ・ 親族」からが29. 3

%と高く 、 「施設で開拓」 (27. 2%） 、 「職安」 (26. 0%）からが続いている。 「学校の

求人禁」からは、 10. 8%である。全日制高校卒の場合、対照的に 「学校の求人票」が67. 2 

%であり 、 「施設で開拓」は15. 5%である。 この傾向は、 定時制高校卒、 専修学校 ・ 各種

学校等及び養護学校卒ともに似ている。 職業訓練校卒の場合、 「学校の求人票」によるも

のは、 4 5. 2%、 「職安」は21. 4%、 「施設で開拓」は19. 0%である。 1・

施設内教育卒は、 「親・親族」からが40. 0% と高く、 「職安」は12. 0%、 「施設で開
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拓」は20. 0%である。

中途退学の場合は、全日制高校、定時制高校ともに、 「学校の求人票」は低く、これは

退学時期が求人時期と一致しなかったり、学校との関係によるものと推測される。卒業者

に比べると、 「親・親族」からの情報が多く、それぞれ26. 8% 、 29. 4%である。また「職

安」についても、 29. 3% 、 29. 4%が活用している。

「施設で開拓」のうちで目立つのは全日制高校中退の場合、 22. 0%である。

町の表11 卒業又退学した学校との関係

（単位：人）

就労先 施設で 学校の 親・ 職安 求人 児童の その他叫 その他 無回答

が決定 開拓 求人票 親族 情報誌 友人 l公的機関

E十

,J.日~ 計 1. 526 304 663 212 222 21 27 13 57 7 

ス 卒業した 計 1.448 289 657 194 199 17 22 13 50 7 

卒 中 学 481 131 52 141 125 5 5 3 19 . 

業 全日制高校 774 120 520 31 51 11 11 4 21 5 

し 定時制高校 43 8 20 4 3 3 3 . 

た 強 護 40 6 24 . 5 ー. 3 2 

学 専修学校・各種学校等 37 10 19 2 3 . 2 

校 職業訓練校 42 8 19 4 9 . ー

施設内教育 25 5 2 10 3 . 2 2 

そ の 他 6 2 . . ー ・．

セ 退学した 計 78 15 6 18 23 4 5 7 . 

退 全日制高校 41 9 3 11 12 . 4 

学 定時制高校 17 2 5 5 2 . ー

し 養護学校 . . . . . . 

た 専修学校・各種学校等 2 . . . 

学 職業前線校 10 2 2 3 . 3 . 

校 施設内教育 2 . ー
. 

そ の 他 5 2 
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v 9月 30 日現在までの状況

1 就労の状況

(1) 全体状況

今回の調査対象児童（実施要領、 5 調査内容、（1）のイ） 1, 787人中 3 月末日現在で、

「就労が決定していた」のは l, 526人（85.4%）、そのうち 9 月 30日現在同一職場で

「就労継続中J は、 1, 095人（71. 8%）である。

また、 「転職後就労中」は168人 (11. 0%）で、総就労人数は1, 263人（82. 8%）で

あり、 2 割弱が 6 カ月程度の聞に不明、又は不就労の状態となっている。

「求職活動中」は、 3.4% (52人）で、全国完全失業率（4. 3%、平成10年 9 月末総務庁

調査）に比較し約 1 ポイント低いが、昨今の中・高校生に対する求人率の低さから見て今

後が気になるところである。

「不就労」は、 114人（7. 5%）である。

(2) 個別状況

就労継続中のブロック別内訳では、北海道の継続率が最も高く（77. 4%）、次いで中

国（77. 0%）、第 3 位が九州（75. 4%）となっている。就労総数の比率で見るとやはり

北海道が90. 3%で第 1 位、次が中国（86. 0%）、第 3 位は僅差で入れかわり、中部

(85. 0%）となるo

Vの表 1 ブロック別就労継続状況

（単位：人）

就労先 就労中 転職後 求職中 在学中 不就労 不明 無回答

が決定 就労中

S十

プ ~ 百十 I. 526 I. 095 168 52 114 90 6 

ロ 北 海 道 62 48 8 2 . 3 . 

ツ 東 北 119 81 11 7 . 12 5 3 

ク 関 東 413 290 45 9 31 35 3 

.SU 中 部 200 143 27 10 7 13 

近 畿 287 205 29 10 26 17 . 

中 国 100 77 9 4 9 

四 国 64 39 13 2 7 2 . 

九 州 281 212 26 8 ・． 21 14 . 
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両親の状況との関連では、 「両親ともにいない」場合の継続率は、 「両親ともにい

る」場合の69. 4 %に比べ77. 6% と高い。 「父のみいる」 「母のみいる」場合はそれぞれ

72. 5% 、 7 1. 2% となっている。

また、不就労の比率が一番高いのも「両親ともにいる」場合（10. 5%）である。

Vの表 2 両親の状況別就労継続状況

（単位：人）

就労先 就労中 転署員後 求職中 在学中 不就労 不明 無回答

が決定 就労中

針

オ メZミ. Z十 I. 526 I. 095 168 52 114 90 

同 前叙ともいる 504 350 46 19 53 31 4 

Z見 父のみ いる 349 253 44 13 15 24 

の f証のみ いる 468 333 60 15 37 22 

状 両叙ともいない 205 159 18 5 9 13 

況 官E 回 答

「入所通算在籍年月」との関連を 5 年区切りにして見ると、継続就労の比率は15年以

上が8 1. 0%であり 、 「通算在籍年月」が短くなるにしたがいl順次低くなっている。 施設

生活が長期に及ぶほど継続して就労しており 、 不就労の比率は、この逆になっている。

V －表 3 入所年数別就労継続状況

（単位 ： 人）

就労｝＼； 就労中 転職後 求験中 在学中 不就労 不明 無回答

が決定 就労中

計

カ 合 Z十 I. 526 l. 095 168 52 114 90 6 

人 5 年米記事 540 341 56 23 63 53 3 

Tす1 5 ～ 10 年米前 383 281 53 10 21 17 

年 10 ～ 15 年未満 370 284 41 II 17 15 2 

数 15 年以上 231 187 18 ’ 13 5 

J}IJ 1m 回 答 2 2 . 
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また、各児童の「性格」との関連では、 「粘 り強し、」 (89. 1%）、 「まじめ」 (87. 6 

%）、 「協調的」 (83. 2%）、 「九帳面」 (80. 3%）の「性格」が高い就労の継続率を

示し、不就労と「性格J との関連では 「無気力」 (18. 0%）、 「飽きっぽい」 (15. 9 

%） 、 「短気」 (12. 7%） 、 「非協調的」 (12. 2%）となっている。

Vの表 4 性格別就労継続状況（複数回答 3 つまで）

（ 単位：人）

就労先 車A労中 転職後 求職中 伝学中 不就労 不 明 無回答

が決定 就労中

gr 

コ 〆~ 計 I. 526 I. 095 168 52 114 90 6 

f土 防 気 435 314 49 14 30 25 2 

格 除 気 87 60 4 7 7 

ま じ め 370 324 23 8 5 9 

元気がよ い 300 225 34 22 13 

おとなし い 346 260 33 15 22 13 3 

外 交 的 201 140 28 6 14 13 

内 向 的 289 197 32 14 30 15 

凡 級 函 117 94 12 3 5 3 

だらしがない 296 191 42 10 31 20 2 

総 気 221 130 25 14 28 22 2 

智正 気 カ Ill 63 14 6 20 7 

頑 国 158 112 20 II 8 

h島 籾 約 315 262 28 3 7 15 

非協倒 的 189 116 22 10 23 17 

給り強い 137 122 10 2 3 

飽きっぽい 227 128 38 5 36 19 

f凝 回 答 5 3 
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成績別で就労の継続状況を見ると、上位（81. 6%）、中位（81. 1%）、下位（63.8 

%）の順位のとおりとなっている。

知的能力別では「境界知」の継続率の低さ（65. 7%）と不就労の高さ（12. 8%）が目

立っている。

身体の状況が就労の継続に及ぼす影響については、有意な差異を読み取ることはでき

ない。

Vの表 5 身体、知的、成績別就労継続状況

（単位：人）

就労先 就労中 転職後 求職中 在学中 不就労 不明 無回答

が決定 就労中

Z十

合 計 1. 526 1.095 168 52 114 90 6 

キ 頑 健 231 165 21 12 ー 19 14 . 

身 普 通 l. 230 880 145 37 91 70 6 

体
虚 ~~ 51 40 . 3 司 4 4 . 

の

状 身体的障害有 13 9 2 . 2 . 

況
無 回 答 . . 

ー
. . 

ク 優 秀 知 48 37 6 2 2 ・．

知 普 通 知 1.125 811 140 36 73 60 4 

的 境 界 知 265 174 21 12 34 23 

能 発達遅滞有 76 62 2 4 

カ 無 回 答 12 11 . . . 

ケ 上 141 115 12 3 . 10 ・．

成 中 561 455 50 11 24 19 2 

績 下 821 524 106 38 87 61 4 

無 回 答 3 ー
. 2 ー

. 
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卒業した学校別に就労の継続状況を見ると、全日制高等学校卒（80. 9%）と中学卒

(56. 8%）及び施設内教育卒（60. 0%）とには、大きな関差がある。また、職業訓練校

卒（85. 7%）と養護学校卒（87. 5%）は全日制高校卒より高い。中学卒の「不就労」は

15. 4%で平均的な値（7. 4%）を大きく上回っている。

Vの表 6 卒業・退学した学校別勤労継続状況

（単位：人）

就労先 就労中 転職後 求職中 在学中 不就労 不明 無回答

が決定 就労中

計

d回~ 8十 1, 526 1. 095 168 52 114 90 6 

ス 卒業した 計 l. 448 1. 048 156 49 104 84 6 

卒 中 学 481 273 61 25 74 45 2 

業 全日制高校 774 626 75 !? 26 27 3 

し 定時制高校 43 33 3 2 . 4 . 

た 養 護 40 35 . . . 2 3 . 

学 専修学校・各種学校等 37 25 8 3 ー

校 職業訓練校 42 36 5 . . . ー

施設内教育 25 15 3 . 4 

そ の 他 6 5 . . 

セ 退学した 2十 78 47 12 3 10 6 . 

退 全日制高校 41 27 8 4 . 

学 定時制高校 !? 7 . 2 4 4 

し 養護学校 . . ・. . . 

た 専修学校・各種学校等 2 ー
. 

ー
. . 

学 職業訓練校 10 6 3 . . . . 

校 施設内教育 2 . . ー
. 

ー

そ の ・他 5 4 . . . . 
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就労先決定に至った経過と就労の継続状況との関連は、決定に当たって 「主体的に関

わ っ た機関」 別では、 継続率の高いものは「学校」 (78. 5% ） 、 「親以外の親族 ・ 知

人」 (78. 1%） であり、 「施設」 (69. 9% ） は第 3 位であ る。 また、主体的に親が関

わ ったにもかかわらず、不就労となっているのは23人 (14 . 4% ） であ り、平均的な値

(7. 4%） に比べ高い。

次に、 最・も影響を与えた人別の継続率は、 「学校の教師」 (77. 2% ） 、 「本人の意

志」 (75. 0%） 、 「施設職員」 (73. 4%） のII慣になっ ておりさほどの聞きはないものの

「本人の意志」 が第 2 位を占めている。

Vの表 7 主体的に関わづた機関 ・ 最も影響を与えた人

（単 位 ： 人 ）

鉱労先 就労中 転車量後 求獄中 在学中 不就労 不明 無回答

が決定 就労中

g~ 

f事. E十 I. 526 I. 095 168 52 114 90 6 

ナ 施 紋 668 467 75 25 58 41 2 

体主的 学 校 524 411 51 18 23 20 

関
1見． 4日 11 7 2 . 

わ
つ 1ll 160 94 19 5 23 18 
た
ti 

関’苓 1ll以外の線鉄 ・ 知人 73 57 8 4 4 

Ct 'IX 59 38 8 3 5 5 

そ の イ自 27 19 5 2 

宮正 回 ~ 4 2 2 

ーー 本 人 の 5：芯 368 276 34 13 22 23 

影忌も 錨投機 只 756 555 83 24 53 38 3 

! 与¥!:' 学校の 敏 郎 347 268 36 II IG 15 

え
7こ

児 4日取 μ 24 11 6 3 3 

人
Jll 214 127 26 9 33 18 

叙以外の綴~ ・ 知人 113 77 12 2 12 10 

暗証安職 工i 32 17 6 2 4 3 

そ の 他 24 16 3 3 

t正 回 ~ 6 3 2 
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転職した者は168人で転職の多い職種は 「作業員」 34人、 「店員」 33人、 「工員」

31人、 「大工 ・ トピ等」 25人であ る。 転職前後の就労先の関係を見ても、全体的にパラ

ついており 、 「作業員」から 「作業員J へは16人、 「店員」から「店員」、 「大工・ト

ビ等」から 「大工・トビ等」 、 「工員」 から 「店員」が 9 人となっており、同一職種間

での転職傾向が見られる。

（注） Vの表 8 の「就労先の職種」 は平成 9 年 3 月末に決定していた職種であり、表頭

「転職後就労中計」欄のそれぞれの数は、平成 9 年 3 月末の職種から転職した数であ

る。

Vの表 8 就労先の職種別・ 就労継続状況別及び職種別転職状況

（単位：人）

午1 · · 1 店 員｜工 · f~~］ ·.. 1ｷ .. 1 · γ ＂ I周
テ 1 告 E十 168 37 20 I 羽 10 I 20 

民 I " a 

書 ｜ 店 員 33 

Jf.I 工 貝 31 

の｜ 大工 ・ トピ等 I お
(JI ：量関係〉

竃 l 作東 貝 ~ 16 

11' 1 週伝 手

血 痕

油田

A !I ll I 10 

軍 情貝

9隆容m ・ 8容筒

自動直 径 舗

官』E ・セールス

公邸員

It e: 踊

自衛官

ll 事 .

その他 I 10 

’E 図 書
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タ. 

居住

2 住居の状況

(1) 全体状況

3 月末日現在で就労先が決定し、措置を解除もしくは停止した者1, 443人のうち、 9

月 30 日現在「転居無」は、 1, 064人（73. 7%）、 「転居有」は280名（19. 4%）で 2 割ほど

が転居している。

(2) 個別状況

「転居無」の内訳では、 「自己借り上げ」が77人（84. 6%）、 「親と同居」 273人

(81. 5%）、 「自立援助ホーム等の公的ホームを利用」 (77. 4%）が高い率を示している。

「転居有」 280人の転居状況では、 「勤務先の寮等からの転居有」が199人（71. 1%）と

飛び抜けて高く、このうちさらに「勤務先の寮等へ転居した者」は69人（34. 7%）、 「親

と同居」 66人（33. 2%）、 「自己借り上げ」 20人 (10. 1%）の順になっている。

また、 6 カ月の聞に転居の把握ができない「転居不明」となっているのが93人もいる。

Vの表 9 住居形態別・就労継続状況及び転居先状況

（単位：人）

転 居 先

勤務先 自己 自立援助

就労先 転居無 転居有 不明 無回答 転居有 の寮等 借上げ 親と 親以外 ホーム割 その他 無回答

が決定 計 K~昔上社 (7ハ・ート唱 同居 の親族 の公的

3十 宅等合〉 を含む3 と同居 ホーム

解除・停止 2十 l. 443 1. 064 280 93 6 280 77 37 90 33 2 29 12 

勤（借務上先社宅の等寮を含等む） 883 625 199 56 3 199 69 20 66 16 19 8 

自（ア己パ借ート上等をげ含む） 91 77 11 3 司p ll 5 2 . 3 ー．

親と同居 335 273 42 19 42 8 6 17 6 . 4 

親以外の親族と同居 77 52 17 8 ー 17 . 4 2 IO . . 

公自立的援ホ助ーホムーム等の 31 24 -. 6 . . 2 

そ の 他 23 12 3 6 2 3 . . . 

無 回 答 3 ー 2 . . . . . 
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3 児童相談所におけるアフターケアの有無

(1) 全体状況

措置解除児童1, 467人のうち「アフタ ーケア有」は、 231人（15. 7%）、 「無」 は、

1, 228人（83. 7%）で、措置解除とともに関わりがな く なるのか、 「無」 が圧倒的に多

くなっている。

「有」 231人の「アフターケアの方法」は、実施状況を複数回答により調査したもの

であるが、 「電話」 162人、 「訪問」 8 1人、 「来所J 49人、 「手紙」 36人となっている。

(2) 個別状況

施設在籍年月別に見ると、 「アフターケア有」は、 5 年未満で578人中 160人 （27. 7% ） 、

5 ～10年未満は388人中38人（9. 8%） 、 10～15年未満は354人中27人（7. 6% ）、 15年以上

は146人中 6 人（4. 1%） とな っ ており、在籍年月が短いほど、 「アフタ ーケア有」 は、 多

くなっている。

在籍年数が長くなるに従って、児童相談所職員との関係が希薄にな っていく ことが一つ

の要因かとも推iJllJ される。

次に、反社会的行動の有無等から「アフターケア有」を見る と 、 「反社会的行動無」は

740人中 70人 （ 9. 5% ）、 「過去にあった」は492人中 100人（ 20. 3% ）、 「有」 は

235人中61人（26. 0%） となっている。

さらに、非社会的行動の有無等から「アフターケア有」をみると、 「非社会的行動無J

は 1, 13 1人中 156人 (13. 8% ）、 「過去にあった」は253人中53人（20. 9%）、 「有J

は82人中22人（26. 8%）で、 「反社会的行動の有無等」 と類似の傾向を示している。
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Vの表10 児童相談所のアフターケアの 1 

（単位：人）

アフターケアの方法 ［後数回答：すべて］

解除 有 官官 無回答 ド7H7有 m rr苦 現E 所 紡問 手紙 その他 無回答

E十 計

JロS‘ it I. 467 231 I. 228 8 231 162 49 81 36 38 2 

ウ 5 年未満 578 160 413 5 160 114 34 57 26 20 

1王 5 ～ 10 年来湖 388 38 348 2 38 26 14 6 II 

frf 
1 0 ～ 15 年米 澗 354 27 326 27 !? 3 

年

数 15 年以上 146 6 140 6 5 3 

}]IJ 

宮E 回 答

サ 無 740 70 667 3 70 43 15 26 19 II 

反会社的 ．過去にあった 492 100 389 3 100 70 20 31 12 13 

有 235 61 172 2 61 49 14 24 5 14 
行動

1縫 回 答

"./ ~ I. 131 156 970 5 156 107 37 49 31 27 

4非土 過去にあった 253 53 198 2 53 38 7 21 4 8 

会的
有

行動
82 22 59 22 17 5 II 3 

宮正 回 答
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アフターケアの実施状況を、卒業と中退退学とで比べてみると、卒業の場合は194人

(14. 1%）で、中途退学の場合は37人（39. 8%）となっており、実施率で見ると中途退学

の場合がかなり高くなている。また施設内教育卒の＂50%、中学卒の28. 4%、全日制高校中

途退学の39. 6%、職業訓練校中途退学の57.1%、定時制高校中途退学の37. 5% という実施

率の高さは、児童のおかれた状況に対応したアフターケアが実施されていることを反映し

たものになっている。

Vの表11 児童相談所のアフターケア 2 

（単位：人）

アフターケアの方法 ［複数回答：すべて］

解除 有 無 無回答 1m・'11有 電話 来所 訪問 手紙 その他 無回答

Z十 計

i日~ 2十 I. 467 231 I. 228 8 231 162 49 81 36 38 2 

ス 卒業した S十 1. 374 194 1. 174 6 194 133 39 71 32 31 2 . 
卒 中 学 454 129 320 5 129 90 27 53 19 21 . 

業 全日制高校 744 38 706 . 38 25 8 9 5 6 2 

し 定時制高校 43 4 39 4 2 . 

た 義 護 32 2 30 . 2 2 . 2 . 

学 専修学校・各種学校等 36 6 29 3 3 . 

校 職業訓練校 36 3 33 . 3 2 . 2 . . 

施設内教育 24 12 12 . 12 9 2 2 4 . 

そ の 他 5 . 5 . . . . . . 

セ 退学した 計 93 37 54 2 37 29 10 10 4 7 

退 全日制高校 53 21 31 21 16 6 5 5 . 

学 定時制高校 24 9 14 9 8 2 4 3 

し 養護学校 . 
ー

. . . 

た 専修学校・各積学校等 4 3 . . . 

学 職業訓練校 7 4 3 4 3 2 . . . 

校 施設内教育 . . 

そ の 他 3 2 . 2 
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4 施設におけるアフターケアの有無

(1) 全体状況

措置解除児童1, 467人のうち「アフターケア有」は、 1, 216人（82. 9%）で、 「無」

の241人（ 16. 9%）に対し、圧倒的に多くなっており、児童相談所によるアフターケア

実施状況と対照的になっている。

「有」 1, 216人に対する「アフターケアの方法」は、実施方法を複数回答により調査

したものであるが、第 1 位は「電話」で987人、第 2 位の「来所」は610人、第 3 位の「訪

問」は538人となっている。児童相談所のアフターケアと比較すると、 2 位と 3 位が入

れ替わっている。

Vの表12 施設のアフターケアの状況 1 

（単位：人）

アフターケアの方法 ［複数回答：すべて］

解除 有 無 無回答 tnH7有 電話 来所 訪問 手紙 その他 無回答

計 計

ぷE』1 3十 l. 467 l. 216 241 lO 1. 216 987 610 538 244 83 6 

ウ 5 年未満 578 458 115 5 458 370 177 195 74 25 2 . 
在 5 ～ 10 年未満 388 326 59 3 326 258 177 142 74 21 3 

籍
10 ～ 15 年未満 354 304 48 2 304 252 176 136 66 23 

年

数 15 年以上 146 127 19 127 107 80 65 29 14 

gg 
無 回 答 ー

. 
ー

. . 

サ 無 740 643 93 4 643 531 357 281 152 38 5 . 

反革社会的
過去にあった 492 389 99 4 389 311 181 182 66 26 

有 235 184 49 184 145 72 75 26 19 ー

無 回 答 . . 
ー ー

. . . ・． . 
ー

シ 無 l, 131 946 176 9 946 770 483 406 196 60 6 

非社会行動的
過去にあった 253 206 46 206 167 99 99 39 18 

有 82 63 19 . 63 50 28 32 9 5 . 

無 回 答 ’ 司 . . . 
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(2）個別状況

施設在籍年月別に見ると、 「アフターケア有」は、 5 年未満で578人中458人（79. 2%）、

5 ～10年未満は388人中326人（84. 0%）、 10～15年未満は354人中304人（85. 9%）、 15年

以上は146人中127人（87. 0%）となっている。在籍年月が長くなる従って、 「アフターケ

ア有」の率が、高くなっており、児童相談所のそれと全く逆の現象を呈している。アフ

ターケアの方法のうち「電話・来所・訪問等J どれをとっても「在籍年月」が長くなるに

つれて、率が高くなっている。

次に反社会的行動の有無から「アフターケア有」を見ると、 「反社会的行動無J で

740人中643人（86. 9%）、 「過去にあった」は492人中389人（79. 1%）、 「反社会的行動

有」は235人中184人（78. 3%）で、 「反社会的行動有」のアフターケアの実施率は、 「反

社会的行動無」の場合のアフターケアの実施率より低い。

さらに、非社会的行動の有無から「アフターケア有」を見ると、 「非社会的行動無」は

l, 131人中946人（83. 9%）、 「過去にあった」は253人中206人（81. 4%）、 「有」は82人

中63人（76. 8%）で、 「反社会的行動の有無」の場合と類似の傾向を示している。

アフターケアの実施状況を、卒業と中途退学で比べてみると卒業の場合、中途退学の場

合のいずれをとっても施設のアフターケアの実施率は高率であるが、 70%台以下のものを

拾ってみると、定時制高校中途退学（66. 7%）、施設内教育卒、専修学校・各種学校等中

途退学（75. 0%）、中学卒（75. 8%）、全日制高校中途退学（77. 4%）、定時制高校卒

(79. 1%）、となっている。
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Vの表13 施設のアフタ ーケアの状況 2 

（単位：人）

アフターケアの方法 ［後数回答：すべて］

解除 有 官ま 官官回答 ドH寸7吋 1U. ~・ 来 WT 紡 ｜吋 手紙 その他 無回答

R十 Bi" 

.g- i i・ l. 467 1. 216 241 10 l. 216 987 610 538 244 83 

ス 辱楽した 31・ I. 374 [. 146 219 9 l. 146 930 581 512 238 75 

古宇 学 454 344 105 5 344 279 133 152 54 23 

~ 金 目 指lj 高校 744 651 90 3 651 531 373 281 163 37 5 

し 定時制l 高校 43 34 9 34 26 18 19 4 3 

た 司書 E車 32 27 5 27 19 10 15 4 2 

学 専修学佼・各稽学校主事 36 33 2 33 30 15 !? 8 5 

校 紙業訓練校 36 34 2 34 27 19 18 2 2 

施設内教育 24 18 6 18 15 ｷ9 8 

そ の イ山 5 5 5 3 4 2 2 . 2 

セ 退学した rt- 93 70 22 70 57 29 26 G 8 

jg 全日制高校 53 41 12 41 36 19 14 2 3 

告与 定時制高校 24 16 7 16 II 5 5 3 

し 事~ a 学佼

た 専修学校 ・ 各施学校C事 4 3 3 3 2 2 

B寸越・. 車it 1t iJll 車中校 7 6 6 4 2 4 

校 』也 t宮 内数百

そ の 他 3 2 2 2 
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VI 公的制度の活用状況（全児童）及び自立支援上の課題

1 公的制度活用の有無（国・都道府県・指定都市の自立支援制度）

公的制度活用の有無を施設種別に見たのがVIの表 1 である。

VIの表 1 公的制度活用の有無施設種別
（単位：人）

児童養護施設 自立支援施設 情短施設 5十

公的制度活用有 406 53 2 461 (25. 8%) 

公的制度活用無 938 293 15 l, 246 (69. 7%) 

不 明 49 26 1 76 ( 4. 3%) 

2十 1, 393 372 18 1, 783 ( 100%) 

※無回答 4 を除く

公的制度の活用状況は児童養護施設で406人（29. 1%）、児童自立支援施設で53人

(14. 2%）、情緒障害児短期治療施設で 2 人（ 11. 1%）三全体で461人（25. 8%）であ

る。各施設種別とも公的制度の活用率が低く、特に児童自立支援施設では、全体の活用率

を10ポイント上回る活用率の低さを示している。

次に公的制度を活用した場合その内容を施設種別に見たのが羽の表 2 であるo

VIの表 2 活用した公的制度施設種別
（単位：人）複数回答

児童養護施設 自立支援施設 情短施設 5十

自立援助ホーム 35 10 2 47 ( 9. 3%) 

貸 付 金 17 。 。 17 ( 3. 3%) 

給 付 金 295 39 。 334 (66. 4%) 

そ の 他 97 8 。 105 (21. 0%) 

言十 444 57 2 503 ( 100%) 

461人の活用した公的制度の合計は503制度であり、二つ以上の制度を活用した例は少な

く、最も多い給付金活用では334人（66. 4%）となっている。貸付金制度を利用したの

は3. 3% と少ない。自立援助ホームは全国的には21施設とまだ少ない運営数であるが、

活用された制度の9. 3%を占めている。今回の児童福祉法改正により「事業」として位

-99-



置づけられたことにより、今後の児童自立支援の為の社会資源としての役割が期待される。

自立援助ホームや貸付金・給付金等の他に活用している制度名や施策を自由記載で調査

したところその数105件となり、内訳の上位10位は次のとおりである。

（複数回答）

1. 養護施設等退所児童自立定着指導事業 56件

2. 就職支度費および特別基準 30件

3. 措置の継続又は措置延長 6 件

4. 知的障害者通勤寮 4 件

5. 福祉作業所等を含めた地域デイケア施設 3 件

6. 就職祝い金 2f牛

7. 児童相談所一時保護所 2 件

8. 生活保護 2 件

9. 職場適応訓練 2 件

10. 自動車免許取得補助事業 2 件
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卒業した学校別、中途退学した学校別により公的制度活用の有無に差異があるかどうか、

また公的制度を活用している場合には、その内容を見たのがVIの表 8 である。

羽の表 8 卒業・退学した学校と公的制度活用の状況

（単位：人）

公的制度活用の有無 公的制度活用の内容

自立援助
有 無 不 明 貸付金 給付金 その他

ホーム

卒業 し た計 434 l, 137 72 38 16 320 101 

中 ~比- 120 467 38 12 2 89 29 
卒
全 日 制高校 249 524 21 6 12 198 57 

業
定時制高校 8 34 3 一 1 2 

し
養 謹 Aザ込ι・ 校 27 21 2 14 一 6 9 

た

専修学校・各種学校等 17 
, 

29 2 13 2 

A子u・- 
職業訓練校 6 32 5 一 一 4 2 

校
施設内教育 6 25 3 3 3 一

そ の 他 5 ー 一 一 一

退学 し た計 27 109 4 9 14 4 

退 全 日 制高校 14 65 3 4 一 8 3 

学 定時制高校 1 21 4 一 3 一

し 養 護 A子4・ 校 一 2 一 一 一 一 一

た 専修学校・各種学校等 2 5 一 一 2 一

~比- 職業訓練校 2 10 一 一 一

校 施設 内教育 一 2 一 一 一 一 一

そ の 他 2 4 一 一

中学卒と高校卒を就労支援の公的制度活用という視点で比べた場合、中学卒で19. 2%、高

校卒で31. 4%の活用率であり、中学卒よりもむしろ高校卒の方に公的制度が多く活用されて

いる。また養護学校卒では、公的制度の活用率が大幅に高くなり、 54. 0%がなんらかの公的

制度を活用している。
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次に公的制度活用の内容を見ると、全体的には給付金制度の活用が一番多いが、自立援助

ホーム等の利用では養護学校卒14人と中学卒12人となっているのが目立つ。

中途退学した学校別では、件数は少ないが定時制高校を退学した 7 人中の 4 人が自立援助

ホームを利用し、全日制高校退学15人中、の 4 人も自立援助ホームを利用しており、率とすれ

ばかなり高いものとなっている。

児童の自立支援を行う上で、最も困難だったこと2 

児童の自立支援を行う上で最も困難だったことを11の選択肢から複数回答で選び整理したの

が次のグラフである。

男女別自立支援を行う上でももっとも困難だったこと羽の図 1

（単位：件）（複数回答 3 つまで）

600 

1: :1 
一一一－·－・···－－·－·－－－－－－－－－·－·－一…一一一……………． ” 500 

400 一一 一 一 一一回一

300 ・..., 

200 

100 

そ
の
他

健

康

資
格
免
許

親
族
調
整

住
居
確
保

学
力
向
上

親
調
整

職
場
開
拓

素
行
改
善

自
活
力
向
上

自
立
心
育
成

。
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全体的な傾向としては男女とも本人自身の自立に向けての気持ちゃ、生活技術をふくめた

自活に向けての力の不足等の問題が大きな困難要因を占めている。男子についてほ「素行改

善」、 「職場開拓」が、女子については「親調整」、 「職場開拓」等がかなりの困難要因と

なっていることを示している。

次に施設別に当該児童の自立支援を行う上で最も困難だったことを見たのが羽の表 3 であ

る。

羽の表 3 施設種別 自立支援を行う上で、最も困難だったこと

（複数回答 3 つまで） （単位：件）

児童養護施設 自立支援施設 情短施設 言十

自立心育成 568 179 11 758 

自活力向上 492 104 6 602 

索行改善 246 209 4 530 

職場開拓 414 111 4 529 

親 調 整 373 132 6 511 

学力向上 233 74 6 313 

住居確保 239 24 1 264 

親族調整 80 16 1 97 

資格取得 70 4 。 74 

健 康 53 9 2 64 

計 1, 396 (78. 1%) 373 (20. 9%) 18 ( 1. 0%) 1, 787 
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施設別に自立支援を行う上で最も困難だったことを拾ってみると、児童養護施設では「自

立心育成」、 「自活力向上」、 「職場開拓」のII頂になっているが、児童自立支援施設では

「素行改善」、 「自立心育成」、 「親調整」の順となっている。児童自立支援施設では「素

行改善」が自立支援を行う上で最も困難なだったことは施設の目的から当然のことであるが、

「親調整」が困難要因として第 3 位の高い率を示していることは、親への対応の難しさを示

している。

次に身体の状況や知的能力との関連で困難とされているものを見たのがVIの表 4 -1 、 VI

の表 4 -2 である。

羽の表 4 -1 身体の状況別 自立支援を行う上で最も困難だったこと

（複数回答 3 つまで） （単位：件）

身 体 の 状 況

頑 健 主国立 通 虚 ~~ 身体障害有

自立心育成 98 (38. 0%) 627 (43. 2%) 27 (45. 8%) 6 (35. 3%) 

自活力向上 88 (34. 1%) 491 (33. 8%) 18 (30. 5%) 5 (29. 4%) 

素行改善 89 (34. 5%) 427 (29. 4%) 11 (18. 6%) 2 (11. 8%) 

職場開拓 79 (30. 6%) 421 (29. 0%) 22 (37. 3%) 6 (35. 3%) 

親 調 整 64 (24. 8%) 427 (29. 4%) 14 (23. 7%) 6 (35. 3%) 

学力向上 45 (17. 4%) 256 (17. 6%) 9 (15. 3%) 2 (11. 8%) 

住居確保 48 (18. 6%) 205 (14. 1%) 7 (11. 9%) 4 (23. 5%) 

親族調整 15 ( 5. 8%) 75 ( 5. 2%) 5 ( 8. 5%) 2 (11. 8%) 

資格免許 14 ( 5. 4%) 57 ( 3. 9%) 2 ( 3. 4%) 1 ( 5. 6%) 

健 康 6 ( 2. 3%) 35 ( 2. 4%) 15 (25. 4%) 8 (47. 1%) 

そ の 他 4 ( 1. 6%) 52 ( 3. 6%) 2 ( 3. 4%) 0 ( 0. -0%) 

計 550 3, 073 132 48 

言十 258 (14. 4%) 1, 452 (81. 3%) 59 ( 3. 3%) 17 ( 1. 0%) 
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VIの表 4 ー 2 知的能力別 自立支援を行う上で最も困難だったこと

（複数回答 3 つまで） （単位：件）

知 的 i目·1ペ~ 力

優秀知 普通知 境界知 発達遅滞有

自立心育成 20 (40. 0%) 527(41. 3%) 162 (47. 5%) 42 (40. 0%) 

自活力向上 11 (22. 0%) 422(33. 0%) 114 (33. 4%) 49 (46. 7%) 

素 f丁 改 主Eコ主 8 (16. 0%) 358(28. 0%) 136 (39. 9%) 25 (23. 8%) 

職 場 開 拓 16 (32. 0%) 346(27. 1%) 113 (33. 1%) 46 (43. 8%) 

親 調 整 13 (26. 0%) 361(28. 3%) 103 (30. 2%) 31 (29. 5%) 

A子d弘 力 向 上 8 (16. 0%) 201(15. 7%) 86 (25. 2%) 17 (16. 2%) 

住 居 確 保 5 (10. 0%) 196(15. 3%) 35 (10. 3%) 23 (21. 9%) 

親以外の親族調整 2 ( 4. 0%) 70( 5. 5%) 18 ( 5. 3%) 7 ( 6. 7%) 

資格免許の取得 3 ( 6. 0%) 56( 4. 4%) 14 ( 4. 1%) 1 ( 1. 0%) 

健康のこと 3 ( 6. 0%) 36( 2. 8%) 15 ( 4. 4%) 9 ( 8. 6%) 

そ の 他 4 ( 8. 0%) 42( 3. 3%) 9 ( 2. 6%) 3 ( 2. 9%) 

無 回 笠"' 2 ( 4. 0%) 44( 3. 4%) 8 ( 2. 3%) 1 ( 1. 0%) 

言十 95 2, 659 813 254 

計 50 ( 2. 8%) l, 277(72. 0%) 341 (19. 2%) 105 ( 6. 0%) 

身体の状況、知的能力と自立支媛を行う上での困難要因との関連を見る と、いずれも自立

心や自活力の不足が困難要因として高い率を占めている。 「頑健」 、 「普通」、 「境界知」

の児童については「素行改善」が、 「虚弱」、 「身体障害有」、 「発達遅滞有」の児童につ

いては「職場開拓」に高い困難性があり、次いで、 「親調整」が課題として指摘されている。
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羽の表 5 は成績別により自立支援を行う上での最も困難だったことを示している。

羽の表 5 成績別 自立支援を行う上で最も困難だったこと

（複数回答 3 つまで） （単位：件）

成 績

上 中 下

自 立 J心 育 成 51 (35. 2%) 218 (36. 4%) 487 (46. 9%) 

自 活 カ 向 上 47 (32. 4%) 193 (32. 2%) 361 (34. 7%) 

索 行 改 主Eヨ主 19 (13. 1%) 100 (16. 7%) 410 (39. 5%) 

職 場 開 拓 34 (23. 4%) 168 (28. 0%) 325 (31. 3%) 

親 調 整 39 (26. 9%) 160 (26. 7%) 310 (29. 8%) 

A手A・ 力 向 上 12 ( 8. 3%) 71 (11. 9%) 230 (22. 1%) 

住 居 確 保 27 (18. 6%) 109 (18. 2%) 128 (12. 3%) 

親以外の親族調整 8 ( 5. 5%) 30 ( 5. 0%) 59 ( 5. 7%) 

資格免許取得 5 ( 3. 4%) 34 ( 5. 7%) 35 ( 3. 4%) 

健 康 の
甲

と 6 ( 4. 1%) 23 ( 3. 8%) 35 ( 3. 4%) 、ー

そ の 他 9 ( 6. 2%) 23 ( 3. 8%) 25 ( 2. 4%) 

計 257 1, 129 2, 405 

言十 145 ( 8. 1%) 599 (33. 6%) 1, 039 (58. 3%) 

※無回答55は除く

全体としては「自立心育成」と「自活力向上」が共通の課題となっているが、約60%弱の

学業成績下位のものは、 「自立心育成」 「素行改善」 「自活力向上」 「職場開拓」に大きな

課題を抱えているのに対し、中位は「素行改善」よりも「職場開拓」 「親調整」が、上位は

．「親調整」 「職場開拓」の方が課題としては高い比率を示している。
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反社会的行動や非社会的行動の有無と自立支援を行う上で最も困難だったことを組み合わ

せたのがVIの表 6 である。

羽の表 6 反社会的行動・非社会的行動 自立支援を行う上で最も困難だったこと

（複数回答 3 つまで） （単位：件）

反社会的行動 非社会的行動

無 過去に有り 有 無 過去に有り 有

自立心育成 326 275 1.57 549 154 53 

自活力向上 291 212 99 438 118 45 

索 行 改 主Eコ主 50 252 . 228 345 128 57 

職 場 開 拓 242 191 95 383 112 32 

親 調 整 236 168 107 379 98 34 

A千比・ 力 向 上 140 100 73 221 62 30 

住 居 確 保 145 85 34 220 32 12 

親以外の親族調整 41 39 17 73 17 7 

資格免許の取得 43 21 10 61 10 3 

健康のこと 36 ' 18 10 46 11 7 

そ の 他 31 17 10 39 16 3 

計 1, 581 l, 378 840 2, 754 758 283 

計 820 625 342 1,338 331 116 

45. 9% 35. 0% 19.1% 75. 0% 18. 5% 6. 5% 

「反社会的行動有」 (19. 1%）と「過去にあった」 (35. 0%）を合わせた54.1%について

自立支援を行う上で最も困難だったことは、 「素行改善」が一番高率を示し「自立心育成」、

「自活力向上」の順で続いている。

「反社会的行動無」のグループでは、 「自立心育成」、 「自活力向上」、 「職場開拓」、

「親調整」の順に続き全体的傾向と類似の傾向を示している。

「非社会的行動有」 (6. 5%）に「過去にあった」 (18. 5%）を含めると、合計25. 0% 

になるが、 「非社会的行動有」の中では「素行改善」が、自立支援を行う上での最も困難な

要因となっている。
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性格特性と自立支援を行う上での困難要因を組み合わせたのがVIの表 7 である。

VIの表 7 性格特性 自立支援を行う上での最も困難だったこと
（複数回答 3 つまで） （単位：件）

学向 素改 自向 自育 職開 住確 親 親調 健 資免 そ 無

活 立 調 の 回 5十

力上 行善 力上 心成 場妬 居保 整 族整 康 格許 ｛也 1玄司

陽 気 95 143 166 199 154 83 140 28 18 26 17 18 503 

気 23 46 38 68 44 I I 35 3 3 2 2 112 

ま じ め 52 28 134 129 110 81 98 28 16 25 20 12 300 

元気がよい 67 110 108 137 LI 2 68 109 I 6 10 16 9 I I 346 

おとなしい 77 64 142 187 130 64 I 14 29 14 21 7 9 390 

外 チ.x..て 的 39 84 76 86 59 42 74 11 9 9 13 7 240 

内 向 的 74 90 139 184 I 13 39 92 16 12 13 9 13 346 

凡 帳 面 24 30 35 49 35 25 38 7 7 8 7 7 131 

だらしない 62 155 146 180 109 4 I 87 16 9 10 10 11 351 

短 気 53 162 84 107 78 33 85 I I 12 6 10 6 275 

無 気 力 29 68 63 101 66 18 36 6 2 2 2 2 155 

頑 固 38 54 64 92 60 29 65 18 I I 8 9 3 197 

協 調 的 58 43 95 120 92 58 104 15 20 22 19 14 335 

非協調的 43 122 91 107 73 33 71 6 12 8 I I 4 238 

粘り強 い 17 16 45 48 33 25 41 14 8 IO 7 144 

飽きっぽい 61 156 I 14 157 96 37 80 !? 5 7 8 4 304 

無 回 2』誠~ 2 3 3 6 

性格特性を肯定的なもの（陽気 ・ まじめ ・ 元気がよい・粘り強い等）と、否定的に見られ

るもの（陰気・だらしがない・ 短気 ・ 無気力等） に分類し、自立支援を行う上での困難要因

とそれぞれ比較してみたが、際だった有意差は見られなかった。どの性格項目を見ても、お

しなべて「自立心育成」、 「自活力向上」、 「素行改善」 、 「親調整」が上位を占める項目

である。しいて言えば、否定的に見られる性格の中では「素行改善」が自立支援を行う上で

の困難要因としてやや高い率を示している。

-108-



卒業した学校別、中途退学した学校別に自立支援を行う上での困難要因を見たのがVIの表

9 である。

羽の表 9 卒業・退学した学校 自立支援を行う上で最も困難だったこと
（複数回答 3 つまで） （単位：件）

学向 素改 自向 自育 職開 住確 親 親調 健 資免 そ 無
卒業した学校 活 立 調 の 回 計

力上 行善 力上 心成 樹石 居保 整 族整 康 格許 他 ~ ヨ

卒業した 2十 283 450 558 698 487 244 467 87 61 73 55 54 l, 647 

中 A予比ー 121 278 204 307 21~ 53 200 37 13 1 16 10 627 

全 日 嗣l 高 校 130 131 260 300 193 151 206 38 29 55 33 32 796 

定 時 制 高 校 5 8 17 16 11 4 17 4 5 2 3 45 

養 護 AザL色・ 校 2 6 25 16 26 21 15 2 8 2 一 50 

専修学校・各種学校等 1 3 22 19 17 6 8 3 5 4 46 

職 業 宮＂ 練 校 10 10 18 22 13 4 8 3 3 4 43 

施 設 内 教 育 1 12 9 16 19 4 12 一 一 34 

そ の 他 2 3 2 2 一 一 6 

退学した学校

退学した計 30 80 44 60 41 20 44 10 3 3 140 

全 日 制 高 校 18 48 26 32 20 11 24 5 2 2 82 

定 時 制 高 校 5 13 8 16 9 3 13 4 一 一 一 29 

養 護 ふ子地・ 校 一 2 一 一 一 一 一 2 

専修学校・各種学校等 3 4 4 3 2 2 一 一 一 一 一 1 

職 業 事II 練 校 4 10 2 4 6 2 2 一 一 一 一 一 12 

施 設 内 教 育 2 一 一 一 一 一 一 2 

そ の 他 4 2 2 2 一 一 一 一 6 

中学卒では「自立心育成」、 「素行改善」、 「自活力向上」と続き「親調整」までがかな

りの高率を占めている。全日制高校卒もほぼ同じ傾向を示しているが「素行改善」の項目だ

けが低い。養護学校卒では「職場開拓」、 「自活力向上」、 「住居確保」と続き他の学校と

は異なった状況を示している。

学校を中途退学した場合では、中途退学した全児童140人のうちの57.1%が「素行改
善」の問題を困難要因であったと挙げている。なかでも全日制高校を中途退学した児童の

58. 5%が「素行改善」を挙げており、中退者の他の困難要因に比べ最も高くなっている。
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